原料のリスク管理を考える : コスト面を考慮した原料リスク管理手法の確立に関する研究 by 景山 千絵
原料のリスク管理を考える : コスト面を考慮した
原料リスク管理手法の確立に関する研究
著者 景山  千絵
学位授与機関 東京海洋大学
学位授与年度 2008
URL http://id.nii.ac.jp/1342/00000910/
       修士学位論文
     原料のリスク管理を考える
～コスト面を考慮した原料リスク管理手法の確立～
        に関する研究
平成20年度
（2009年3月）
簸壷
 tS’  タ
東京海洋大学大学院
海洋科学技術研究科
食品流通安全管理専攻
  景山千絵
目次
緒 言．．＿．
第1章 食品企業における食の安全とコストとの関連．．．．．．
 1－1残留農薬問題（違反の状況／経緯）
  1－1－1我が国の輸入食品検査体制＿．．．．．．．
  ！ヨー2輸入食品の食品衛生法違反状沢一一．．
  レ1－3輸入食品の食品衛生法違反事例原因整理．．．．．．．．．．．．．
  1－1－4各国の農薬使用状況／推移。．．．．．．．，．。。
  1－1－5各国の農薬規制状況．．．
  1－1－6中国における農薬規制状況．．．．．．。．．．．．．．．．．。t．。．．．．．．．．．．、．．．．．．．．．t．
  1－1－7ポスト・ハーベスト問題＿．．．．．＿．
 ！－2 企業間の安全性確保のための情報収集の傾向（ポジティブリスト制度の事例）
 ！－3アフラトキシンのリスク＿．＿＿．．．．＿＿．
  1－3－！アフラトキシン規制の比較（日本／海外）。．．．．．，．．。。．．．．．．．．．．。．．．．．。．
  1－3－2各国のアフラトキシン汚染状況，．．．．．．．．．．．．．．．．，．．．．．．．．．．．．．．．．．．．，．
 1－4放射線照射のリスク．．、．．．、．。．。．．．、、．、．．、．
  1－4－1各国の放射線照射の使用状況．．．．．．．．
  1－4－2放射線照射殺菌の安全性（各国の見解）
 1－5食品企業における原料の安全性確保．．．．．．
  1－5－1アサヒビールの例．＿．
  1－5－2その他食品企業の例＿．
     一紀文食品一．．．
     一ニチm一．．＿．
     一ハウス食品一．．．．．，．．
     一日清食品一．．．．．．．，．．．．．．．．．．，．．．，．．。．．，し◎．
     一理研ビタミンー．．．．．．．．．．．．t，，．
 1－6第1章のまとめ＿■■．．．．．
第2章食品群別リスクの分類表とその設計モデル．．．，
 2－1食品群設定．．
 2－2モデルケース（架空製品）の設計．．．，．．．
    モデルケース①：野菜カレーのリスク判定．．．．．．．．
    モデルケース②：醤油粉末のリスク判定＿．
 2～3コスト評価による検証．，．．．．．．．
 2－4考察＿．．．．。．．．．．
第3章モデルケースを用いた原料のリスク判定に基づく管理手法．
 3－1リスク管理手法の作成．．．．．，．，
第4章総合考察．．．．．．．
謝辞．．．
引用文献．．
添付資料＿＿＿．＿＿＿．．＿＿＿．＿＿．＿．＿＿＿＿＿．＿．．＿＿＿．＿＿＿．．．．＿＿．．
                    1
 3
 5
 5
 5
 7
 9
11
16
21
23
27
29
30
32
34
35
37
39
39
41
42
42
42
43
43
47
49
49
51
52
53
53
54
55
55
60
63
64
．．66
図表一覧
表！原因分類別集計．．
表2国内産農薬違反状況2006年～2007年まで．．．．．．i．．．．．．
表3農薬基準値の比較（日本／海外）
表4ポスト・ハ・一．一・ベストの使用が認められている農薬の残留基準（単位：ppm）
表5アフラトキシン規制状況。．．，．．．．．．．，．．．，．．．．．．．．
表6輸入ピ・一・一Lナッツ、ピスタチオ、アーモンドについての汚染割合．．，
表7放射能汚染掲載記事．．．、．．，，．．．．．．．．．．．，．．．．，＿，。，
表8原料の安全性確保の取り組み（アサヒビール）．．．．．．．。．
表9食品企業における原料の安全性確保の取り組み．
le
16
20
25
31
33
36
40
46
図1違反事例（水産物・畜肉類を除く）
選2主要国の農薬推移．，，。．，
潤3中国の農薬生産量推移．＿＿＿
図4原料の情報収集の傾向（農薬の：事例）
9
13
14
29
2
原料のリスク管理を考える～コスト面を考慮した原料リスク管理手法の確立～
                  緒 言
 近年、食の安全に関するニーズがますます高まっている。消費者は、本来食品は安全な
ものであるという認識のもとで生産者、メーカー、販売者への信頼を成り立たせていた。ところ
が近年この信頼を揺るがすような動きがある中で、食品企業間においては、食：の安全確保
の取り組みが加速している。企業間で食の安全を担保する取り交わしは、保証書、証明書、
時には出荷毎の検査成績書などで行われており、これらの情報は、製品の品質を保証する
上で重要な役割を果たしている。
 加えて、食の安全傾向に「流通の複雑化」、「スピード対応」の要求が一層高まり、多品種
少量生産に追われる加工食品企業にとって、コスト面だけでなく入件面でも、かなりの負担と
なってきているのが現状である。例えば、2006年5，月29日に施行されたポジティブリスト制
度1については、その施行後、農薬分析法が確立していない成分があるにも関わらず、食品
業界では、定期的な農薬一回分析を行うことが当たり前となっている。あるいは、全量検査
などは到底できないと判っていても、同ロットで農薬が検出されなけれないと全製品が「＝安
全」とはいえない現状もある。あたかも紙さえあれば、「安全」という風潮が拡がっている。厚生
労働省からの「ポジティブリスト制Q＆A」（2006）では、残留農薬等のポジティブリスト制度は、
食品に残留する農薬等の分析を食品事業者等に義務付けるものではなく、従来からの残留
農薬等に対する取組みと同様、信頼できる事業者と取引をすること、使用される可能性のあ
る農薬等の種類や方法、残留基準違反事例の有無などを確認し、必要に応じ残留状況に
ついて分析するなどの取組みが原材料の安全性の確保のために必要になるとある。このよう
に、分析は義務ではないとされた中で施行されたポジティブリスト制ではあるものの、結局は、
分析また分析という傾向は未だ続き、メーカー側の分析費用などの負担は増す一方である。
また、同Q＆Aでは、検査の項目や頻度については、使用された農薬等の残留の可能性に
基づき、個々の事業者が判断するものとあり、農薬の検査の具体的な方法は示されてはい
1ポジティブリスト制度とは、農薬・動物用医薬品等799物質（農薬等の成分である物質（その
物質が化学的に変化して生成した物質を含む））について残留農薬を定めた法律。（わかりやす
い農薬等のポジティブリスト制度Q＆A2007）
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ない。そのため、検査頻度がより多い方が安全と認識がされ、食品の安全性の確保は、食品
企業にとってコスト負担との戦いである。食品企業としては、如何にコストをかけることなく安
全性を保証するかが、今後の重要な課題になっている。モニタリング検査は食品の安全管
理上、不可欠なものではあるが万能とはいえない。リスクの高い食品であるかどうかを体系的
な基準に基づいて判断し、その補完的な措置としてモニタリング検査を実施する方が、コスト
の増大を抑制しつつ、安全性を保証するために有効であると考えられる。
 原料の全量検査は実質的に不可能であることから、これまで、食品加工メーカーは、安全
な原料を確保するために、原料メーカーから安全性を担保する上で必要な様々な情報を入
手してきた。しかし、原料毎に異なるリスク情報を体系的に入手し、そのリスクを的確に判断
することはできていなかった。このことによって、過剰な安全性に関する要求が高まり、原料
費の増大を招く結果となってきている。
 では、原料のリスクを判断する上で、どのような情報を必要とし、それらをどのように評価す
れば、安全な原料の確保ができるのか。判断基準を体系化することで、必要最小限の情報
と見極めることによって検査によるコスト増大を極力抑制した原料のリスク管理を行うことがで
きると考えた。そこで、本研究では、体系的な基準に基づいて原料のリスクを判断し、コストを
できるだけ抑えた上での製品の安全性を確保することを目的として、リスク判断のための決
定樹を作成することとした。
 本研究では、加工食品メーカーが原料として多く扱う加工食品を中心に考えることにする。
多岐にわたる原料を使用する加工食品においては、原料管理も複雑となる上、原料受け入
れ時にその都度検査を実施すると多大な手間とコストがかかる。また、加工食品の農薬分析
については、厚生労働省による「ポジティブリスト制Q＆A」（2006）より、加工食品には様’々な
加工形態があり、加工食品ごとの試験法を設定することは困難であった。分析にあたっては
農産物や畜産物の試験法を準用するとある。原料選定段階で原料のリスクを適切に評価し、
より安全な原料を選択できれば、製品のリスク管理にかかるコストの低減が可能になると考え
られる。つまり、様々な情報の収集ならびにリスク評価を行った上での原料リスク管理のマニ
ュアル化を図ることが期待できる。
4
第1章食品企業における食の安全とコストとの関連
 本章では、原料の安全性確保のための取り組みをどのように実施しているのかの現状を
探り、原料リスク管理上重要で、健康危害事例はないものの最も検査コストがかかる農薬の
残留に焦点をあてることとする。さらに、そのような検査にかかるコストの問題と食の安全確保
に求められているものとの関連性を明らかにする。
1－1残留農薬問題（違反の状況／経緯）
 2006年5月29日には農薬違反を取り締まるポジティブリスト制度の導入など、農薬の残
留規制が厳しくなった。食品企業は、安全性確認を行う残留農薬検査をこれまで以上に行
わざる得なくなった。言うまでもなく、ポジティブリスト制度に適合していることを証明するため
である。この動きは、証明＝安心のためであり、書類さえ揃っていれば人は安心するものだと
いう前提に基づいている。しかし、このことによって、企業の検査に対するコスト負担は増す
一方である。
1－1－1我が国の輸入食品検査体制
 過去の違反事例を整理してみると、残留農薬の違反は食品添加物違反に比べてはるか
に多い。その農薬違反は、殆どが輸入食品である。我が国の企業は、原料コスト等の事情も
あり、加工食品には輸入食材は多く利用されている。そのため輸入食品の違反が、加工食
品メーカーに及ぼす影響は大きい。現在、厚生労働省では、輸入食品の安全性を確保する
ため、モニタリング項目の追加など監視体制の強化を図っているところである。以下に、我が
国における輸入食品の監視体制について整理を行う。日本貿易振興機構（ジェトロ）（2008）
によれば、次のように記されている。
 「輸入食品の監視を行う検疫所の窓口は全国に31か所設置され、食品衛生監視員334名（平
戒19年4月現在）がその監視を行っている。横浜及び神戸検疫所に輸入食品・検疫検査センタ
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一を、成田空港、東京、名古屋、大阪、関西空港および福岡の6検疫所に検査課を設置し、残留
農薬、動物用医薬、食品添加物などの検査を行っている」
 このように、輸入食品に関する監視体制は整備されているようである。では、検査内容に
ついてはどのように行われているのかを次のように示す。
 「検査命令制度（命令検査）」とは、輸入食品の特性や違反事例などから、食品衛生法違反の確
立が高いと判断される食品等について、厚生労働大臣の命令により、輸入者の自らの負担により指
定検査機関で実施する検査」（貿易・投資相談Q＆A）
 命令検査は、適法と判断されるまで輸入手続きを進めることができないものである。検査
品目は、野菜・果実およびその加工品、牛肉・豚肉・鶏肉およびこれらの臓器など令で定め
られた数十品目の食品とのことである。不適合品は、積み戻し・廃棄・食用外転面出の処置
がとられる。
 命令検査の他、検疫官ではモニタリング検査点の行政検査の実施も行っている。その検
査については同機構に、次のように記されている。
 「モニタリング検査とは、食品衛生法違反の低い食品等について、年間輸入量及び過去の違反
実績勘案した年間での検査計画である。この計画に基づき、厚生労働省検疫所において実施され
る行政検査のこと。モニタリング検査以外では、初回輸入食品等の検査、食品衛生法違反食品等
の確認検査、輸送途中で事故が発生した食品等の確認検査が検疫所の食品衛生監視員により実
施。また、初回輸入時に、輸入者としての食品衛生安全確保の責任義務の観点から、必要な項目
について確認試験を行うよう検疫所から指導を行う場合もある。」（貿易・投資相談Q＆A）
 当該検査は、多種多様な輸入食品の衛生上の状況を把握すると共に、円滑な輸入流通
を目的としている。そのため、検疫所の食品衛生監視員による試験検体の採取は行われる
が、その結果の判定を待たずに輸入手続きを進めることができるという。命令検査のように、
適法と判断されるまで輸入手続きが出来ないような検査とは性質が異なり、この場合には規
格基準違反が見逃される可能性がある。
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1－1－2輸入食品の食品衛生法違反状況
 では、輸入食品の食品衛生法違反率は、我が国における輸入国と輸入量からみるとどの
ような状況であるのか。厚生労働省医薬食品局・食品安全部企画情報課検疫所業務管理
室による検疫所業務年報（2006年度）を参考に、輸入重量から違反率を算出する。輸入量
の全体でどれだけ違反があるのかを知るためである。
 まず、「とうもろこし」についての違反率をみていく。輸入量最多のアメリカについては、違
反率3．6％に対し、輸入量三位のオーストラリア（千トン輸入）の違反率は11．9％である。い
ずれの違反内容とも、アフラトキシンによるものが殆どである。「とうもろこし」については、アメリ
カ産、オーストラリア産どちらも平成18年における命令検査項目として「アフラトキシン」が挙
がっている。そのため、アメリカ産、オーストラリア産どちらについても検疫での検査率はほぼ
100％である。アメリカ産「とうもろこし」に関する違反は件数としては非常に多いが、違反率で
みるとオーストラリア産の方が倍以上も高いのが実態である。つまり、オーストラリア産の違反
は、輸入重量割合からみて大きいのである。アメリカ産の違反が目立つのは、輸入量も多く、
その分違反件数も多くなるからであることがわかる。
 次に、「落花生」についてみてみる。「落花生」の輸入量は中国が最多である。中国からの
輸入による違反率は1％に対し、輸入量三位のアメリカは3．6％であった。「落花生」につい
ては、中国産、アメリカ産ともに「アフラトキシン」が命令検査項目であるため、検査率はどち
らもほぼ100％である。輸入量は、中国はアメリカの約9倍である。しかしながら、違反率は、
アメリカは中国の約3倍の違反率である。つまり、「落花生」に関するアフラトキシン違反につ
いては、アメリカ産のリスクが非常に高いといえる。中国とアメリカの大きな違いでは、まず浮
かぶのは輸入距離である。アフラトキシンは、輸入距離が関係しているのではないだろうか。
これらについては、「1－2－1各国のアフラトキシン汚染状況」にて述べることとする。
 加工食品でぽ植物油脂が広く使われる。その原料であるオイルシード（食用油の採油用
のもの）についてみてみる。輸入量が最も多いカナダについては、違反率は0％であるのに
対し、輸入量二位のオーストラリアは違反率5％であった。輸入量はカナダがはるかに多い
が、違反率はオーストラリアが上回っている。検査率については、カナダは全体の1．7％、オ
ーストラリアは7．4％である。オーストラリアの検査率はカナダの約7倍である。違反率でみると
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オーストラリアが高いため、オーストラリア産はカナダ産に比べて安全性は低いようにもとれる。
しかし、検査率については、カナダ産の方が低い。では、なぜ輸入量が多いにも関わらず、
検査率が低いのか。同様の例に、命令検査以外での検査率が高いものとして、アメリカ産小
麦は、その輸入量の15％の検査率となっている。一方、大豆では、アメリカから310万トンと
輸入量は多いが、検査率は。．7％である。これらの検査率の低さには、「品目登録制度jと
「計画輸入制度」が関連しているのではないかと考えられる。「品目登録制度」とは、日本貿
易振興機構（ジェトロ）（2008）によると次のように定義されている。継続して輸入する場合、輸
入登録時の記載事項に問題がないことが確認されると、その後一年間、輸入届出書の際に
登録した記載事項について登録番号により行うことができる制度のことである。この制度に該
当する品目については、同一国で生産された品目（大麦、小麦、米、大豆、こうりゃん）、同
一国で生産されたもの（小麦、大豆等で品種が異なるもの）加工所、原料、加工方法が同じ
もの（穀類・豆類・芋類の粉、冷凍果実・野菜）である。この品目については、食品衛生法施
行規則別表第12（第32条関係）中の2に掲げられている。
 また、「計画輸入制度」については、初回輸入時に、一年間または三年間の輸入計画を
食品等輸入届出書に添付して提出すれば、次回からの輸入の都度、輸入届出が省略でき
る制度のことである。これは、同じ食品等を継続して輸入することに問題がないことが審査で
認められた場合、当該期間内に限り、可能な措置である。また、輸出国の公的検査機関で
行われた試験成績書が添付されている場合は、当該貨物について検疫所での検査が省略
できる。
 つまり、輸入食品の扱いにより、輸入時の検査が免除されるのである。このような、輸入検
査や手続きの緩和措置により、輸入量が多いにも関わらず検査率が低いこともあある。つま
り、輸入量の少ない国の方が検査を多く行っているため、その分、違反件数も多くみられる
のではないかと考えられる。このように、輸入量と違反率は必ずしも同順位ではないことがわ
かった。リスクは、輸入量が多いから違反が多いなどのように輸入量で考えるのではなく、そ
の違反の内容や違反状況の実態を知る必要がある。
 では、実際に、食品衛生法違反状況の内容について、厚生労働省輸入監視業務ホ
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一ムページにて公開されている平成18年6月～平成20年6，月までの食品衛生法違
反データの集計にて調査を行った。この調査範囲については、農薬の規制であるポ
ジティブリスト制度施行後の2006年5月29日以降は農薬に関する違反内容の情報
も多く、詳細に公表されていることから調査範囲を設定している。本研究では、水
産物・畜肉類を除く食品品目を調査の対象とした。
 まず、全体の違反状況を国別でみると、図1にあるように、中国25％、アメリカ22％、エク
アドル10％の順であった。我が国における輸入量は、アメリカが最多であるが、違反率につ
いては、中国がアメリカを上回っている。アメリカについては、とうもろこしのアフラトキシン、
10％のエクアドルについては、カカオ豆の残留農薬違反、8％のエチオピアについては、コー
ヒー豆の残留農薬違反によるものである。これらは、1品目での頻繁な食品衛生法違反であ
る。一方、違反件数の最も多い中国については、生鮮野菜、穀類、落花生など広範囲わた
る複数の品目についての違反である。原産国に対し1品目の違反による違反率の高さであ
るならば、その国の特定の品目を重点的にリスク低減の対策を行えばよい。しかし、広範囲
にわたる複数の品目についてリスク低減対策を講じる必要のある中国については、そのそれ
ぞれの品目についてリスク低減を考えていかなければならないことになる。
  韓国つ隷下暗
影
      ’＋夕：9伽
馬生顧難
図1違反事例（水産物・畜肉類を除く）
   範囲：平成18年6月～平成20年6月まで
  厚生労働省 輸入監視業務ホームページ調べ
http：／／www．mhlw．go．jp／topics／yunyu／tpO130’1．htm1
1－1－3輸入食品の食品衛生法違反事例原因整理
 過去の食品衛生法違反事例を整理してみる。違反原因については、調査データ上
9
に公開されている情報でリスクの実態を把握する。
 実際に違反内容を具体的にみていくと、最も違反の多かった品目は、カカオ豆（生
鮮・加工）で、その違反件数は178件であった。うち104件がガーナ産である。ガ
ーナ産は農薬：クロルピリホス残留によるものが多く38窄みられた。中国産生姜（生
鮮・加工）については、野菜の中では最も多く、違反件数33件であった。この中国
産生姜に関する違反の詳細は、農薬：BHCを定める量を超えてしまったことによる
ものがすべてであった（33件）。原因は、農薬管理不足によるものが最も多く、次い
で、収穫後の保管不備（保存時の土壌が原因とみられている）によるものなど流通・
生産管理の不適正によるものが多い。
 次に、違反内容を整理する。整理の方法は、公開されている違反原因を「A＝取扱
の不備」、 「B＝流通・生産管理の不徹底」、 「C＝農薬（薬剤）管理不足」に分類
し集計を行った。
 これらの区分のうち、「A＝取扱の不備」は、収穫後の乾燥不足のような取り扱い
に関するもの、 「B＝流通・生産管理の不適正」は、輸送時の水ぬれ事故や自国用と
輸出用を間違って輸出などの流通時に問題があったもの、「C＝農薬（薬剤）管理不
足」については、ドリフトも含めた栽培時の散布に問題があったもの、とした。原
因別で集計を行うことにより、違反のあった品目に関する問題の所在や原料の安全
性を確認する際の注目点を分かりやすくするためである。件数については、表1に
示す。詳細については、添付資料1－1～1－4に掲示する。
       表1原因分類別集計
A＝取扱の不備、B二流通・生産管理の不徹底、C＝農薬（薬剤）管理不足
    豆類・種実香辛料      類 芋・穀
ﾞ 野菜類 果物 合計
A 6      18 0 0 6 30
B 3      15 9 4 9 40
C 16     22 0 23 9 70
平成18年6月～平成20年6月まで違反事例（水産物・畜肉類を除く）
         厚生労働省輸入監視業務ホームページ調べ
      http：／／www．mhlw．go．jp／topics／yunyu／tpO130－1．htm1
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 違反原因を全体的にみると、表1示されるように、全体から「C＝農薬（薬剤）管
理不足」による違反が圧倒的に多いことがわかる。その詳細は、農薬確認不足、農
薬使用状況確認不足、ドリフトなどが原因である。
 品目でみると、「香辛料」と「野菜類」については、特に「C＝農薬（薬剤）管理
不足」が原因であるものが多い。
 「豆類・虚実類」については、A、 B、 Cの区分全てで件数が多い。これらについ
ては、収穫後に乾燥や選別などの工程段階が原因であることが多いようである。
 残留農薬違反のものは、 「B＝流通・生産管理の不徹底」のような、栽培時の散布
による農薬管理不足ではないことが原因の場合もある。たとえば、中国産生姜に関
する残留農薬違反内容、 「中国国内用の原料を誤って出荷」、 「収穫後の保管倉庫
において使用した農薬が残留」である。これらは、収穫後の保管方法に原因があっ
た。残留農薬問題は、散布時の使用した農薬さえ管理しておけば充分ではなく、収
穫後の輸送・保管にも目を向ける必要がある。
 また、同じような例に、台湾産マンゴーがあげられる。台湾産マンゴーでは、12
件の残留農薬違反のうち5件が、日本向け以外の商品の輸入による「B；流通・生産
管理の不徹底」が原因である違反であった。このような輸出時に原因のある違反に
ついては、現地農家への農薬指導を行うという対策では防ぐことができない。輸出
用と自国用の区分をどのように行っているのか、現地視察を行うこともリスク低減
のひとつの対策である。
臼一4各国の農薬使用状況／推移
 食品衛生法違反の中では、農薬に関する違反が多いことがわかった。では、各国の農薬
使用状況をみてみる。使用するデータは、OECD（経済協力開発機構）の調査結果を用い
る。
 図2の「社会実情データ図録」からのデータによると、6ECD国全体では農薬使用量は減
少傾向である。日本の耕地面積当たりの農薬使用量が最も多いのは、年間を通しての気候
の変化に対応した農薬散布を行うためその使用量が多くなってしまうと考えられる。耕地面
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積当たりの農薬の使用量も多い。また、季節毎に栽培する農産物を切り替えて生産を行っ
ている土壌については、切り替え前に使用した農薬の残存が懸念される。
 アメリカについては、国土のわりに農薬の使用が少ないのは、穀物の栽培が多く、農薬の
散布が必要ではない遺伝子組換え品の生産などにより農薬の使用は少ないものと推測され
る。それは、「遺伝子組換え食品一あなたはどう思いますか？一」（2001）に掲載されている遺
伝子組換え品のとうもろこしについて、害虫抵抗性を目的としているものが多く、農薬の使用
で害虫駆除をしない品種を遺伝子組換えという技術で開発していることからもいえる。遺伝
子組換えのリスクと農薬のリスクとの安全性の比較になる。どちらが安全かというと、意図的混
入ではない残留農薬による健康被害が発生していないこと、遺伝子組換え品の安全性が解
明されていないことなどから、現在では、どちらが安全とは明確にはいえないのではないだろ
うか。
 図2のオランダについては、農薬使用量は増加傾向ではあるが、1990年から比べると半
減している。オランダの農薬が激減した理由を、社会実情データ図録上からの解説によると、
「オランダは輸出向けを含めた野菜や花など集約園芸に面積当たりの化学肥料や農薬の使
用量が多く、農薬大国として知られていたという。ところが輸出国であるドイツの環境意識が
高まり、国内でも反対運動も起こって天敵（生物農薬）の活用など環境保全型農業への積
極的な転換を図ったとされる」とある。1990年時は、使用量の多かった農薬も、1991年から
1992年にかけ、急激に減少している。オランダのように、国をあげて農薬の使用を意識的に
減らす対策は効果があるといえる。農薬の使用については、農家単位ではなく、国で徹底し
て行うことが必要であろう。
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             図2主要国の農薬推移
      社会実情データ図録より抜粋（http：〃www2．ttcn．ne．jp／honkawa／0540．html）
農薬について、「各国の農薬の使用状況に関する調査」（2007）で、その使用状況をみてみ
る。これによると、違反事例の多い中国については、「野菜」全体で使用量が多かった農薬
はマンコゼブ（中国での野菜への農薬使用量の25％）であり、続いて、ジクロルボス9％、クロ
ロタロニル6％、グリホサート6％、カルベンダジム5％であることがわかる。
 韓国のトウガラシ、台湾の豆類及びバナナ、ベトナムの野菜、ドイツのジャガイモでは使用
量の一位はジチオカルバメート系農薬（マンコゼブ、ジネブ、マンネブなど）であった。
 トウモロコシ、大豆、小麦については、我が国では輸入量が多く、中でもアメリカについて
は3品目に対し輸入量1位である。この3品目について、アメリカでの農薬使用状況を探る
と、トウモロコシでは、アトラジン36％、アセトクロール20％であった。トウモロコシの輸入量2
位の中国と共通しているのは、アセトクロールについての使用頻度が高いことであった。
 大豆については、アメリカでは、グリホサート類85％、ペンディメタリン4％であった。大豆輸
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入量2位のブラジルとの共通点は、どちらもグリホサート類の使用量が最も高いということであ
った。
 小麦では、春小麦、冬小麦とも、2，4－D類、グルポサート類、2MCPA（4一クロロー2一メチル
フェノキシ酢酸）類が使用量の順位が前後するものの、農薬使用量上位3位であった。小麦
の輸入量2位めカナダにおいても、アメリカ農薬使用量上位3位の農薬と同様であった。
 このグリホサート類であるが、一般的に遺伝子組換え農産物に良く使われる除草剤として
知られている。
 以上のことから、使用する農薬については、東南アジアでは、マンコゼブのようなチオカル
バメート系農薬が多く、アメリカ、ブラジルでは、グリホサート類が多く使用されていることがわ
かった。これらについては、次章で作成するリスク管理手法にて検討する必要がある。
 また、果実では、使用される農薬については、殺虫剤ではマシン油、硫黄など、殺菌剤で
は水産化銅、硫酸銅、硫黄など、我が国では人の健康を損なうおそれがないとして一律基
準の規定から除外されているものが多いという同報告で述べられている。
 では、次に、違反率の高い中国について同様に農薬の使用状況をみてみる。当該国は、
図2には盛り込まれないため、「社会実情データ図録」から引用したものを図3に示す
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図 3中国の農薬生産且推移里
社会実情データ図録より抜粋 （http：〃www2，ttcn．ne．jplhonkawa／0540．html）
中国では、農薬の生産量が年々増加している。化学農薬生産量は、1990年と2008年で
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は、約6倍の増加である。「中国野菜企業の輸出戦略」（2006）によると、1991年頃は冷凍野
菜について、台湾などからの中国への工場の移転により台湾と中国の輸入シェアが逆転し
たという。それ以降は、冷凍野菜について中国からの輸入量は急増したとある。農薬の使用
量の増加の背景には、中国からの冷凍野菜の輸出が増えたことに伴い農産物の生産量が
上がったことも要因のひとつではないかと推測される。2004年以降は、急激に農薬の生産量
は伸びている。生産量の増加とともに農薬の使用が増えているということである。
 これまで、我が国に関する農薬違反状況と各国の農薬使用状況の調査を行ってきた。そ
こで、規制の異なる海外での農薬検出についてはどのような状況であるのかを調査した。
 海外の農薬違反あるいは検出状況については、国立医薬品食品衛生研究所安全情報
部からの「輸出国における農薬等の使用状況等に関する調査」（平成17年度及び18年度）
を参考にする。この報告について以下に示す。
 海外での残留農薬検査で違反件数あるいは検出頻度が比較的高かったものは、「ぶどう、
いちご、黄桃、パプリカ、とうがらし」である。中でもいちごのキャブタン、イプロジオン、エンド
ルスルファン、ぶどうのキャブタン、イプロジオン、ミクロブタニル、黄桃のキャブタン、イプロジ
オン、カルバリル、ミクロブタニル、パプリカのエンドスルファン、クロルピリホスは、該当する件
数が高いとある。このうち、「クロルピリホス」については、「1－1－2輸入食品の食品衛生法違
反状況」で行った調査結果より、我が国で最も違反率高かった「ガーナ産カカオ豆（生鮮・
加工）」から検出された農薬成分である。
 欧州の検査結果では、検出頻度が特に高いものとして、穀物でのクロルメコート及びピリミ
ホスメチルがあがっている。
 以上のように、海外の農薬検査で比較的高い頻度で検出された農薬は、キャブタン、イプ
ロジオン、カルバリル、カルベンダジム、ジチオカ・一一・Lバメート類、ベノミル、クロUタロニル、クロ
ルメコート等である。
 ク引舟タ夏日ルについては、「各国の農薬の使用状況に関する調査」（2007）によれば、
韓国のトウガラシ、中国の野菜について使用量が多いとされている農薬成分であるとされ
る。
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1－1－5各国の農薬規制状況
  輸入食品については、これまでの違反状況の整理などから農薬のリスクが高いことがわ
かった。では、国内産農産物における農薬違反はどのような状況にあるのだろうか。
 国内産の農薬違反については、（財）食品分析開発センター（SUNATEC）ホームページか
らの引用を表2に示す。これによると、輸入食品に比べ、違反件数ははるかに少ない。その
内容は、農産物ではない「シジミ」からの農薬の検出、「かぼちゃ」については土壌からの移
行による農薬が検出されている。その食品自体に使用していない農薬の検出が頻発してい
る。ポジティブリスト制度で一律基準：0．01ppと厳しい設定を実施したことにより、意図して使
用していない農薬までも検出することになったのではないだろうか。
国内産農産物については、各国に比べ農薬の使用が多いわりに農薬違反が少ないことが
わかる。前節では、農薬使用量は我が国が最も多い結果であったにもかかわらず、農薬違
反が少ない理由には、我が国における農薬取締法や各農家の農薬管理が行き届いている
ものだと推測される。
表 2国内産農薬違反状況2006年～2007年まで
口 目 穴 輿 兼
2006／7／17 丘 ン 直   一て 励 レベン“朝ム
2006／7／5 ピーマン 古 曹烈の ピ1“フエ  ン
2006／9／7 ボ ξ道 土一一’・が ヘプ  ロレ
2006／911 バ 高 曹泓  ≡口 ’“@ごスロビン
2006／10／271、 、咽b 高 し    曹・ζ エフェンプロい
2006／11／9ξ ご“ミ 由’?Eのぐ““ミか’腔芯 ベン レブ
2006／11／15 多 ラ 直   一て フェンバレー
2006／1125覧 ’    」 1 ラ 直  。一て 吻 ぐ ノ，、ス
2006／望2／5 ぐ ぐ“ミ 3ら  口 ぐご“ミ 、、藤・亀 ベン レブ
200612／26ご ぐ“ミ ぐご“ミか’曹辱・ ミレロン
200フ 110 菰 匡聖燕 フエニトロ  ン
2007／2／1 ゴ 5      一     “C、ス   一
2007／2／9 口 ン 直  。一て 匡 フェンプロパ1ン
20072 16 口 睦・ζ エフェンプロ・ ス
2007／223ミズ 鈷 ラ 直   一て 瑚     “C、ス   一
2007／3／8 ξ ご“ミ ぐ朝ミか灘堅・ ぐ フレ フェン ペンー メ 1ン
2007／3／27 曹・ミ ，、ス  ゼー エンピロ ぐメー
2007／3／31ピーマン 駄 哩燕 ，、ス  ゼー
2007／4／8 パ 1 室 多 r自  噛 ’  ご“ノン
2007／419 バ 吉 曹・ξ ロレベン菖レー ピ1“フェン
財団法人食品分析開発センターSUNATECホームへ’一ジ（http：〃www．mac．or．jp／mail／070601／04＿list8．shtml）
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 では、海外では、農薬の規制はどのように行われているのだろうか。「1－1－3輸入食品の食
品衛生法違反事例原因整理」の結果より、輸入食品違反事例の中には、自国用と輸出国
用を誤って輸出したことが原因である違反も起こっている。これは、輸出国側の農薬規制が
我が国よりも厳しい、あるいは同等レベルであれば当然違反となる確率が低くなるのだが、輸
出国の規制が我が国の規制より緩いと自国用と誤って出荷した場合などは我が国の基準値
を超えてしまう旬能性はある。そのため、輸入食品を安心して使うには、その国の農薬の規
制状況を知ることもリスク低減のひとつであると考えられる。
 「輸出国における農薬等の使用状況等に関する調査」（平成17年度及び18年度）による
と、農薬及び動物用医薬品の残留基準に関しては、Codex基準を適用している国が多いと
報告されている。
 我が国で輸入量の多い国については、以下のような規制であるという。
 アメリカについては、食品中の残留農薬については、連邦食晶医薬晶化粧品法（Federal
Food， Drug and Cosmetic Act）に基づき環境保護庁（EPA）が許容量（Tolerance）を設定し
ている。
 カナダについては、カナダ保健省（ヘルスカナダ）のPest Management Regulatory
Agency（PMRA）が食品医薬品法（Food and Drugs Actに基づいた基準値の設定を行って
いる。その他、生産国自身で基準を設定し規制を行っている国は、中国、韓国、台湾、イン
ドネシア、オーストラリア、ニュージーランドなどであるという。我が国において、輸入量の多い
国はそれぞれ自国の基準を設定し、規制していることがわかった。
 また、Codex基準を採用している国については、メキシコ、エクアドル、コmンビアなどであ
る。ブラジルについては、ブラジル国内の基準とEU、 FDA、 Codex基準を組み合わせて運用
しているとのことである。ブラジルの例は、農薬について規制のある国の中では特殊な例であ
る。我が国においても、「ポジティブリスト制度Q＆A」（2006）より、ポジティブリスト制度導入時
にCodex基準基準を参考している。また、同制度導入時には、アメリカ、カナダ、 EU、オース
トラリア、ニュージーランドについて農薬基準データの提供が可能であったことから、これらの
国における基準もポジティブリスト制度の参考としているという。
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 我が国では、一律基準2を0．01ppmを採用している。我が国と同様に一律基準を採用し
ている国は、「ポジティブリスト制度Q＆A」（2006）によればEUである。カナダ、ニュージーラ
ンドでは、これよりも緩い0．1ppmが設定されている。アメリカでは、一律基準の設定はないが、
運用上、0．01～0．1ppmで判断するとされている。
 この他、農薬規制が不明な国も存在しているという。我が国では「かぼちゃ」などのウリ科
の野菜の輸入量三位のトンガでは、使用が認められている農薬リストは存在するようだが、作
物名はなく、食品中の残留農薬についての基準は設定されていない。自国内で農薬の基
準が設定されていない国では、農家の農薬に対する認識は特に低いと考えられる。特に、ト
ンガからの輸入については農薬指導状況の確認が必要である。
 以上のことから、我が国において、輸入量の多いアメリカなどの国では、農薬について自
国で規制が行われていることがわかった。EUでは我が国同様に一律基準の設定値も厳しい
値にて導入している。カナダについては、我が国では輸入も多いため、同国からの輸入につ
いては、同国が我が国よりも緩い一律基準0．1ppmを設定していることなども含め考慮し、農
薬使用状況の確認を行う必要がある。
 次に農薬規制状況を実際の設定値をもとにみてみる。基準値データについては、「食品
の残留農薬基準」（財団法人日本食品衛生協会）（2006）より抜粋した。比較対象基準
は、各国で採用が多いCodex基準値と我が国で輸入の多いアメリカ、カナダ、オー
ストラリア、EUとする。
 比較する対象品目は、輸入の多い「とうもろこし」、「小麦」、r大豆」と野菜の参考として「か
ぼちゃ」、果物では「1－1－3各国の農薬使用状況／推移」より、海外の農薬違反件数の多
い「黄桃」について、各国の農薬基準値の比較を行った。
 基準値の比較を行うデータについては、基準値の比較が目的であるため、抜粋する農
薬成分項目は、複数国で基準が設定されているものである。抜粋した農薬成分項目
の基準値比較を行い、その国における農薬に対する規制の程度をみる。例えば、抜粋
2農薬の一律基準とは、国内に登録が無かったり、国際的な基準や主要国において基準値が設
定されていない場合に適用される。本来、残留しないはずの農薬等が残留していることを意味
するものである。一律基準を超えた場合、原因究明や適切な管理を行うことが重要とされてい
る。（ポジティブリスト制度Q＆A2006）
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した項目数は、「とうもろこし」では、農薬成分799項目から179項目の抜粋である。農…薬成
分項目を抜粋したオリジナル資料は、添付資料！－5～1－9に提示する。その一部を表3に
示す。
 比較した農薬成分項目の全体としては、我が国の基準値の設定は圧倒的に多いことが
わかる。EUついては、我が国ほどではないが、いずれの品目においても基準値の記載は多
い。その値は、表3の太文字で示したように、他国に比べ特に厳しい傾向であった。また、
EUでは、前節より、我が国と同様の一律基準0．01ppmの採用も行っている。農薬に対する
規制の厳しさは、我が国以上であることがわかった。
 「とうもろこし」については、アメリカについて基準値は少し緩い傾向である。値が厳しいの
は、オーストラリアとEUであった。表3からもわかるように、「小麦」についても同様に、 EUと
オーストラリアでの基準値が厳しいようである。オーストラリアについては、他の品目と比べ、
「小麦」の設定値の項目が多いことがわかった。
 一律基準を別として考えた場合、我が国における基準値は、その設定項目数は多いが、
値は特に厳しいというものではなかった。また、「とうもろこし」、「小麦j、「大豆」では、Codex
基準は、EUやオーストラリアの設定値に比べ、緩い傾向にあることもわかった。
 このように、基準値の比較から、特にEUについては、農薬の規制は我が国以上に厳しい
ことがわかる。
 カナダについては、いずれの品目も基準を設定している項目は僅かであり、その値は特に
厳しいという傾向もない。どちらかというと緩い傾向である。同国では、一律基準を0．1ppmと
設定しているが、我が国を含め各国では農薬項目に対しその基準値を0．1ppm以下と設定
している国も少なくない。このことから、カナダについては、農薬の規制は緩い傾向が窺え、
我が国では同国からの輸入も多いことから農薬面では注意が必要である。
19
表3農薬基準値の比較（目高1海外）
        （とうもろこし）
農薬成分名         賃本 Codexアメリカ オーストラリア カナダ EU
エテホン 0．5 0．05
エトリジアゾール 0．1 0．05 0．2
エンドスルファン 0．1 0．1 0．2 2 0．05
オキサジキシル 0．1 0．1
オキシデメトンメチル 0．3 0．5 0．02
（小麦）
農薬成分名 日本 Codex  アメリカオーストラリ カナダ EU
オリザリン 0．01 0．01
カルバリル 2 2 3 5 2 0．5
カルフェントラゾンエチル 0．1 0．1 0．05
カルベンダジム、チオファネート、チオファネート
＜`ル及びベノミル（総和として。）
0．6 0．1 0．05 0．1
カルボキシン 0．2 0．2 0．1
（大豆）
農薬成分名         日本 Codexアメリカ  オーストラリ カナダ EU
γ一BHC（リンデジをいう。） 1 2 0．01
ジコホール 0．1 0．1 5 3 0．05
ジスルポトン 0．2 0．2 0．1 0．5 0．02
ジチオカルバメート 3 0．5 0．06
（かぼちゃ）
農薬成分名         日本 Codex  アメリカオーストラリア カナダ EU
メタラキシル及びメフェノキサム（総和として。） 2 0．2 1 0．2 1 0．05
メチダチオン 0．1 0．1 0．02
メトキシクロール 7 14 0．01
メトキシフェノジド 2 0．3
（黄桃）
農薬成分名 日本 Codex  アメリカオーストラリ カナダ EU
γ一BHC（リンデンをいう。） 1 1 0．5 3 0．01
22－DPA 1 1
アジムスルフロン 0．02 0．02
アジンホスメチル 2 2 2 2 1 0．5
アトラジン 0．02 0．1
アバメクチン 0．02 0．02 0．01
「食品の残留農薬基準」ホ．ジティブリスト制度対応（財団法人日本食品衛生協会）より抜粋した一部
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1－1 一一6中国における農薬規制状況
 前節では、各国の農薬規制状況を調べた。違反の多い中国については、前節での農薬
基準値の比較など、農薬に関する基準値のデータの掲載がなく農薬に関する傾向をみるこ
とが難しい。また、中国については、違反率が高いからといって、中国からの輸入をどこかの
国と変更することは困難である。それは、中国が、安定供給、多品目生産（周年）、輸送距
離の短さ等からみても今後も扱わざる得ない輸入国であるからである。そのため、中国につ
いては、農薬の規制とは別の視点である安全確保の面からの調査を行い、重点的に調査を
行うこととする。
 このような背景において、本節では、中国における食の安全性の取り組みを把握すること
にする。
 食品安全委員会が行っている「食品安全総合情報システム」を利用し、「中国」、「食品」、
「制度」をキーワードに検索を行った。結果、「食品の安全に係る緊急事態に備えた中国の
食品の制度に関する調査」（平成15年度調査平成16年3，月社団法人食品流通システム
協会）から、以下のような情報が得られた。
 中国では、食品の安全性については中国国家質量監督検験検疫局（CIQ）が担当してい
る。農産物250品目を含む450品目の地方基準を定めているとのことである。中国の中でも
特に、山東省は、中国31省市中、面積、生産量ともに第1位であり、中国全生産量の16％
を占める農産地帯である。同省では、中国輸出金額のランキングでも輸出量の32％を占め
第1位となっている。同省の輸出拠点は青島であり、中国では青島での食品検査体制の整
備と検査レベルの向上をはかっている。
 このことから、中国では自国内で各地方ごとに規制を行っていることがわかる。いわば、管
理の細分化体制である。しかし、各地方ごとに規制を行うことは、同じ中国国内であっても生
産した地方により管理レベルに差が生じてしまう可能性がある。同じ国で管理に差がある場
合、我が国のような輸入国側では、その輸出国内にレベルの低い管理が存在していることを
知っておかなければならない。
 中国国内でみた場合、管理に差があることが推測された。では、省でみてみると、山東省
などは、省内で適用している管理方法がある。「中国野菜企業の輸出戦略」によると、加工
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原料野菜を生産管理レベルに応じて高度管理野菜、中度管理や野菜ならびに程度管理野
菜に分類を行っているとある。
 同省でいう「高度管理野菜」とは、ホウレンソウ、ニラ、青ネギなどのような農薬に対しては
高い管理レベルが必要とされる野菜である。「中東管理野菜」とは、ピーマン、ナスなどのよう
な農薬の残留が比較的低い野菜。「低度管理野菜」は根菜類であり、農薬の残留が極めて
低いものと考えられている野菜である。これらの分類基準は、山東省全域で適用されている
という。
 このような管理レベルに応じて食の安全を確保する方法は、本研究のリスク管理手法と重
なる考え方である。食品のリスクを浮き彫りにし、その品目のリスクに応じて管理の優先順位
を決めることが、本研究の考え方である。
 また、「食品の安全に係る緊急事態に備えた中国の食品の制度に関する調査」（平成15
年度調査平成16年3．月社団法人食品流通システム協会）では、山東省では、17の市と
139の県それぞれに、衛生監督所及び衛生防疫所を設置する予定であることが記されてい
る。しかし、平成16年3，月時点では、衛生監督所及び衛生防疫所が整備されているのはそ
の半分にも満たない5市15県程度であるという。つまり、同省内で、衛生監督所及び衛生防
疫所、両者設置されている地方と、いずれも設置の無い地方が存在しているのである。山東
省は、中国国内でも輸出用農産物が多く生産されているため、中国国内でも管理体制の充
実をはかっている地域である。中国全体でみたとき、管理のばらつきは山東省以上であると
推測される。そうなると、輸入国側は自国の安全確保のために輸出国任せにすることなく、
企業自らが農薬等の管理指導を行う必要がある。
 さらに、「海外における食品の安全、安心の取組み 中国食品安全事情」（（財）食品
分析開発センターSUNATEC）より、中国では2002年よりHACCPシステム認定を始め
たという。中国国家質量監督検験検疫局（CIQ）により既に2287社が認定されているとのこと
である。2002年といえば、日経産業新聞（2002年9．月23日）より、中国産ホウレンソウで起
こった残留農薬をきっかけに輸入自粛措置が行われた年である。HACCP認証の開始は、
頻発する残留農薬違反が影響しているものと考えられる。
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 また、同報告では、昨今の中国製品に対する国際的な非難を受け、中国国家質量監督
検験検疫局（CIQ）が急遽新しい制度「CIQマーク」を導入しているとある。米、野菜、調味料
等34種類の食品について、このシールが無いと主要輸出港から輸出することが出来ない。
このシールの配布を受けるためには、CIQによる厳格な工場査察検査に合格しなくてはなら
ない。手間のかかる対応を行っている中国側の安全性確保への取り組みが、今後の違反率
にどう反映してくるのかを注目したい。
 その他、中国からの輸入が多い冷凍野菜について、「中国野菜企業の輸出戦略」による
と、我が国で輸入冷凍野菜の取り扱い実績が20位以内に位置する食品企業、6社に関す
る調査を行った結果をみてみる。
 中国産ホウレンソウ、エダマメが残留農薬問題で輸入できなかった際、この6社では、合計
39％もの中国産取扱量が減少したという。その減少した農産物を代替することは容易ではな
い。中小企業ともなれば、不足分を補う手配はさらに厳しいものとなる。明らかに企業にとっ
ては大打撃である。そして、残留農薬が検出される度に農産物の農薬検査は強化されること
になるであろう。モニタリング検査は国が負担しているが、命令検査の場合は検査費用のす
べては輸出業者の負担である。調査が行われた6社においても、検査費用の負担は問題と
なっている。具体的にあげると、中国産ホウレンソウに対して命令検査は3項目、16検体で
行っている。この6社のうちのA社では、検査費用が事件以前の！0倍以上、B社も3．5倍に
増加し、C社においては、年間の検査費用が1．5～2億円ほど増加したという。
このように、検査コストは増す一方である。行政は、消費者の健康保護の観点から規制を
強化することはあっても緩めることは、今後の可能性としては低い。だからといって、製品価
格に反映させ検査費用を上乗せすることは顧客との力関係においても困難なことである。
1－1－7ポスト・ハーベスト問題
 ここまでは、栽培時に使用される農薬について述べてきた。次に、収穫後に使用される
「ポスト・ハーベスト」農薬について取り上げる。これは、農薬工業会のホームページ（2007）に
よると、我が国において認められているのは「くん蒸剤」のみであるという。現在、国内産農産
物にくん蒸剤を使用している例はほとんどない。一方で、果物などに腐敗防止（保存）のため
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に農薬として薬剤処理が行われ場合がある。このような農産物の扱いは我が国では以下の
ようになる。同情報によると、「収穫後の農産物は食品となり、農産物に使用する農薬ではな
く、食品衛生法第4条により、腐敗を防止して保存性を高める目的で収穫後に薬剤を使用
する場合の食品添加物として防かび剤に区分されているという。
 同情報により、ヨーロッパにおいて、オルトフェニルフェノール（OPP）やチアベンダゾール
（TBZ）などは保存料として食品添加物の扱いである。アメリカなどではこれらの殺菌剤は収穫
後（ポスト錦上ベスト）使用する「農薬」とみなされているのが現状である。この「オルトフェニル
フェノール」については、アメリカ産レモンにおいて、違反事例も多い。また、平成20年度の
農薬の検査命令に、ブランド名：アメリカンゴールドに限り「オルトフェニルフェノール」は、検
査対象成分とされている。
 我が国ではそれらのポスト・ハーベストに関する規制は複雑である。我が国で使用する場
合、農薬として登録されていれば、農薬取締法のもとで規制されることになる。しかし、現在
のところ、農薬としては登録されておらず、食品添加物として認められている成分である。「ポ
ジティブリスト制度Q＆A」（2006）に、ポジティブリスト制度施行後も、収穫後に使用される防
かび剤については、従来同様に食品添加物としての規制である旨の記載がある。規制が複
雑であることは、輸入品を取り扱う輸入業者や輸入食品を扱う企業はそれらの規制の認識を
知っておく必要がある。
 以下に「農薬工業会」ホームページより、各国のポスト・ハーベスト農薬基準値についての
情報を表4にまとめた。
 Codex基準では、マラソン8ppm、臭化メチル50ppm、ピレスリン3ppm、フェニトロチオン
10ppmと設定している。我が国で輸入量の多いアメリカでの規制状況は、マラソン、臭化メチ
ルはCodex基準値と同様であり、ピペロニルブキシド20ppm、リン化アンモニウム・リン化マグ
ネシウム0．lppmである。同様に輸入量の多いカナダでは、マラソン、ピレスリンがCodex・基
準値と同様であり、ピペロニルブキシド20PPIn、臭化メチル、リン化アンモニウムについては
ポスト・ハーベストとしての使用は許可されているが残留基準値はない。このうち、ピペロニル
ブキシドについては、「食品の残留農薬基準」（財団法人日本食品衛生協会）（2006）によ
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れば、我が国では小麦と米について添加物として基準値が設定されている。リン化マグネシ
ウムについては、我が国では食品添加物としても農薬としても登録されていないものである。
 表からわかるように、「メタクリホス」のような我が国では規制はあるが、Codex基準やアメリ
カ等で規制がされていない農薬もある。我が国のこういつた規制を知らなければ、輸出国で
は問題がなく輸出されても、検疫で違反となることもあり得るのである。
表4ポスト・ハーベストの使用が認められている農薬の残留基準（単位：ppm）
農薬名 日本 C。dex基準 アメリカ カナ オーストラリア
マラソン
米0．1
ｬ麦8
蜚桙Q
8 8 8
アレスリン
臭化メチル
i臭素として）
小麦50
ﾄ50 50 50 ＊ ＊
ピペロニルブトキシド
米24
ｬ麦24
  20
W（オート麦）
20
ピレスリン
米3
ｬ麦3
3 3 3
リン化アルミニウム 0．1 ＊ ＊
リン化マグネシウム 0．1
クロルピリホスメチル
米0．1
ｬ麦10
＊ 10（米を除く）
エトリムホス
フェニトロチオン
米α2
ｬ麦10
10 10
メタクリボス
米0．05
ｬ麦0．05
ピリミホスメチル 米α2 ＊
大麦7
ｬ麦m
ジクロルボス 米0．1 ＊
      ＊穀物類へのポスト・ハーベスト使用としての農薬基準値未確認
＊＊ポスト・ハーベスト農薬として認可されていると思われるが残留基準値は無し
   農薬工業会ホームページ（http：／／wwwjcpa．orJp／qa／safety／q28d．html）
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 最近では、この複雑な規制を改正しようという行政の動きがある。
 例えば、平成20年に農産食品等に係る残留基準値：一律（0．01ppm）を設定することなっ
た西洋なしの「フェンヘキサミド」に関わる審議会にて以下のように報告がなされている。
 「薬事・食品衛生審議会食品衛生分科会農薬・動物用医薬品部会議事録」（平成19年
8月29日）によると、
 「フェンヘキサミドについては、アメリカではポスト・ハーベストで使われ、同国では、ポスト・ハーベス
トで使った場合10ppmという基準値を設定している。我が国ではこういった殺菌剤をポスト・ハーベ
ストで使うと、その果実なり野菜の品質を保持するという観点になるため、名前が防徽剤という形とな
り、食品添加物の規制を受けるという扱いである。「フェンヘキサミド」については、食品添加物として
指定を受けていない剤であったため、ポスト・ハーベストを見込んだ基準設定をすると、未指定の添
加物の使用を認めることとなるため、この成分については、新たに基準値を設けることとなった。この
ように、海外では使用が許されているが、我が国では食品添加物や農薬としても、使用が認められて
いないものも存在する」
このように、今後も法の改正が行われる可能性はある。改正された規制を見逃してしまうこ
とによる違反を回避するためにも、行政の動向を常に確認しておくことが必要である。
 次に、ポスト・ハーベストと通常使用する農薬とでは、食の安全性面ではどのように異なる
のかについて述べる。ポスト・ハーベストは、栽培時に散布する農薬とは違い、収穫後に使
用される農薬であるという点が大きく異なる。収穫前に散布された農薬であれば、雨や大気
中への蒸発、農産物によっては洗浄工程があるため農薬は多少なりとも減少する。一方、ポ
スト・ハーベスト農薬の場合は流通時あるいは保管倉庫や船で運ばれる際に使用される。農
薬が減少する機会や要素は殆どない。そのため、農薬が残留するリスクは通常の農薬散布
で使用する農薬よりも高いといえるのである。
 「食品の安全性と品質表示」（日本農業市場学会編集）によると、「東南アジアの熱帯地
域の発展途上国からの輸入については、貯蔵や輸送技術の問題や気候、農薬使用状況な
どからポスト・ハーベスト農薬処理の必然性や不適正な扱いを受ける可能性が高い」という。
東南アジアからの輸入食品については、通常の散布農薬以外に輸送時のポスト・ハーベスト
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農薬についても注意を払わなければならない。
1－2 企業間の安全性確保のための情報収集の傾向（ポジティブリスト制度の事例）
 ここまでの節では、輸入食品の違反事例から農薬のリスクについて各国の農薬規制など
多方面からの調査を行った。原料を管理する上で、現状を把握するためにリスク情報を収集
することが重要であると考えている。
 では、食品企業間では、食のリスクに対し、どのように情報を収集しているのか。食品事件
を例としてあげる。
 食品事件は、一旦起きるとその影響は食品企業全体に及ぶことになる。事前に情報が手
に入っていれば問題はない。しかし、取引業者による未認可添加物の使用のような違法事
件など、思いがけない食のリスクが浮上することが起こったりもする。その度に、各社、自らを
守るために取り扱う製品の安全性に関する証明、安全性担保のために情報をかき集めるの
である。「日経ビジネス」（2002年6月17日号）では、次のように掲載されている。協和香料
事件を発端に、食品企業は原料や取引先に対して、食品衛生法には違反していない、違
反するような添加物は使用していない、との確約をさせる動きが広がるというのである。昨今
の食肉偽装事件等、違法行為を行う企業に、これまで信用していた取引先に対し疑心暗鬼
になっているのである。そのため、取引先に納入している製品は安全であると確約させ、それ
をもとに、顧客や消費者に対し、自社で製造販売する製品が安全であることを証明するので
ある。さらに、同記事では以下のようにもいわれている。
 「もし、万が一、違法添加物が使用されていた場合には商品回収にかかる莫大な費用を全面的
に請求する意思確認。顧客に対しては、自らに手落ちがなかったことを証明する免罪符ともなる。」
将来浮上するリスクを想定し、確約書を事前に入手しておくことができれば手落ちのなかっ
た免罪符を躍起になってかき集めることも無い。しかし、思いがけない事件ではそれは難しい。
そのため、ひとたび事件が起こると、緊急的に確約書を集めに奮闘するのである。同誌にも
あるように、「明日までに確約書に捺印せよ」という事態になるのである。
 また、同誌では以下のようにも述べられている。「100社近い食品メーカーから、何百という
製品の中の、それぞれの原材料の細かい履歴を要求され、調査に忙殺され、結局は、取引
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の力関係で弱い川上に確約書を書かせている」というのである。特に食品添加物について
は、輸入原料も多く、原材料メーカーは海外の一次メーカーに確認を取る暇もなく、見切り
発車的に確約書を書かざるをえない状況であるという。安全性担保として書かせている確約
書の実態は、充分な調査もなく、時間に迫られて企業の力関係で書かせていることもあるの
である。このような事態を防ぐため、各社は考えられるリスクについて、安全を証明できる書類
を集める傾向は日に日に強まっている。
 では、実際に食品企業では、原料の安全性確保に関連する情報収集の傾：向について、
農薬の規制であるポジティブリスト制度の施行後を事例に解析を行う。
 同法の施行2006年5．月29日直後である2006年6Al日～2008年6．月1日までを
調査範囲とし、取引先から同法律に関する問い合わせ及び仕様書書式内の同法律に関す
る項目について問い合わせの傾向をみる。調査データに偏りが生じないよう、ひとつの取引
先から多数の製品について一斉に問い合わせがあった場は1社1件としてカウントを行う。そ
の結果を図4に示す。この図に示すように、2006年6月1日～2007年6，月30日の施行後
1年間では、問い合わせ項目：287件であった。一方、翌年の2007年7月1日～2008年6
．月1日の1年間では、問い合わせ項目：148件と、前年と比べ半減している。同法律：が食品
業界内で、注目されていたことが窺える。
 問い合わせ内容：は、2006年6月1日～2007年6月30日では、「使用農…薬リスト、農薬
検査状況の確認」が多い。2007年7月1日～2008年6月1日では、「根拠のあるポジティ
ブリスト制適合の保証を約束させる内容」が最も多い。次いで、「農薬検査状況の確認」と
「使用農薬リストの確認」がほぼ同じ件数であった。
 特に、「根拠の有無にかかわらないポジティブリスト制度適合の保証」について施行直後と
翌年とでは差がみられた。同項目では、2006年6月1日～2007年6．月30目では問合せ
項目：44件に対し、2007年7月1日目2008年6月1日では問合せ項目：16件と半減して
いる。施行直後は、適合を保証する証明書さえ入手できれば、その根拠については特に問
われていない。取引先との信頼関係で行われる取り交わしのように思える。
 しかし、図4からもわかるように、翌年になると、根拠の明確な適合の保証を問う企業が増
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回している。仕入れる側の責任として、原料管理の重要性から、単なる保証から根拠のある
保証へと変化していることがわかる。
 その他、原料調達方法の確認も含めたトレース確認は、2006年6．月1日～2007年6月
30日では問合せ項目：37件に対し、2007年7．月1日～2008年6月1日では10件であっ
た。これは、トレース情報を収集する企業が減ったのではない。農薬情報欄から別の蘭また
は、トレース項目として独立した項目となったことによるものであった。
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某加工食品企業調べ（2006．6．ユ～2008．6。1まで）
1－3アフラトキシンのリスク
 「1－1－2輸入食品の食品衛生法違反状況の調査」によれば、アメリカ産「とうもろこ
し」によるアフラトキシン検出違反事例が最多であった。その件数は、154件中154
件である。
 アメリカ産とうもろこしを原料とする場合には、事前の確認として、生産国とア
フラトキシンの情報を入手することが必須である。落花生（加工含む）については、
違反件数55件であり、これもまた、アフラトキシンによるものである。その原因の
多くは、 「選別不十分」によるものであった。つまり、取扱の不備が原因である。
このように、輸入食品では、アフラトキシンは注意すべきリスクであるといえる。
 アフラトキシンとは、高温多湿の地域に生息しているカビが産生するカビ毒である。「食品
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の保全と微生物」（2001）によると、アフラトキシンとは穀類に含有されていることが多いという。
また天然物発がん物質では最強であるとも記されている。
 違反事例からは、穀類以外にも落花生や香辛料などから検出されている。アフラトキシン
には、B1、B2、 G1、G2、 M1、M2など10余種が知られているところである。動物に対する急
性毒性は、同文献によると、アフラトキシンB1が最も強く、次いで、G1、B2、G2となる。特に
アフラトキシンB1については、天然毒素の中で最も発がん性の強い物質である。そのため、
飼料についても、家畜に直接給与される配合飼料にアフラトキシンB1の指導基準値が定め
られている。
 よって、輸入食品違反事例で問題となるアフラトキシンは、そのものがもつリスクとしては高
いといえる。
1－3－1アフラトキシン規制の比較（日本／海外）
 現在、我が国では、食品衛生法第6条2項によってすべての食品に対し、アフラトキシンB
1：不検出という規制となっているが、基準値としては設定されていない。
  各国でのアフラトキシンに関する規制状況について、「最近のカビ毒をめぐるトピックス」
（2006）より次のような報告がある。トータルアフラトキシンで規制している国は、アメリカ、カナ
ダ、EUなど76ヵ国、うち、61力国はトータルアフラトキシンとアフラトキシンB1併用して規制を
行っているとのことである。一方、アフラトキシンB1のみを規制している国は、日本、中国、韓
国、ロシアなど十識力国である。そのうち、乳についてアフラトキシンMlを規制しているのは、
アメリカ、韓国、チリ、インドネシアである。
 また、FAOからの刊行物「FAO CORPORATE DOCUMENT REPOSITORY」より、各国の
詳細なアフラトキシンの規制状況を表5に示す。
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（一｛・，
’N．．
日本 Godex基準 アメリカ オーストラリア カナダi2003）＊
ブうジル
i2003）＊
 中国
i2003）＊
韓国
i2003）＊
 チリ
i2003）＊
インド
i2003）＊
インドネシア
i2003）＊
全ての食品 不検出
iB1）
20ppb（total）
30ppb
iB1、G1）
30ppb（B1、G1） 5ppb（t・tai）
 30ppb
itotal、 M1）
 30ppb
itptal、 M1）
      ．1脂ﾔ生（加工原料用）
 ～
P5ppb（totaD
落花生及び加工食品 20ppb（totaD
20ppb（B1）
i放射線照射落
@花生含む）
落花生 15ppb（total）15ppb（total） 10ppb（B1）10ppb（B1）10ppb（B1） 20ppb
itptal、 M 1）
ピスタチオ 20ppb（total）
直接消費用木の実（アーモン
h、ヘーサ施ナッツ、ピスタチオ） 10ppb（tptal）
加工用木の実（アーモンド、ヘー
[ルナッツ、ピスタチオ） 15ppb（total）
ツリーナッツ
15ppb
itotaD
乳 0．5ppb（M1）
牛乳 0．5ppb（MD 0．5（M1）（乳ｻ品含む） 0ρ5ppb（M1）
5ppb（M1）
iチーズ含む）
大豆などの豆類 10ppb（B1）
小麦 10ppb（B1）
とうもろこし及びその加工食
i、
20ppb（B1）
i放射線照射と
､もろこし含む）
スパイス  20コ口b
itotal、 MD
      「コーデックス委員会及び各国のアフラトキシン気性状況」（第34回コーデックス連絡協議会（平成20年6月20日開催）資料2・3より抜粋）
＊アフラトキシン基準「Worldwide regulations for mycotoxins in｛food and feed in 2003（PDF version）」（FAO CORPORATE DOCUMENT REPOSITORY
                                          http：／／www．fao．org／docrep／007／y5499e／y5499eOO．htm）
 その結果、EUの基準は、特に厳しいことがわかった。 EUでは、食品素材を直接消費用と
食品の原料用に分けそれぞれ基準を設定している。EUの基準値の厳しさを落花生で比較
するならば、Codex基準20ppb（tota1）、アメリカ20ppb（total）、オv一一・ストラリア15ppb（total）、
カナダ！5ppb（total）と設定しているのに対し、 EUでは、2ppb（B1）、3ppb（total）と、諸外国
の中では厳しい設定である。
 我が国では、アフラトキシンB1に関する食品衛生法違反が特に多い品目として、「とうもろ
こし」があげられる。「とうもろこし」の主要輸入国は、アメリカであり、アフラトキシンの基準値は
アメリカ20ppb（totaDとなっている。我が国のアフラトキシンB1「不検出」という基準値と比べ
ても食品衛生法違反が度々起こるのには、こういつた輸出国の基準値も関係しているのでは
ないだろうか。当該物質の基準値の厳しいEUについては、検出されやすいとうもろこしなど
の穀類や落花生などの品目での輸入は殆どない。
1－3－2各国のアフラトキシン汚染状況
 前節では、各国におけるアフラトキシンの規制状況を述べた。トータルアフラトキシンで規
制を行っている国が多いことがわかった。
 では、次に、各国での汚染実態の調査を行う。汚染実態調査については、「アフラトキシン
の毒性評価」（平成18年度食品の安全性高度化推進研究事業）を参考とする。同報告によ
ると、アフラトキシン産生菌には、B1、B2のみ産生するBグループとB1、B2、G1、G2の4種
類を産生するBGグループがあるという。
 これらのグループを基に調査を行った結果は以下のようなものであったという。「1972年か
ら1991年にかけて行われたピーナッツ汚染に関する研究では、アメリカ地域：Bグループ
82％、BGグループ18％、アフリカ地域：Bグループ97％BGグループ3％、アジア地域
Bグループ98％ BGグループ2％」とある。
 また、2000年のピーナッツ汚染事例では、「大粒種：Bグループ89％、BGグループ11％、
小粒種：Bグループは91％、BGグループ：9％、輸入ピスタチオでは、2000年から2003年ま
での結果では、検査で陽性になったすべてのピスタチオがBグループ」との結果である。表6
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からもわかるように、90％近くが発がん性最強であるBグループである。輸入食品からアフラト
キシンが検出されれば、Bグループである可能性は高いといえる。
表6輸入ピーナッツ、ピスタチオ、アーモンドについての汚染割合
                  （AFBI，B2，Gl，G2）
Bグループ
@（％）
BGグループ
@ （％）
大粒 85－97 3－15ピーナッツ
i1975－199D 小粒 91 9
大粒 89 11ピーナッツ
i2000） 小粒 91 9
ピスタチオ（2000－
Q003）
100 0
アーモンド（2000－
Q003）
85 15
厚生労働科学研究費補助金（食品の安全性高度化推進研究事業）
   分担研究報告書「アフラトキシンの毒性評価」より抜粋p19
 我が国では、アフラトキシンB1のみの規制である。B1に関する割合は、同研究報告では、
輸入ナッツ類においてのトータルアフラトキシンを例にあげ、約80％以上はB1であるとの報
告である。しかし、ナッツ類においてはデータがあるものの、我が国では、全食品でB1のみ
の規制のためB2などのB1以外に関するデータが少ないとの指摘もある。今後、B1以外の
規制のあるアメリカ、カナダなどの各国の検出状況をみていく必要がある。
 また、アフラトキシンのようなカビ毒については、運搬状況が食品の汚染に関わ
っているとの報告がある。 「輸入食品の運送状況実態調査」 （2008）より以下のよ
うな結果が得られている。
 輸入食品の輸送方法は、「ドライコンテナ（温度調整能力のない）」、「リーファー
コンテナ（空調機装備）」があり、コストの安さから前者を使用することが多いとい
う。ドライコンテナの事故例としては、 「水ぬれ」があげられる。このような「水
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ぬれ」事故は、 「1－1－2輸入食品の食品衛生法違反状況の調査」より、ボリヴィア産の
ゴマ、アメリカ産の大豆・小麦等で実際に起こっている。
 「水ぬれ」が起こる原因については、運送時のコンテナの破損等の原因では無い
場合もあるという。同調査報告によると、「激しい温湿度の較差による多量の結露」
も起こり得るとある。この「結露」の起る状況は、現地の工場から出港までの日数
が長いもの、あるいは、乗継等、陸揚げ時に日射の影響を受けてしまうというので
ある。そのような状況になり易い国とは、 「アメリカ東海岸からの輸入ルV・一一一トの品
目」と調査からは導き出されている。
 実際に、アメリカ産については「水ぬれ」が原因である違反は数件確認されてい
る。アメリカ産トウモロコシにアフラトキシンによる違反が多いのは、やはり、輸
送時に問題があると推測される。
 また、温度、湿度ともに最高値を記録したのはインドルートであると調査結果で
は報告されている。「1－1－2輸入食品の食品衛生法違反状況」の調査より、インド産輸入
食品違反は、アフラトキシン違反は3件発生している。
 対して、温湿度の較差が低いのは中国ルートであるとの報告である。調査時、中
国ルートは、現地工場出発から現地出港まで14日掛かり、出港から日本ま℃の航海
は3日要している。現地日数：が長い中国産については、出港後の輸送時よりも現地
工場からの輸送・保管時に水ぬれが起こらないように注意を払わなくてはならない。
1－4放射線照射のリスク
 放射線照射は、殺菌・殺虫・発芽抑制・熟成抑制などを行う技術である。微生物汚染の
低減化に有効とされている殺菌方法である。殺菌剤や防かび剤といった薬品の使用を抑え
ることができるとされ、各国で広く使用されている。香辛料などアフラトキシンが検出される食
品には、カビ毒の産生を未然に防ぐという目的で使用されている。
 平成19年7月6日付け「モニタリング検査の実施について」（医薬食品局食品安全部監
視安全課）により、「香辛料」に対し放射線照射食品に係る検査を実施するとなったところで
あり、今後の検査状況など動向が注目されている。
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 1一一4－1各国の放射線照射の使用状況
 我が国では現在、食品への放射線照射3が認められているのは、ジャガイモのみである。
「放射線利用の基礎知識」（2006）によると、「1972年に発芽を防ぐための放射線照射が許
可され、1974年に北海道・士幌町の士幌農協で実用化」とある。2006年時点では、年問約
8000トンのジャガイモに照射され、国内ジャガイモの出荷の端境期にあたる3，月下旬から4
．月に出荷されているという。
 また、各国での使用状況はというと、2006年時点で、食品照射は57力国で230品目もの
食品に使用が許可されているという。このうち実際に照射をしている国は、33力国で40品目
に上る。我が国では、一部分のわずか1品目のみ使用が許されている放射線照射は、世界
の到る所で使用されている。輸入に頼る我が国では、照射済みの食品が輸入されるリスクは
高いのである。
 また、中でも、許可及び実用化している食品の品目が多い国は中国である。それに対し、
放射食品量では、「食品への放射線照射の実態に関する調査」（㈱三菱総合研究所平成
16年3H）より．、アメリカが世界全体約半分を占めている。このことから、アメリカが放射線照
射を通常の処理方法として実用化していることが窺える。
 アジア各国では、同報告によると、食品照射が積極的に進められているようであり、過去
25万トンの照射が行われている。その内、7万トンが中国での処理量である。その他、ベトナ
ム、インドネシア、韓国、タイの処理量が多く、特に韓国、ベトナム、タイについては、近年、
処理量が急激に伸びているという。これらのアジア国々からは、様々な食品を輸入している。
放射線照射の利用が進むなかで、我が国への影響が迫っている状況である。
 次に、照射食品の品目についてみてみる。「放射線利用の基礎知識」（2006）より、照射
食品の許可及び実用化が多い中国については、ニンニク、タマネギ、ジャガイモ、米、スパイ
ス、キノコ等で実用化されているという。韓国についてはスパイス等、タイではタマネギ、スパ
3食品への放射線照射とは、放射線の作用によって殺菌・殺虫・熟成抑制などを行う技術のこ
と。（放射線利用の基礎知識2006）
                   35
イス等で実用化されている。スパイスについては、各国で実用化されている品目にほぼ含ま
れ、食品照射の全体量の3分の1がスパイスであるとも述べられている。
 以上のように、各国では、食品に広く使用されている放射線照射である。中でも、ニンニク、
タマネギなどの農産物については、中国からの輸入が多い品目である。輸入する全てのロッ
トに対し、照射済みを見分けるのは難しいのではないだろうか。
 アジア各国以外の国については、以下のような状況である。「食品への放射線照射の宰
態に関する調査」（㈱三菱総合研究所平成16年3月）から、アメリカでは、生鮮食品、スパイ
ス、鶏肉、七面鳥、冷蔵・冷凍肉（牛肉、羊肉、豚肉など）、鶏卵（殻付き）、種子（もやし用）
などで許可されているという。その内、実用化されているのは、タマネギ、スパイスである。照
射済スパイスの割合は、流通量の15％程度であり、すべて業務用であるという。欧州では、
オランダ、ベルギー、フランスについては、積極的に食品への照射を行っていたが、近年は、
食品の処理量が減少しているという。一方、もともと食品への照射について消極的であった
のは、ドイツ、スペイン、イタリア等の国である。欧州内部で考え方に違いがあるのには、1980
年代後半の旧ソ連でのチェルノブイリ原発事故が影響しているものと考えられる。放射能汚
染実態を確認するために、「日経テレコン21」を利用し、キーワードを「違反」、「輸入」、「食
品」で検索し、放射能汚染項目のみを抽出した。まとめたものを表7にあらわす。同項目抽
出前の全件数は、添付資料1－10に示す。
表7放射能汚染掲載記事
1987／01／10
掲載日    掲載新聞     詳  細
@    日本経済新聞     放射能汚染食品
彩％漁獺徽傍燃拷㎜伽勿筋琢観脚鍔％三脇・物撒微腸彊ノ撚聯〃勿勿笏％≡襯鱗多雁燃賜鰍拶z彫砺一牝％纏塀班彪〃灘〃擁労笏％二擁撒％；ツ
  品  目
wーゼルナッツ
   原産国
gルコ
1987／02／06日本経済新聞 放射能汚染食品
月桂樹の葉、
Zージ、牛の胃
トルコ産、フィンランド産
1987／02／13日本経済新聞 放射能汚染食品 トナカイの冷凍生肉 スウ：［一デン産
1987／09／12日本経済新聞 放射能汚染食品 月桂樹の葉 トルコ産
1988／04／28日本経済新聞 放射能汚染食品
ドライハープ、ハープ茶、
Lノコ（クロラッ’、．タケ）
ユーコ’ Xラピア産、ルーマニア
Y、フランス産
1988／12／29日本経済新聞 放射能汚染食品 香辛料、月桂樹の葉 スペイン
1989／10／24日本経済新聞 放射能汚染食品 キノコ フランス産
日経テレコン21調べ（検索範囲：検索可能全範囲）検索日：200810．21
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 このように、1980年代後半には、放射能汚染食品が頻繁に見つかっている。表7にある
原産国から、放射能汚染地域は欧州諸国であることがわかる。そのため、欧州では食品のリ
スクとして放射線は、自国だけではなく輸出にも影響する大きなリスクとしてとらえていること
が示唆される。
 各国が放射線照射の実用化が広まる背景には、EU等のアフラトキシンに対する厳しい規
制がかかわっているのではないだろうか。「1－2－2アフラトキシン規制の比較（日本／海外）」
の調査結果より、特にEUでは、落花生や穀類について、（日本を除く）各国の中では特に
厳しくアフラトキシンについて規制を行っている。そのため、EU向けに輸出を行う食品は、他
国に輸出する食品より厳しい基準値でアフラトキシンを管理しなければならない。
 「食の安全を守る規制と貿易これからのグローバル・フード・システム」（2005）においても、
アフリカ諸国は、EUのアフラトキシン規制により、穀物及び穀物製品の76％に当たる3億
8000万ドルの輸出が減少したとの報告がある。
 そのため、輸出国では、アフラトキシンの規制厳しく行っている国への輸出を確保するた
めに、放射線照射を行い当該物質の産生を防ぐ努力を行っているのではないだろうか。主
要国が規制を厳しく行うことは、貿易に新たな問題を生む可能性がある。
1－4－2放射線照射殺菌の安全性（各国の見解）
 放射線照射は、我が国以外では広く使用されていることがわかった。我が国で、使用を認
めない理由のひとつに、食品への放射線照射の安全が約束されていない点が挙げられる。
照射を行う国々では、安全性についてどのように考え、照射を行っているのかを調べた。
 「放射線照射食品の安全性に関する文献等の収集・整理等の調査報告書」（内閣府食
品安全委員会平成16年度食品安全確保総合調査）において、1980年にジュネーブで開
催された「第3回FAO／IAEA／WHO合同会議」にて、照射食品の健全性について、「10kGy
以下の総平均線量でいかなる食品を照射しても、毒性学的な危害を生ずるおそれがない。
10kGy以下の線量で食品を照射することは、栄養学的または徹生物学的にみて特別な問
題を引き起こすことはない」と報告されている。
 また、同報告から、アメリカ、カナダ、オーストラリア／ニュv・“一一・ジーランドについての安全性の
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見解をみると以下の通りである。
 アメリカ・FDAの照射食品の安全性に対する判断基準については次の見解で安全性を
述べ、食べても問題ないということから食品添加物扱いとしている。
  ①lkGy（キログレイ）以下で照射した食品は、国民が摂取しても健康上の問題はい。
  ②IkGyを超えて照射した食品でも食事に占める割合が0．01％以下であれば、国民が摂i
   即しても健康上の問題はない。
  ③IkGyを超えて照射した食品で食事に占める割合が0．01％を超える場合、遺伝的
   試験と亜慢性試験を行い、有害な結果が得られなければ、国民が摂取しても健
   康上問題はない
 カナダ保健省では、照射食品は消費者に対するリスクや栄養素の減少は無いとの見解
である。照射することにより、大腸菌とサルモネラ菌のような病原菌を低下させる効果があると
している。放射線照射は、食品の安全性と質を改善すると評価している。
 オーストラリア／ニュージーランドでは、「照射は食品衛生上の必要性や発芽防止、害虫
防除などの技術上での必要性を満たす場合にのみ適用可能」としている。適正製造規範
／GMP（good manufacturing practice）では、使用してはならないと注意喚起を行っていると
いう。アフラトキシンなどのカビ毒を産生するカビについては、毒素産生を進める保存状態が
なければ問題はないとして、照射の技術的な必要性は認めていない。
 我が国では、ジャガイモのみに放射線照射認めている。全ての食品において放射線照
射を認めていない理由に、ジャガイモ以外の食品では安全性が確認できていないためであ
る。「放射線利用の基礎知識」（2006）より、照射食品反対連絡会（2006年7月発足）は、次
のような反対意見を挙げている。食品照射の安全性が不確かであること、悪用・乱用の危険
性、放射線被ばく事故発生の可能性などである。農薬の基準値などは、各国を参考にし設
定してきた我が国ではある。しかし、放射線照射についてはそうもいかないようである。今後、
各国で様々な食品での照射が広まれば、我が国における輸入食品のリスクは高くなるのであ
る。
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1－5食品企業における原料の安全性確保
 原料のリスク管理については、品質管理の重要な部分である。そのため、品質管理体制
を調査し、その中から「原料（原材料）」に関連した取り組みについて述べる。
 食品企業の品質管理体制の傾向について、「日経テレコン21」を利用し、キーワード「食
品・品質管理」「検査範囲：全範囲」にて検索を行ったところ、各社の品質管理体制は、
2000年の雪印乳業脱脂粉乳事件を皮切りに急速に強化されていることがわかった。
 2000年8E29日（日経流通新聞）によると、「キリンビバレッジ：社長直属の品質保証部
を新設」、「山崎製パン：異物混入対策のための専門部署を配備」、「宝酒造：製品の出荷ま
での品質管検査の項目を3割程度増」、「小岩井乳業：5千万円を投じ、高温消毒時の機械
の温度が記録される自動温度計等を配備」とある。このことから、2000年においては、異物
混入対策などの生産部門での管理体制の強化が急速に進んでいることが窺える。
 さらに、2000年7．月12日（目本経済新聞）によると、「ロソテ：原料分析などを手掛ける安
全・品質管理専門研究員を配置、異物混入防止のための設備改良」、「カルピス：生産現場
での衛生管理と品質管理の情報共有化」とある。また、同年には、キユーピー、石井食品で
は、トレーサビリティーを目的に二次元コードの導入を始めている。2002年時では、前年に
引き続く生産管理体制の強化を行いながら、トレーサビリティを意識した製品の品質情報面
の強化がみられるようになる。
1－5－1アサヒビールの例
 アサヒビールでは、原料の選定にいち早く注目している。著者の要約である表8に示され
るように、1985年には「原材料規格制定」を行い、原料ごとの検査方法や基準値を定めてい
る。
 その後、1999年になると単に手順としての基準ではなく、安全性をみるべきものとしてより
詳細な基準が制定されている。
 さらに、2003年には、新たに「原材料リスク管理標準の制定」にて、安全性を保証するた
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めの分析項目や基準等を詳細に定め始める。原料の品質を確認するための基準から、取
引先の評価の追加と原料のリスク管理の充実を図ってきている。徹底した原料管理の取り組
みを行っている。
 このように、同社では、原料の安全確保の取り組みを行ってきた。しかし、表8に示す2008
年9E17日（日経産業新聞）では、原料が原因である事件により回収を余儀なくされている。
実際、三笠フーズ（大阪市）が事故米を焼酎・菓子メーカーなどに転売していたといういわゆ
る「事故米問題」は、同社にも影響したのである。この事件により、同社では、焼酎約65万本
を回収することとなった。その原因は、原酒を仕入れた先から原料調達ルートの確認がされ
ていなかったことによるものであった。これまで、取引先の評価などを含めた原料の安全性確
保を行ってきたアサヒビ・一・一一一Lルである。同社に限らず、信頼問関係で結ばれた取引先から仕入
れることにより、原料の調達ルートの確認まで行っていない企業は少なくはない。多種にわた
る原料を使用する加工食品について、その原料ひとつひとつについて原料調達ルートを確
認することはコストや時間もかかる。しかし、三笠フーズのような不正な転売を行っている企業
が存在している事実がある。同社では、今後は、原料の調達先に使用原料の購入経路に関
する証明書を発行してもらうなどの具体策を検討中だという。このような傾向は、今後ますま
す高まるであろう。
表8原料の安全性確保の取り組み（アサヒビール）
1985年＊ 原材料規格制定 原料ごとに分析項目や分析方法、基準値を定めたもの
1999年＊原材料検査基準制定 原料の受け入れ時・使用時に確認すべき品質や安全性の項目・p度を定めたもの
2003年6月5日
@（日経産業新
@    聞）
原料の取引先の選定 法令順守などの「企業の社会的責任（CSR）」を取り入れ。新規取?謔ﾈどにに社会的責任に関するアンケートや現地調査を実施
ｵ、その結果を調達先を選定する評価システムに反映。
原材料リスク管理標準
ﾌ制定
食品としての安全性を保証するための分析項目や基準値、分析頻
xについて基準化
2008年9月17
冝i日経産業新聞
@   朝刊）
原料流通経路などを
c握する
d組み
「三笠フーズ事件（米分加工会社。事故米を焼酎・菓子メーカーな
ﾇに転売した事件）」を受け、これまで、原料調達ルートを確認して
｢なかったことが浮き彫りになる。
ｻこで、原料の調達先に使用原料に関する購入経路に関する証
ｾ書を発行してもらう取り組みを開始。
     「日経テレコン21」調べ
＊アサヒビールホームページより抜粋
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 事件の度に証明書は増えていく。食品業界がこのような状況に陥るとは、誰が想像してい
ただろうか。
 昨今のような偽装事件の起こる前の2000年当時の食品企業における原料の安全性確保
に関連した論文がある。「いかに原材料の安全性を確保するべきか」（2000）では、日東ベス
トは、「良質な原材料を安定・継続して供給することは、製造側努力では解決できない、その
ためには、原材料供給者の協力が必要であり、問題が発生する前にそれをいかに早く予測
できるか」とある。それが出来ていれば、今回のような三笠フーズ事件は起こらなかった。
 同紙後半では、自社での評価検査がなくても安心して使えるような信頼関係を原料メーカ
ーと築きあげることが重要であるとも述べられている。2000年頃は、このように取引先との信
頼関係があれば安心であると考えていた企業も多かったであろう。しかし、今では、自社にて
取引先の評価を行う企業は増えている。見える信頼、安心できる取引先との契約へと変化し
ている。
1－5－2その他食品企業の例
 その他の企業においても、各社で原料の安全性確保は行われている。全体でみると、原
料の安全性確保への取り組みは農薬検査面重点的に行われている。
 2006年2月24日日経産業新聞によると、日清食品、新たに開発した検査システムを導
入行っている。コストをかけた取り組みは、原料の安全性確保がいかに重要であるかを現わ
している。
 前節で紹介した、アサヒビールにおいても、ホームページ公開情報より、ビールの主原料
である麦芽、ホップについて、農薬に関する確認を次のように行っている。我が国の農薬残
留基準と、EU、カナダ、オーストラリアなどの生産国における残留基準と比較し、我が国より
規制値が緩い農薬を洗い出している。洗いだした農薬項目について、その使用状況を取引
先に確認するという方法で、原料の安全性確保を行っている。変動の少ない生産国や限ら
れた品目の場合は、基準値の比較は容易である。しかし、原料の調達事情などのように変
動し易い生産国や多数の原料を使用する製品の場合は、原料を供給する側の確認項目も
膨大なものとなり原料費の増大に繋がりかねないだろう。
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 このように、アサヒビールでは原料の安全性確保の取り組みを年々強化し、ホップなど主
要原料については農薬に関する確認は重点的に行っていることがわかった。
 では、その他の食品企業では原料の安全性確保の取り組みはどのように行っているのだ
ろうか。その概要を表9に示す。
一紀文食品一
 紀文食品については、購買業務を細分化することでそれぞれの部門で原料の安全性の
責任を持つ仕組みを構築している。専門性を高めることで、その原料に特化した安全性確
保が可能となる。食品の品目や内容により異なるリスクを低減するには、専門性を高めること
は効率的な方法であろう。
 様々な原料を使用する加工食品ならではの管理の仕組みではないだろうか。
一ニチロー（現：マルハニチロホールディングス）
 同社は、冷凍野菜を多く扱う企業である。特に、農薬面での取り組みを強化し、行ってい
る企業でもある。農薬面での安全性確保については、咄荷後の確認だけでなく、まず生産
現場を改善しないと抜本的な解決にはならない」とし、中国など現地の農薬メーカー等と提
携しているという。また、我が国での中国産冷凍野菜に農薬が残留してしまう原因に、中国
に零細の農家が多い点を指摘している。
 記事では、中国農家の問題点を以下のように掲載している。
 「中国では、家族単位で農業を営む農家が多く、我が国では認められていない農薬を販売する
店も各地に存在。同年、厚生労働省が水際での抜き取り検査を強化したところ、ニチロが取り扱うホ
ウレン草などの冷凍野菜で基準値を超える残留農薬の検出が相次いだ。これは、野菜の種類によ
って基準値にばらつきがあることを指摘している声があるものの、ニチロは農薬検査を現地の委託先
に頼ってきたことにも原因がある」
 このため、同社では、抜き取り検査を実施する段階を「収穫前」、「原材料受入れ時」、「工
場ラインでの半製品」、「出荷前の完成品」とそれぞれの頻度を増やしている。
 ここまでのコストをかけてでも使用する中国産農産物は我が国にとって欠かせない原料で
ある。
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一ハウス食品一
 ハウス食品においても、新製品などで新しい原料を使うたびに納入業者から素材となった
孫原料まで原材料の確認の証明書を提出させているという。そのうえで、遺伝子組換え、農
薬、アレルギーなど特に問題となる部分を重点的に自社にて分析を行っている。さらに、継
続的に購入する場合でもコンテナなど入荷ロット毎に一定の基準で抜き取り検査を実施して
いる。同社の特徴は、「孫原料まで証明書を提出させている」という点である。徹底した原料
管理を行っていることがわかる。
一ケ年食品一
 日清食品では、新たに開発した検査機器導入で農薬検査体制の強化を行っている。
 その他、同社ホームページ公開情報によれば、「日清食品グループ食品安全監査基準
（NISFOS）」を2004年に制定している。これに基づいて、原材料仕入先工場の品質監査を
実施、原材料仕入先工場の評価を行っている。また、現地の加工工場と原料農場に出向き、
履歴を確認するための書類の保管状況や農薬の使用と管理状況を確認も行う。
 使用原料においてリスクの高い物質、中国の使用禁止物質及び過去の輸入食品違反事
例等の検出物を網羅した残留農薬・動物用医薬品などの検査を、各国の原料や加工品に
ついて実施。特に日清食品の取り組みについては、本研究の目的であるリスク管理手法が、
他社メーカーにも役立つであろうという汎用性が示唆される取り組みである。
一理研ビタミンー
 理研ビタミンでは、原材料のリスク管理がいかに大切であるかを品質保証の面から考えて
いる。「食の安全と企業戦略」（2004）によると、品質保証を充実させるため、同社では、まず、
品質保証部業務の見直しをはかった。品質保証部を監視機能として位置づけたという。業
務分担を徹底することで、部署本来の仕事を明確にしている。
 原料管理面で苦労をしていたのは、約3000品目ある購買原料のトレースであったという。
そのため、原料情報の入手について優先的に取り組んでいる。その内容は、ここ数年で増え
た確認項目である、アレルギー物質、GMO、産地、食品添加物、農薬情報などを新たに追
加している。
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 また、顧客から、ノウハウ情報である製造方法、購入メーカー名、原料商品名、配合比率
などの問い合わせが多くなっている。このような状況から、関係部署と情報開示禁止項目を
再検討し、社内管理規定の改正を行っている。昨今では、食品企業に対する不信からすべ
てにおいて透明化が叫ばれている。このような状況の中、企業機密は失われつつあるといっ
ても過言ではない。情報の公開に規定を設けることは、企業の機密情報を守る上で重要な
ことである。
 原材料資材の品質保証については、取引先がどのように品質保証をしているかについて
事前に調査し、購買先を決定することから始めている。
 このように、食品企業各社では、原料について原料調達ルートから取引先の調査、自社
内で行う農薬検査など様々な形で原料の安全性管理について取り組みを行っている。しか
し、いずれにおいても、コストがかかり、大手企業だからこそ可能である取り組みも見られる。
 最近では、業界に先駆け、製品の安全性を保証する上で、これまでにない方法を取り入
れた企業がある。
 2008年4月4日（日本食糧新聞）によると、表9にその概要を示たように、石井食品では、
業界で初めて毅ボール箱に「主原料品質保証証明書」1枚を封入して出荷を開始したとあ
る。5A1日からは全品で実施するという。
 この製品に同封する「主原料品質保証書」とは、農産物であれば畑から、鶏肉であれば
鶏舎からスタートして、製品になるまでの加：工、加熱、検査のプロセスを最終的にまとめたも
のである。これまでの食品メーカーには事例がないなど画期的なものであると評価されている。
また、製造日、賞味期限、収穫時期、原産地、加工地などが書かれ、アレルギー成分一覧
まで開示。裏面には野菜の農薬検査結果も載せている。
通常、製品情報は情報の取り交わしが行われ、製品自体は法で定められている表示情報
を持って流通していく。流通殺階で、常に共に流れる情報は、その表示情報がすべてである。
そのため、情報と製品が一致していないのではないかというところに問題があると思われてき
た。石井食品では、この問題を、製品自体に添付することで解決しようとしている。つまり、ト
レーサビリティー情報を商品と一体化させる取り組みである。しかし、このような情報には、ど
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のような情報アイテムが必要であるのかは食品業界では明らかとなっていないのが現状であ
る。そのため、このような方法が安全性を保証するといえるのだろうか。それに、増え続けるリ
スクに対し、その度に証明書を製品に添付していけば、その証明書出す側、受ける側の作
業は増える一方である。フードチェーン内の食品企業間において可能な方法を見出すこと
が、今後求められる食の安全性確保であるように思う。
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表9食品企業における原料の安全性確保
 2002年7月22副       旨＊（日経産業新聞）1 紀文食品i品質管理体制の強化：
@   ■
i従来は、ひとつの部署で担当していた購買業務を4つの部署に細分化したという。この4つの部署とは、水産練り製品の主原料となる魚介類は「原材料仕入部」、調味料
…
1や添加物、野菜などは「副原料仕入部」、包装資材は「資材仕入部」、他社商品はf商品知れ本部」が担当。
…
i各部署では、それぞれの担当品目について、品質の安全性や取引先の生産体制のチェック、トレーサビリティなどの責任を持つ仕組み。
…
ニチロi中国産野菜の品質を管理する独自の仕組みを開始：
｝と厳しい姿勢。その他、抜き取りでの農薬検査を「収穫前」「原料受入れ時」「工場ラインでの半製品」「出荷前の完成品」と実施する段階を増やしている。
、1現地の農薬メーカーなどと提携し、生産段階からの農薬について管理する取組み。出荷後の確認だけではなく、生産現場を改善しないと抜本的な解決にならない、．1                                  1                                  1                                  ．I                                  l
2003年3月20日1 日清オイリオi海外の製油拠点でも日本と同じ基準で農薬や食品添加物の検査＝
＊（日経産業新聞）1       3
1
1旧本に商品を輸出する商品が増えているため、2002年末以来、原料調達を海外で行い、東アジアをまわり生産工程の監査を実施。
iE1本では、使用が認められていない添加物や農薬の混入を防ぐための体制について細かく確認を行う。農薬に関しては、菜種や大豆などの原料段階と商品になってから
1 1
3 iの二段階にてサンプルを抽出し、 日本にて残留農薬などの検査を実施。
2003年4月3日1 和光堂1ベビーフードを扱う大手。「食の安全」がさけばれる前の早い段階から、残留農薬など取り組み＝
＊（日経産業新聞）1       ｝
15 i2003年当時の食品衛生法で規定された二百種類以上の中で特に問題とされていた五十種類程度の分析が自社内で可能。
i自社内で検査することにより、検査頻度の増加、検査時間の短縮につなげている。また、商品化後についても定期的に抜き取りで農薬検査などを実施。
3 11安全性の高い原料確保のため、信頼性の高い原料メーカーとの取引も必要との考え。
2003年4月24日i ハウス食品1品質保証の専門部署として品質検証部を発足：
112001年5月「オー・ザック」の未承認遺伝新組換えポテト混入による自ま回収を受け、工場や開発部門など各部署が実施している品質保証のお目付け役を担う。
＊（日経産業新聞）i
3 1
i同社が扱う原料はそれ自体が加工された食材を使用していることが多く、そのため、新規原料の採用のたびに取引先から、原料の素材となった孫材料まで遡って
3 1証明書などを発行させている。
… Il特に重要とされる、遺伝子組換え、残留農薬、アレルギーについては、重点的に自社肉で分祈を行い、継続的に仕入れる原料であっても入荷ロット毎に一定の基準
圃1で分析を抜き取り検査を実施。
2003年10月7日1 キリンビール1「食の安全」を徹底するためのグループ共通のガイドラインを作成＝
経済産業新聞（朝刊）i
1
i原材料の安全性確保、品質表示、製造委託先の管理の在り方などを盛り込む。原材料の安全性確保に向け、取引先との契約書に含めるべき項目や調達した原料の
！ 11検査項目なども含まれている。グループ共通とは、キリンビバレッジ、小岩井乳業など14社を対象。
2005年1月28日1 日清製粉順料の安全性確保の取り組み＝    1
＊（日経産業新聞）1 1八割以上が海外産である原料の小麦について．異物混入だけでなく残留農薬検査も重要とされている。同社では、農薬に関する検査機関の国際規格「亘SO17025」の
1 璽！認証を国内で初めて取得したという。
 2005年5月13日｝       2＊（日経産業新聞）； 焼津水産化学工業i品質管理部門を主力工場に集約：
1細工場で扱う原料の品質管理も一元化し、納入後に行っていた検査を今後は、事前サンプルを取り寄せ検査する体制に切り替える方針。
’2006年2月24日i 日清食品iポジティブリスト制度に対応するため、農薬の検査体制強化＝
＊（日経産業新聞）1
1 1
卿席めんや農畜産物や水産物の農薬検査について、新たに開発した検査システムを導入するとある。この検査システムは、約五百五十種類の農薬や動物用医薬品
… olを一斉に分析することができるという。
2008年4月4日1
1
石井食品1「主原料品質保証証明書』1枚を添付して出荷する取り組みを開始；
（日本食糧新聞）i i食品業界で初となる段ボールケースに添付。2008年5月1日からは全品で実施する模様。この「主原料品質保証書」の内容は、商品名、製造日、賞味期限、使用原材
1
i料一覧、収穫時期、原産地、加工地、アレルギー成分の一覧などが記載されている。また、その裏面には、野菜の農薬検査結果も載せている。さらに詳しい情報は同
Il社のホームページで入手できるようになっている。
＊「日経テレコン21」調べ キーワード「食品・品質管理」「範囲：全範囲」より抜粋
1－6第1章のまとめ
  本章では、リスクの現状把握と実際の食品企業が行っている原料の安全性確保
の取り組みの現状を探ってみた。輸入に頼る我が国では、輸入食品は加工食品では
多く利用されている。そのため、輸入食品のリスクを把握することは食品企業にと
って重要なことである。
  過去の違反事例からすると、残留農薬やカビ毒であるアフラトキシンが注目す
べきリスクであることが明らかとなった。原料がこれらの物質に汚染されていると、
食品の製造過程ではそのリスクの混入を回避することはできない。従って、原料の
リスク管理上重要なリスクであると同時に、検査にかかるコストが大きいリスクで
あるといえる。
 また、残留農薬違反の主な原因は、農薬管理不足であった。過去の違反事例に基
づくと、原料毎に違反原料の原産国が異なり、リスクを判断する上では原産国の把
握が重要な基準であることがわかった。また、違反の原因から、どのような農薬管
理と農薬指導が行われているかが重要である。生産殺階での管理をGAPなどの手
法を導入し行っているかどうかを確認することが、原料のリスク管理上必要である
と考えられた。更にアフラトキシンの場合、輸出国から我が国への輸送日数、輸送
方法、保管方法等を確認することでリスクの判断を行う必要があるものと思われる。
 農薬やアフラトキシンは国により、規制の程度や内容が異なることがわかった。
EUについては、農薬、アフラトキシンともに特に厳しい規制でると考えられた。
この規制は、我が国以上の厳しさであった。アフラトキシのようなリスクを抑制す
るなどで利用される、食品への放射線照射は我が国を除き、世界で広く使われてい
る。照射品目は増え、実用化されている品目も多い。今後注目すべきリスクである。
これらのリスク判断については、照射を認めている国からの原料輸入に注意する必
要があり、その意味では、原料毎の原産国の確認が重要な基準であると考えられる。
 原料のリスクが浮き彫りとなる中、食品企業における原料の安全性確保の取り組
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みは強化されている。中には、新たに開発した検査機器の導入など大手企業だから
こそ可能な取り組みもある。また、取引先の自社評価を取り入れる企業も増えてい
ることがわかった。このような管理の強化は、それにかかるコストの増大に繋がっ
ているのである。
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第2章食品群別リスクの分類表とその設計モデル
 本章では、原料リスク管理手法確立のためのモデルを考察するにあたり、架空の製品を
設定し、それに使用する原料を決定した。また、これまで収集した原料のリスクを食品群別に
整理し、原料の品目別に情報を取り出すことができるようにした。特に原料の多い加工食品
では、原料毎に情報が整理されていることが大切なことであり、何かトラブルが発生した際な
ど、迅速な対応を助けるのである。
2－1食品群設定
 原材料のリスクを整理し見易さを考慮した分類を行った。この分類については、原材料を
食品衛生法違反事例の整理が容易なように、厚生労働省医薬食品局食品安全部監視安
全課の収去検査実施計画を策定する際に用いる食品群を参考に、自社の原材料と照合し
た。
 分類は、以下のように行う。まず、1～XIVの群に分け、分類名と食品名を記載する。原
本となった食品群別分類表は添付資料2－1に示す。
 1・H群は、穀類、穀類の中でも我が国の主食である米を1群とし、管理上では、その他
の穀類をH群とする。皿群は糖分を含む糖類、IV群は脂質を含むバター、マーガリン、動植
物油脂類、V群は豆類、VI～皿群は果物・野菜類、IX群は醤油などの調味料とする。 X群
は魚介類、XI群は畜肉類、XI工群は牛乳など乳を含む食品、XIHは水とした。
 分けられた食品群に、「1－1－2輸入食品の食品衛生法違反状況」で行った調査結果のリ
スクを盛り込む。リスクを盛り込むことで、扱う原料にどのようなリスクが潜んでいるのかが一目
で見分けられるようにするためである。また、規格基準の比較が容易に行えるよう、Codex基
準、各国の基準を食品群リストには明記する。これは、輸入国が、自国用と輸出用と間違え
たことによる違反事例が確認されていることから、輸出国の基準と我が国の基準の比較を行
うものである。
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 我が国では輸入食品に頼る国であるということ、輸入食品の違反が度々起こっているのが
現状である。そのため、まず、食品群別でみる輸入量の多い国の調査行った。この調査につ
いては、厚生労働省の「輸入監視統計平成18年品目別上位5力国」を参考データとした。
 食品群の分類は表10のとおりである、輸入量の多い食品群についてみてみると、1群の
小麦はアメリカ（約310万トン）、カナダ（約110万トン）、オーストラリア（約110万トン）から輸
入が多く、平群のとうもろこしは、アメリカ（約4100万トン）からの輸入が殆どであった。
 V群の大豆は、アメリカからの輸入が約310トンであった。10万トンを超えたものは、1群
の米（うるち米）で、輸入国はアメリカ（約25万トン）、ベトナム（約17万トン）、タイ（約12万ト
ン）であった。平群のとうもろこしは、中国（約18万トン）が多かった。VI群の柑橘類について
は、アメリカからの輸入が多いことがわかった。「オイルシード（食用油の採油用のもの）」につ
いて、食品群群のII小分実i類に区分した場合、カナダ（約180万トン）、オーストラリア（約41
万トン）の輸入量であった。1群は、輸入量が圧倒的に多く、我が国で流通しているものは
殆どが輸入ではないかと推測される。その他、皿・V皿群の野菜・きのこ類は、中国からの輸入
が圧倒的に多いことがわかった。同様に、D（群の香辛料等の「とうがらし」についても、中国
からの輸入量が最も多く、同国は我が国の食品衛生法違反率が高い国である。
 ナツメグやペッパー類などのその他の香辛料は、月桂樹のトルコを除きインドやマレーシア、
インドネシアなど東南アジアからの輸入が多くみられる。
 1群では、輸入量の多いアメリカ、カナダについて、W・W群、D（群「とうがらし」について
は、違反率の高い中国産についてその安全性に注意したい。
 これまでは、我が国における過去の違反事例と輸入量について調査を行ってきた。食のリ
スクについては、食品衛生法違反だけに留まらない。これまでの食品衛生法違反事例からの
リスク把握ではなく、別の角度からみた食のリスクを知る。「1－4－1各国の放射線照射の使用
状況」にて調べた「日経テレコン21」（日経4誌）からみる。（添付資料1－10）
 輸入品については、1980年代前半、ポリソルベー・一一Lトなど当時は指定外添加物の混入によ
る違反が多くみられた。後半になると旧ソ連によるチェルノブイリ原発事故によるものとみられ
る放射能汚染食品が原因の違反が相次いで起こっている。その原因となった食品は、香辛
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料やハーブ、キノコが比較的多い。原産国は、トルコ、スペインなどの北ヨーロッパからのもの
である。
 この頃、この事件の影響から、我が国では輸入品について放射能測定を開始している。こ
の事件が世間に与えた影響が大きいものであったと窺える。2000年代に入ると農産物の農
薬違反が多くみられるようになってきた。この農薬違反については、中国産によるものが殆ど
である。中国産食品の違反事例は、最近になって頻繁に取り立たされているが、既に2000
年代から問題となっている。
 次に、海外に目を向けてみる。国立医薬品食品衛生研究所安全情報部掲載の「食品
安全情報から海外における食品化学物質情報の動向を調査」から以下の報告がある。調査
からは、重金属やヒ素、ダイオキシン、PCB類などの食品化学汚染物質に関する情報が最も
多いという。次いで、カビ毒（アフラトキシン、パツリン等）に関する掲載が多い。中でも輸入食
品の真菌汚染、カビ毒（マイコトキシン）汚染は深刻な問題であると、同報告では述べられて
いる。海外で注目されているリスク項目は、重金属やヒ素、アフラトキシンなどの有害物質で
あった。海外が注目しているリスク項目については、その動向を今後も注目していく必要があ
る。海外で起こっている食のリスクの波は、我が国を脅かすことにもなる。
 リスク情報の整理からリスク管理手法への展開であるが、これまでの調べた結果からすれ
ば、食のリスクの判断基準は「原産国」である。従って、リスク管理手法の出発点は原産国と
する。また、農産物については、生産方法の確認などをGAPの取得の確認で行い、農薬管
理については企業が監視・確認できる農場であるのかを農場との契約方法で確認することと
する。また、ヨ・一一一ロッパ産の農産物であれば、EUREPGAP（Euro－Retailer Produce Working
Group：欧州小売業者農産物作業グループ）の取得は、 GAPの中でも最も厳しいとされる。
ここでは、農薬の管理項目について詳細に区分されていることから、生産者がEUREPGAP
を取得していれば農薬の適正な扱いができていると判断できる。
2－2モデルケース（架空製品）の設計
 加工食品は複数の原料から成り立っている。それは、一次原料に留まらず、二次、三次
原料によって成り立っている製品が多い。特定の食品に含まれる原料全てのリスクを管理し
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ていくことが望ましいのは当然だが、コスト面から考えるとそれはかなり困難なことである。そこ
で、新たなリスク管理手法を確立することで、最低限のコストでしかも一定程度の安全度が確
保できる製品のリスク管理を考案することにした。
 リスク管理手法確立に向け、まずは、二つのモデルケースの設計を行った。食品企業内
で実務的に活用できることを目的としている。製品のリスクには、その配合量も考慮しなくて
はならないため、ここでのモデルにはこれらの点も含めた。
 リスク管理手法は、原産国を出発点として行うこととする。その理由として以下の二つの理
由を挙げる。第一に、これまでの調査から、中国産のように原産国がリスクと直結していること、
第二に、輸入者が自らの負担で行う「命令検査」について、品目・原産国がセットで通知され
ていることが挙げられる。
モデルケース①：野菜カレーのリスク判定
加工食品のリスク管理が難しい要因として、まず第一に指摘できるのは原料が多種である
ということである。加えて、原産国が多岐にわたることが挙げられる。加工食品の中でも、「カ
レー」は、肉類、野菜、香辛料、調味料、乳製品、各種調味料類など様々な食材で味を作
っている食品である。そのリスク管理も、原料の数と内容により困難となる。
 ここで、設計した「野菜カレv一一一L」の主な原材料は、冷凍・ニンジン10％、冷凍・ジャガイモ
10％、水煮・マッシュルーム10％、オノオンソテー3．5％、ビーフエキス3．5％、キャロットミンチ
2、5％、アップルビ．ユーレ2．5％、マンゴチャツネ2％、カレー粉2％、ジンジャーミンチ0．5％であ
る。オリジナルの配合表は、添付資料2－2に示す。
 一般に、「野菜カレー」に関しては、輸入品を多く使用しているため、原産国とリスク項目
の抽出しておく必要がある。次に確認しなければならない項目として、生産方法である。この
生産方法とは、殺菌方法、農薬使用状況、微生物汚染のリスク確認が挙げられる。そして、
輸入国によってはカビ毒の産生を抑制するためのポスト・ハーベスト農薬を使用している国も
ある。輸入に頼っている我が国では、ポスト・確論ベストのような各国で使用の異なる薬剤に
関するリスクが存在し、購入ルートの把握はリスク管理のひとつである。トレS一一一一一サビリティからの
視点で考えてもそれはいえることである。使用する原材料の有害物霜露の検査は、全量で
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行うことは不可能であることから、検査頻度やサンプル量により安全性の確認の度合が異な
る。モニタリング実施状況の確認を適切に行うことは、その原材料を使用する側の責任にお
いて行わなければならない。
モデルケース②：醤油粉末のリスク判定
 原料の数はそれ程多い食品ではないが、調味料として使用頻度の高い製品である。モデ
ルケースとして設計した「醤油粉末」の主な原材料は、醤油66．5％、デキストリン20％である。
モデルケース①」同様に、オリジナルの配合表は添付資料2－2に示す。
2－3コスト評価による検証
 分析費用の算出については、「野菜カレー」について、使用原料の野菜部分であるニンジ
ン、じゃがいも、たまねぎで農薬成分適合検査を確認する。
 検査費用については、食品分析センターのホームベージ上に公開されているものを参考
とする。ここでは、1検体の一斉分析（350項目程度）費用が28万円であった。野菜3検体
検査を依頼した場合、単純計算で28万円×3品目＝84万円となる。最近では、定期的
な農薬分析が求められるため、この製品に年2回の一斉分析を実施するならば、年間168
万円ものコストがひとつの製品にかかることになる。コストとしては非常に大きい。
 そして、カレーには欠かせない香辛料については、我が国では認可されていない放射線
照射を許可し、実用化している国が多い。我が国においても、平成19年7月6日に食安発
第0706002号「放射線照射された食品の検知法（TL試験法）」が通知され，輸入モニタリン
グ検査が開始されたところである。この放射線照射の検知の費用は、同公開費用より、1検
体6万5千円程度（2検体目以降は3万円ずつ加算）であった。仮に10種の香辛料で検
査を行うと、33万5千円にもなる。
 「ニンジン、じゃがいも、たまねぎ」の農薬検査費用に加算すると、検査コストは年間約
200万円である。放射線照査の検知に2回実施するとなると膨大な費用になり、この全てを
企業が負担しなければならない。しかし、企業は利益なくしては成り立たない。ここに深刻な
問題が浮かび上がる。コストをおさえ、しかも、適正な検査が実施される方法が必要である。
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そこで本研究では、低コストかっ適正なリスク情報を事前に確認できるような手法を確立する
ことを目指す。
2－4考察
食品群では、1群については、輸入量が多く、我が国で流通しているその殆どが輸入であ
ると推測される。このような輸入量の多い群については、違反事例などを参考に原料の選定
を行う必要がある。リスクは新たに浮上することはあっても、過去発生した事実は消えることは
ない。そして、食品特有のリスクは繰り返されている。実際に、アメリカ産トウモロコシのアフラ
トキシンについては、「1－1－2輸入食品の食品衛生法違反状況」より、ここ数年の違反件数
で多くみられている違反である。しかし、既に1988年に発生し、問題となっているのである
（添付資料3「日経テレコン21」調べ）。過去の事例は、今後の発生のヒントになるといえる。
本モデルを使用することで、それらのリスクが容易に把握できる。これは最低限のリスクを把
握するものであり、今後新たに発生するリスクについては盛り込まれていない。そのため、新
たに発生したリスクについては、追加していく必要がある。
本章では、コスト評価による検証をモデルケースの「野菜カレー」にて行った。製品のリスク
を把握し、事前に情報を得ることで自社で行う検査などのコストを最小限に抑えることが目的
である。ここでは、実際にかかるであろうコストを想定し、算出している。そのため、実際の企
業で実施されている分析頻度や検体数から算出するなどの検証が必要である。今後、食品
企業の実態調査が必要である。本モデもとに原料のリスク管理が実現されることによって、こ
れまでの違反事例から知ることのできるリスクや今後注目すべきリスクを適切に管理すること
が可能となるのである。
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第3章モデルケースを用いた原料のリスク判定に基づく管理手法
 本章では、リスク管理手法の作成プロセスについて述べる。前章で提示したモデルケース
を用い、収集したリスク情報をもとにYESorNO方式のチャートを作成する。（添付資料3－1
一一 R’11）
3－1リスク管理手法の作成
 最終製品のリスク管理については、使用しているそれぞれのリスクを低減することでそれに
かかるコストの低減にも繋がる。製品のリスク低減を行うには、それを行う優先順位が必要で
ある。
 まずは、使用量の多い原材料またはその製品の特徴であるメイン原料などについて行う。
 モデルケースである「野菜カレー」について考えてみる。まず、原料全てに関し、購入先／
原産国の把握、可能な限りの生産方法の確認、検査実施確認を行う。書類での確認が得ら
れれば、次に原材料の原産国からリスク管理手法へと移行する。また、「1－1－3輸入食品の
食品衛生法違反事例原因整理」から、農薬を使用する側に問題のある違反が最も多いこと
がわかり、農場での農薬の使用方法を確認することが重要である。そのため、農薬が適正に
使用されているのかを判断するにはGAPの取得の有無で行う。 GAPの確認以外では、企業
の監視・指導が可能な農場であるのかを直営農；揚、契約農場、中間商人からの購入、を確
認することで判断する。これは、「中国野菜企業の輸出戦略」（2006）を参考に、次のように
定義したものである。
 「直営農場：企業が農地を借り、基地の経営権を完全に持ち、社員を管理者として日常
管理を行わせるもの、生産～出荷までの責任は企業が負うもの」、「契約／委託農場：農場主
が村から農地を借り、企業との出荷契約に従って生産を行うもの、若しくは、加工企業が農
地を村から借りく農家に経営を委託、企業から、栽培、収穫計画、農業・肥料使用計画など
の指示を受けているもの」、「中間商人にから購入：中間商人が企業から注文を受け、農家
から集荷するというもの。スポット購入などの場合」、これら三つの分類で確認を行う。
 原料「ニンジン」について、該当農産物のリスクは、違反事例からは中国・台湾産による農
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薬違反起こっている。この2力国からの輸入である「ニンジン」については、農薬管理の確認
が必要である。また、中国産のニンジンについては、ドリフトによる農薬違反が発生している
ため、ドリフト対策を講じているかの確認が必要である。
 「直営農場」については、企業からの社員を管理者として日常管理を行っていること、生
産～出荷まで企業の責任／管理であることから、農薬に関するリスクは低いものとし、喫約／
委託農場」については、農地は企業との契約ではあるが、実際の農場は農家の管理である
ことから追加の確認項目が必要である。それには、農薬の管理項目が含まれるGAPの取得
状況をもって優良原料であるかの判断とする。一方、中間商人からの購入は、残留農薬事
件以前に中国加工企業に特によくみられた生産体制であり、生産を各農家に任せているた
め、リスク管理手法では、農薬管理に関する項目を詳細に設定している。
 原料「ジャガイモ」については、中国産・冷凍品において指定外添加物BHQの残存という
食品衛生法違反が起こっている。そのため、当該品については添加物の適正な扱いの確認
が必要である。また、中国では、放射線照射殺菌の処理量が多い。ジャガイモにおいて実用
化されている殺菌法である。我が国ではジャガイモへの照射は認められているが、北海道・
士幌町の士幌農協で実用化されているだけである。このことから、中国産、国産では北海
道・士幌町を除く産地の「ジャガイモ」に関しては、放射線照射無しの確認を行うこととする。
 原料「マソシュルーム」については、生鮮品と乾燥剤とは違反事例が異なるため、リスク管
理手法内容は区分した。カレーに使用するマッシュルームは生鮮であるため、生鮮品として
リスク管理手法を組み立てる。「生鮮マッシュルーム」は、過去、韓国産で残留農薬違反が
起こっているため、韓国産の場合は農薬の管理について確認を行う必要がある。ヨーロッパ
付近のマッシュルームについては、1980年代後半の【日ソ連チェルノブイリ原発事故によるも
のとされる放射能汚染食品が相次いで見つかっている。
 「香辛料」にろいては、個々の農産物について確認を行うことが望ましいが、香辛料の特
性上、多種多様な品目と原産国となるため、そのすべてにおける確認は容易ではない。そこ
で、「トウガラシ」を除くものは「香辛料」として確認を行うこととする。
 「トウガラシ」については、単独で使用されることや違反事例データも他の香辛料より整理
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し易いことなどの理由から単体での項目としている。
 「トウガラシを除く香辛料」については、東南アジア産についての食品衛生法違反事例デ
ータなど、カビ毒：アフラトキシンの検出による違反が多いことがわかっている。従って、アフラ
トキシンB1「不検出」の確認を行う必要がある。また、残留農薬違反についても事例は多く
みられ、特に韓国産「トウガラシ」については、平成18年6，月～平成20年6月までの違反
事例で11件の農薬管理不足による食品衛生法違反が起こっている。
 その内容では、間違った農薬の希釈方法によるもの、日本では使用が認められていない
農薬の使用によるものなどである。韓国産トウガラシを購入する際には農薬の管理方法を確
認することは必須であるといえる。従って、特に東南アジア産「トウガラシ」については、農薬
の管理とアフラトキシンB1「不検出」の両方の確認を行う。
 また、ヨーロッパ産「香辛料」については、過去、トルコ産「香辛料（E桂樹）」から、放射能
が検出されている。これは、マッシュルーム同様、1980世代後半の旧ソ連チェルノブイリ原発
事故によるものである。特にキノコ類に関しては、放射能（セシウム）土壌の粒子と結び付い
て地表から深ざ10cmくらいの範囲にたまり易いとされている。キノコのような地表近くで育つ
菌類に吸収されやすい。また、事故から、20年を経た今でも、放射能（セシウム）で汚染され
た食品が日本に運ばれ、輸入禁止になることがあり、2006年2Eの東京新聞によると、イタリ
アから輸入された乾燥ポルチーニダケから放射能（セシウム）が検出されている例もある。
（「放射線利用の基礎知識」（2006））
 「小麦粉」については、原料の小麦は殆どがアメリカ、カナダからの輸入である。アメリカ産
の小麦は、水ぬれ事故が原因とされる腐敗・変敗、カビの発生が起こっている。その事故は、
平成18年6月～平成20年6Aまでで3件発生している。小麦の吸湿性という特性と保存
環境の悪さであると推測され、購入時には保存方法と輸送ルートの確認を行う必要がある。
また、ブラジル産の小麦については、残留農薬違反も起こっているため、農薬管理の確認を
行う必要がある。また、小麦に関しては、Codexにてカドミウムの規格設定を行っている。
 農林水産省から評せられている「食品安全に関するリスクプロファイルシート（検討両用）」
では、小麦ではふすまのカドミウム濃度が高く、製粉によって小麦粉のカドミウム度濃度は玄
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麦に比べて低下するとされている。我が国には小麦に関するカドミウムの規格設定を行って
いないため、Codex規格：カドミウム0．20mg／kg以下を参考にし、その証明の入手が可能で
あればカドミウムに関する確認も可能となり、最優良原料とした。
 次に「マンゴチャツネ」をとりあげる。チャツネとはマンゴーやリンゴ、モモ、タマリンドなどの
果実に、酢、砂糖、香辛料を加えて煮たジャム状のものである。カレーにはよく使われている。
配合量はそれ程多くはないが、原材料に使用している「マンゴー」は、特に台湾・フィリピン産
のもので農薬違反が頻繁に起こっている。そのため、「マンゴー」については、配合量に係わ
らずリスク管理手法にてリスク低減をはかる必要がある。「マンゴー」については、台湾産：日
本向け以外の商品を誤って輸出したことによるものとドリフトが原因、フィリピン産：農薬管理
不足と他国向け製品と誤って出荷してしまったことが原因の違反が過去起こっている。その
中でもフィリピン産に関する農薬違反の原因に、「企業による農薬管理指導に反した農薬を
使用」が挙げられている。農家への農薬指導方法については、輸入品では課題である。企
業が現地から直接購入しない場合は、購入先が農薬指導についてどこまで介入しているの
かを確認しておくことが肝要である。加えて、現地での適切な保管、農薬管理についてはドリ
フト防止対策を講じていることも含めた確認が必須である。
 次のモデルケースである架空製品「醤油粉末」について考える。当製品のメイン原料であ
る醤油については、3一モノクロロプロパンーユ，2一ジオール（3－MCPD）をリスク項目として挙げる。
この項目を挙げた理由に、オーストラリア、ニュージーランド、カナダ、アメリカ等において、3一
モノク牛田プロパンー1，2一ジオール（3－MCPD）について規格が設定されているなど、海外の動
向からである。
 第34回コーデックス連絡協議会（2008．6．20開催）によると、本醸造を除く液体調味料に
ついて同項目について、最大基準値0．4mg／kgで最終採択されている。このように、各国で
は3一モノクロロプロパンー1，2一ジオール（3－MCPD）については、規格化されているのである。
 我が国では、クロロプロパノール類についての見解を以下のように発している。
 農林水産省ホームページより、本醸造方式で製造された醤油は、アミノ酸液を使用してい
ないためクロUプロパノールは含まれないとしている。混合醸造方式及び混合方式で製造さ
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れた醤油（アミノ酸液を混合した醤油）についても、その9割以上は同物質の低減措置が講
じられたアミノ酸液が使用されていることからリスクは低い。しかし、アミノ酸液の製造工程で
「アルカリ処理」と呼ばれるクロロプロパノール類の低減対策が講じられていない場合には、ク
ロロプロパノールの濃度は高い傾向にあるという。
 以上のことから、原料の「醤油」については、原産国の他に醤油の製造方法である本醸造
方式、混合醸造方式及び混合方式であるかの確認が必要であると考えられる。
 このように原料のリスクを判断する体系的な基準を作成した。これに基づいた原料のリスク
管理を行うことで原料供給者に求めるべき情報の把握が可能となる。継続して購入している
原料についても、検査項目の妥当性の確認に応用できるのではないかと思われる。
59
第4章総合考察
本研究では、加工食品のリスク管理は原料からという視点から、そのリスクを判断する上で
必要な情報とはどのようなものであるのか、集めた情報をどのように評価すれば安全な原料
の確保ができるのかを体系化することで、必要最小限の情報と検査によってコストの増大を
極力抑制した原料のリスク管理を行う方法を考案した
第1章では、残留農薬の問題について、過去の事例の整理や我が国における監視体制
から各国の農薬規制の面も含めた実態を探った。残留農薬違反については、中国からの輸
入食品はアメリカなど特定の品目からの違反ではなく、複数の品目において懸念があること
がわかった。中国では、食の安全性確保の取り組みは行われているものの、中国国内でそ
の管理にばらつきがあることが明らかとなった。また、トンガのように農薬に基準値の設定がな
い国もあり、このような農薬に関する意識が高いといえない国については、現地農家への指
導は時間をかけ行うことが必要である。
 発がん性が最強であるカビ毒アフラトキシンB1については、各国で規制状況に違いがみ
られ、特にEUでは厳しい規制を行っていることがわかった。そのことが影響し、発展途上国
などでは、EUへの輸出を行うため、放射線照射を行いカビ毒アフラトキシンの産生を抑えて
いる。輸出国では、今後も放射線照射を行っていく傾向である。
 本章では、これら全体を総合的に考察する。食品企業において、原料の安全性確保とコ
スト低減を追求した原料のリスク管理手法のためのモデルケースの実際的な活用について
考察する。
 リスク管理手法では、過去の事例や各国の規制状況からリスクの判断に優先順位をつけ
てきた。
 第1章の調査からは、リスクは原産国に直結していることが明らかとなり、リスク判断は原産
国であることがわかった。そのため、本研究で確立するリスク管理手法では、原産国を出発
点としている。第2章では、原料別に分けた食品群の表を作成し、どの群にはどこの国からの
輸入が多いのかを把握した。そして、集めたりスクの現状情報を食品群別に整理し、原料の
多い加工食品を扱う企業内でも使用できるように考慮した。第3章では、リスク管理手法をチ
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ヤート形式で作成し、優先的に使用できる原料を選択できるようにした。このような考え方は、
「1－5食品企業における原料の安全性確保」にとりあげた食品企業にて原料管理を重要視
していること、「日清食品」において本研究と最も近いことを行っていることから、食品企業に
てひろく使うことのできる手法であるといえる。
 しかし、本研究では、残留農薬の問題を取り上げ、水産物・畜産物については把握してい
ない。加工食品では、農産物同様に、水産物・畜産物も多く使用する。そのため、これらの
手法確立についても急務である。
 本研究では、過去の違反事例からのリスクと今後注目すべきリスクを考慮したリスク管理手
法の確立を行った。それは、食品企業のコストを最小限に抑えるという課題から考案したもの
である。多くの機関がリスクの調査を行っている最中のほんの数か，月の間にも、食のリスクは
ますます増え続けていく。
今まで違反事例のなかったリスク項目が今後出てくる可能性は高い。過去の違反事例や海
外動向からリスク管理だけでは十分ではないことは言うまでもない。しかし、可能性でみたリス
クをすべて管理すれば良いというものでもなく、企業は営利追求第一であり、コストという観点
は極めて重要である。しかも、中小企業の場合などは、なおさらのことである。だからこそ、リ
スク管理においては、少なくとも、原料選定時に考慮するリスクの優先順位が明確になって
いれば、この問題はある程度は解決できるのではないだろうかと考え取り組んだ。
 本研究で確立したリスク判断の決定樹というのは、リスクの高い原料は使わないという前提
のもとに作成した。そうすれば、自社での検査が最小限となるからである。しかし、これは、実
際には使える原料の範囲を狭める可能性がある。また、それが原料価格の上昇を招くおそ
れもある。この決定樹の中で使用不可となった原料について、どのようにその安全性を確保
しながら使用できる原料とするのかが、今後の課題である。
 リスクの高い原料を実際に原料使用していいのか、どこまで許容できるのか、あるいは自
社での検査コストを負担してもなおかつ安全性を確保することにコストを減らすことができるの
か、この決定樹を食品企業のリスク管理に組み込み、有効性の確認を行った上で運用でき
る形としていきたい。そして、フードチェーン内でひろめていき、一企業ではなくそれぞれの企
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業内で取り組むことが重要である。
本研究で、原料のリスクを判断する体系的な判断基準を作成した。これに基づいて各食品
群毎にリスク判断の基準となる情報を盛り込んだ共通の品質証明書を作成し、原料供給者
に求めていくことが必要になるであろう。さらに、原料のトレーサビリティーの確保を同時に行
うことを目的とした場合には、原料の取り扱いに関わる全ての段階での入荷量や入荷先、出
荷先を上記の品質証明内容と組み合わせ、複数枚の複写式の書類としたマニフェストを作
成していくことで対応可能ではないかと考えられる。
 根拠のある品質保証を求められる現状からすれば、このようなマニフェストの重要性は今
後、さらに高まるものと思われ、その実施方法についても検討していくことが必要であろう。
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添付資料
資料1－1
（香辛料）
原因・A＝取扱の不備B＝流通・生産管理の不適正C＝農薬（薬剤）管理不足
原産国 違反内容 原因
生姜 生鮮 中国 農薬残留 B 中国国内向けと誤って出荷
生姜 生鮮 中国 農薬残留 C
生姜 生鮮 中国 農薬残留 A 収穫後保管不備
生姜 生鮮 中国 農薬残留 C 使用農薬確認不足
生姜 冷凍 中国 農薬残留 C 使用農薬確認不足
生姜 生鮮 中国 農薬残留 C 農薬管理不足
生姜 生鮮 中国 農薬残留 A 収穫後保管不備
生姜 生鮮 中国 農薬残留 A 収穫後保管不備
生姜 生鮮 中国 農薬残留 C
生姜 生鮮 中国 農薬残留 C 原料に対する使用農薬の認識不足
生姜 生鮮 中国 農薬残留 B 中国国内向けと誤って出荷
生姜 生鮮 中国 農薬残留 C 農薬管理不足
生姜 生鮮． 中国 農薬残留 B 収穫後保管不備
生姜 生鮮 中国 農薬残留 A 収穫後保管不備
生姜 冷凍（おろし） 中国 農薬残留 C
生姜 生鮮 中国 農薬残留 双日㈱
青とうがらし 生鮮 韓国 農薬残留 C 希釈倍率間違い
青とうがらし 生鮮 韓国 農薬残留 C 農薬使用状況の確認不足
青とうがらし 生鮮 韓国 農薬残留 C 農薬使用状況の確認不足
青とうがらし 生鮮 韓国 農薬残留 （有）大山
青とうがらし 生鮮 韓国 農薬残留 C 農薬使用状況の確認不足
青とうがらし 生鮮 韓国 農薬残留 （有）ジヤビーズ
青とうがらし 生鮮 韓国 農薬残留 C 希釈倍率間違い
青とうがらし 生鮮 韓国 農薬残留 C 農薬使用状況の確認不足
青とうがらし 生鮮 韓国 農薬残留 C 農薬使用状況の確認不足
青とうがらし 生鮮 韓国 農薬残留 （有）大山
青とうがらし 生鮮 韓国 農薬残留 C 農薬使用状況の確認不足
とうがらし 乾燥 インド 農薬残留 （有）カシミール
とうがらし メキシコ 微生物 A
とうがらし インド 農薬残留 アンピ力トレーディンゲ㈱
とうがらし インド 農薬残留 アンビカトレーディング㈱
とうがらし バングラデシュ 農薬残留 1LP JAPAN（有）
とうがらし インド 農薬残留 （有）カシミール
ミックススハ．イス チュニヅア 指定外添加牛 A
ナツメゲ インドネシァ 微生物 松浦薬業㈱
ナツメゲ インドネシァ 微生物 ㈱カーギルヅヤハ．ン
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資料1－2
（豆類・種実類）
原因：A＝取扱の不備B＝流通・生産管理の不適正C＝農薬（薬剤）管理不足
原産国 違反内容 原因
力力オ豆 生鮮 ベネズエラ 微生物 A 収穫後の乾燥不十分
カカオ豆 生鮮 ベネズエラ 微生物 A 収穫後の乾燥不十分
力力オ豆 生鮮 エクアドル 農薬残留 C
カカオ豆 生鮮’ エクアドル 農薬残留 C
力力オ豆 生鮮 エクアドル 農薬残留 C
カカオ豆 生鮮 が一ナ 農薬残留 C
カカオ豆 生鮮 が一ナ 農薬残留 C 農薬認識不足
力力一二 生鮮 が一ナ 農薬残留 C
筆力土塁 生鮮 力」ナ 農薬残留 C
力力士豆 生鮮 が一ナ 農薬残留 C
カカオ豆 生鮮 が一ナ 農薬残留 C 農薬認識不足
カカオ豆 生鮮 が一ナ 農薬残留 C 農薬認識不足
力赫豆 生鮮’ が一ナ 農薬残留 C 農薬認識不足
早早オ豆 生鮮 が一ナ 農薬残留 C 農薬認識不足
肋オ豆 生鮮 カ㌧ナ 農薬残留 C 農薬認識不足
カカオ豆 生鮮 力」ナ 農薬残留 C 農薬認識不足
カカオ豆 生鮮 エクアドル 農薬残留 C
力力オ豆 生鮮 が一ナ 農薬残留 C 農薬認識不足
力昇等豆 生鮮 が一ナ 農薬残留 G 農薬認識不足
平群豆 生鮮 ガーナ 農薬残留 C 農薬認識不足
カカオ豆 生鮮 が一ナ 農薬残留 C 農薬認識不足
早早オ豆 生鮮’ が一ナ 農薬残留 C
力力オ豆 生鮮 ベネズエラ 微生物 三井物産㈱
カカオ豆 生鮮 エクアドル 農薬残留 ㈱か判レジセパン
カカオ豆 生鮮 エクアドル 農薬残留 ㈱カー判レゾヤパン
力力オ豆 生鮮 エクアドル 農薬残留 ㈱カー判レゾヤハoン
力力オ豆 生鮮 エクアドル 農薬残留 伊藤忠食糧販売㈱
カカオ豆 エクアドル 農薬残留 ㈱カーキ悔ゾヤハoン
力力オ豆 エクアドル 農薬残留 伊藤忠食糧販売㈱
力力オ豆 エクアドル 農薬残留 伊藤忠食糧販売㈱
肋オ豆 エクアドル 農薬残留 伊藤忠食糧販売㈱
カカオ豆 エクアト加 農薬残留 三菱商事㈱
力力オ豆 生鮮  ・一 ベネズエラ 微生物 ㈱カーギルゾヤパン
カカオ豆 生鮮 ベネズエラ 微生物 ㈱カーギルジャハ．ン
力力オ豆 生鮮 エクアドル 農薬残留 ㈱カーギルジャパン
カカオ豆 生鮮 エクアドル 農薬残留 三菱商事㈱
力力オ豆 生鮮・冷蔵 力㌦ナ エンドスルファン 三井物産㈱
カカオ豆 生鮮・冷蔵 が一ナ 農薬残留 三井物産㈱
力力オ豆 生鮮・冷蔵 エクアドル 農薬残留 伊藤忠食糧販売㈱
力力オ豆 生鮮・ エチオピア 農薬残留 双日㈱
肋オ豆 生鮮 が一ナ 農薬残留 ㈱カーギルゾヤパン
力力オ豆 生鮮・冷蔵 エクアドル 農薬残留 ㈱カーギルジャバン
カカオ豆 生鮮 が一ナ 農薬残留 三菱商事㈱
カカオ豆 生鮮 エクアドル 農薬残留 ㈱カーギルゾヤパン
力力オ豆 生鮮・冷蔵 が一ナ エンドスルファン ㈱カーギルシ短ベン
カカオ豆 生鮮・冷蔵 ベネズエラ 微生物 ㈱カーギルシ勉ベン
力材豆 生鮮・冷蔵 が一ナ エンドスルフアン ㈱カーギルシ㌔ハ．ン
カカオ豆 エクアドル ＝菱商事㈱
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原産国 違反内容 原因
落花生 ア刈力 微生物 A 選別不十分
落花生 中国 微生物 A 選別不十分
落花生 煎り 中国 微生物 A 選別不十分
落花生 南アフリカ 微生物 A 原材料管理不足
落花生 中国 微生物 A 選別不十分
落花生 中国 微生物 A 天候不順及び乾燥不足
落花生 アメり力 微生物 A 選別不十分
落花生 南アフリカ 微生物 A 原材料管理不足
落花生 加工品 中国 微生物 A 原材料管理不足
落花生 煎り 中国 ・ 微生物 B 原料・保管時管理不足
落花生 煎り 中国 微生物 A 選別不十分
落花生 アメリカ 微生物 A 選別不十分
落花生 パラグアイ 農薬残留 B 輸送時にシへ．ルメトリンによる燥蒸を行っていた
落花生 パラゲアイ 農薬残留 B 輸送時にシペルメトリンによる煙蒸を行っていた
落花生 パラゲアイ 農薬残留 B 輸送時にシペルメトリンによる燥蒸を行っていた
落花生 ハ．宴Oアイ 農薬残留 B 輸送時にシへ．ルメトリンによる燥蒸を行っていた
落花生 パラグアイ 農薬残留 B 輸送時にシへ．ルメトリンによる燥蒸を行っていた
落花生 加工品 アメリカ 微生物 A 原料管理不足
落花生 パラグアイ 農薬残留 B 輸送時にシペルメトリンによる燥蒸を行っていた
落花生 パラグアイ 農薬残留 B 輸送時にシへ．ルメトリンによる燥蒸を行っていた
落花生 パラグアイ 農薬残留 B 輸送時にシペルメトリンによる燥蒸を行っていた
落花生 パラグアイ 農薬残留 B 輸送時にシペルメトリンによる燥蒸を行っていた
落花生 中国 農薬残留 C ドリフト
落花生 煎り 中国 微生物 A 原料管理不足
落花生 煎り 中国 微生物 B 製造工程における管理不足
落花生 り 一 中国 農薬残留 C
落花生 煎り 中国 微生物 八木通商㈱
落花生 南アフリカ 微生物 住金物産㈱
落花生 煎り 中国 微生物 ㈱松川屋
落花生 煎り 中国 微生物 白石食品㈱
落花生 インド 微生物 長栄商事㈱
落花生 ア刈力 微生物 互明商事㈱
落花生 煎り’ 中国 微生物 神榮㈱
落花生 煎り 中国 微生物 神榮㈱
落花生 煎り 中国 微生物 三昌貿易㈱
落花生 煎り 中国 微生物 ㈱タパタ
落花生 煎り 中国 微生物 ㈱松川屋
落花生 インド 微生物 A 天候不順及び乾燥不足、選別不十分
落花生 中国 微生物 神榮㈱
落花生 インド 微生物 A 選別不十分
落花生 ア刈力 微生物 A 選別不十分
落花生 煎り 中国 微生物 神榮㈱
落花生 アルぜンチン 微生物 ㈱カーギルジセパン
落花生 オーストラリ 微生物 ㈱吉田号
落花生 煎り 中国 微生物 三昌貿易㈱
ゴマ 種子 ボリヴィァ 農薬残留 B 誤って出荷
ゴマ 種子 ポリヴィァ 微生物 B 水濡れ事故
ゴマ 種子 中国 農薬残留 伊藤忠商事㈱
ゴマ 種子 グアテマラ 農薬残留 住友商事㈱
ゴマ 種子 ナィシ㌦［リア 農薬残留 三井物産㈱
ゴマ 種子 中国 農薬残留 B 流通過程による
ゴマ 種子（採油用 バネズエラ 農薬残留 住友商事㈱
ゴマ 種子 グアテマラ 農薬残留 伊藤忠商事㈱
ゴマ 種子 ナィシ壮リア 農薬残留 三井物産㈱
大豆         アメリ力  微生物   B       水濡れ事故
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資料1－3
                    （芋・穀類）
原因：A＝取扱の不備B＝流通・生産管理の不適正C・＝農薬（薬剤）管理不足
原産国 違反内容 原因
ばれいしょ 冷凍 アメリカ 微生物 B 製造工程における衛生管理不足
キャッサバ 加工品   otィリピン シアン化合物 B 製造工程における管理不足
キャッサバ 冷凍 タイ シアン化合物 B 製造工程における管理不足
タピオカ澱粉 ．タイ 添加物 B 製造工程管理不足
タピオカ 冷凍 台湾 微生物 ㈱フードサービスネットワーク
タピオカ 冷凍 台湾 微生物 ㈱フードサービスネットワーク
小麦 ア刈力 腐敗・変敗 B 水濡れ事故
小麦 アメリカ 腐敗・変敗 B 水濡れ事故
小麦 粉 ブラヅル 農薬残留 ㈱ケーエスシー
小麦 アメリカ 微生物 住友商事㈱
小麦 粉 ブラヅル 農薬残留 ㈱イマイ
とうもろこし アメリカ 微生物 B 船積前検査では問題なし、航海中ﾅ増殖又は輸入ロット中の偏在
とうもろこし ア霊力 微生物 B 船積前検査では問題なし、航海中ﾅ増殖又は輸入ロット中の偏在
とうもろこし アメリカ 微生物 B 船積前検査では問題なし、航海中ﾅ増殖又は輸入ロット中の偏在
（果物）
原因：A＝取扱の不備B＝流通・生産管理の不適正C＝農薬（薬剤）管理不足
原産国 違反内容 原因
マンゴー シロッフ漬け フィリピン 添加勿 A 添加勿 用 準の認識不足
マンゴー 生鮮   台湾 農薬残留 C 農薬認識不足
マンゴー 生鮮 台湾 農薬残留 B 日本向け以外の商品の輸入
マンゴー 生鮮 台湾 農薬残留 B 日本向け以外の商品の輸入
マンゴー 生鮮 台湾 農薬残留 C 農薬使用期間の管理不足
マンゴー 生鮮 台湾 農薬残留 B 日本向け以外の商品の輸入
マンゴー 生鮮 ム湾 農薬残留 G ドリフト
マンゴー 生鮮 台湾 農薬残留 B 日本向け以外の商品の輸入
マンゴー 生鮮 ム湾 農薬残留 C ドリフト
マンゴー 生鮮 ム湾 農薬残留 B 台湾国内向けを誤って出荷
マンゴー 生鮮 台湾 農薬残留 C ドリフト
マンゴー 生鮮  ，． 台湾 曹薬残留 C ドリフト
マンゴー 生鮮 フィりピン 曹薬残留 C 農薬 用の管理不足
マンゴー 乾燥砂糖 フィリピン 添加物 A 他国向け製品を誤って出荷
マンゴー 生鮮 フィリピン 農薬残留 C ㈱海風
マンゴー 生鮮 フィリピン 農薬残留 C
企業による農薬管理指導に反して整日がシへ．ルメト1ン
マンゴー 原料用果ヲ 台湾 異物 A 加熱器の不具合により生じたマンSーピューレの結 佳げが細
ハイナッフル 冷｝ タイ 視 B ． 1造工程に’ける呂理不足
o         ρn  “フル ステ・5 視生 B 翻美，に’1 泪 笛  ・
燥 アメ肋 添加 B 造工呈における添加 の目理不
自 アメ肋 添加 B 浩工口に’i 添加 の笛理・
ん’ 燥 アメ1功 添ロ A 添加 認識不足
あんず 乾燥 ア刈力 添加物 A 添加物認識不足
あんず 乾燥 ア刈力 添加物 A 日本の食品衛生法基準に不適合
平成18年6月～平成20年6月まで食品衛生法違反事例
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ワo
資料1－4
（野菜）
原因：A＝取扱の不備B＝流通・生産管理の不適正C＝農薬（薬剤）管理不足
原産国 違反内容 原因
ニンシン 生鮮 中国 辰護留 C 土士からの辰繍
ニンゾン 生鮮 台湾 農・残留 ㈱浩栄
ニンゾン 生鮮 台湾 農薬残留 ㈱小島商事
ニンゾン 生鮮 台湾 農薬残留 ㈱アゲロフレツシュ
ニンヅン 生鮮 台湾 農・残留 （有）サンフレッシュ
ニンゾン 生鮮 台湾 農薬残留 （有）豊成貿易
ニンヅン 生鮮 台湾 農・残留 C ドリフト
ニンヅン 生鮮 台湾 農薬残留 ㈱浩栄
ニンヅン 生鮮 台湾 農薬残留 ㈱ウェルグロウス
ニンヅン 生鮮 台湾 農薬残留 ㈱山形ごぼう商
ニンゾン 生鮮 台湾 農薬残留 （有）豊成貿易
ニンヅン 生鮮 台湾 農薬残留 C ドリフト
ニンヅン 生鮮 台湾 農薬残留 ㈱アグロフレッシュ
ニンジン 生鮮 中国 農薬残留 京葉物産（有）
ニンヅン 生鮮 台湾 農薬残留 ㈱南九州資材
ニンヅン 生鮮 台湾 農薬残留 峰昌（有）
ニンヅン 生鮮 台湾 農薬残留 ㈱南九州資材
ニンヅン 生鮮 玉 曹・‘ フヅ力蓮世
ホウレンソウ 燥 ベトナム 一ぶc C ドリフト
ねぎ 燥 中国 辰獄残留 C
ねぎ 燥 中国 農薬残留 C ドリフト
ねぎ 冷凍 中国 農薬残留 大陸貿易開発㈱
主 生醇 玉 些3ζ C ・瞳泓認碁b・
きのこ 燥 中国 添加物 B 使用基準不適合
たけのこ フ，… 中国 添加 B 用 ラ不し口
た【のこ i告 玉 添加 B 5 ・滴△
マッシュルーム 水煮 ブ冒シル 添加物 B 使用基準不適合
くらげ 燥 中国 辰噛・タ留 C
白きくらげ 乾燥 中国 農薬残留 C
白きくらげ 乾燥 中国 農薬残留 C
白きくらげ 乾燥 中国 農・・残留 C 農薬認識不足
白きくらげ 乾燥 中国 農薬残留 C 農薬認識不足
白きくらげ 乾燥 中国 農薬残留 C
白きくらげ 乾燥 中国 農薬残留 C ドリフト
白きくらげ 乾燥 中国 農薬残留 C
白きくらげ 乾燥 中国 農薬残留 C ドリフト
白きくらげ 乾燥 中国 農・残留 C
白 くらげ 目 玉 曹3く C
〈らげ 燥 中国 辰’・重留 C 肛送、による
〈らげ ■ 玉 曹・く C ド1フト
しいたけ 燥 中国 異同 ﾛ壁 Cしいたけ 乾燥 中国 農薬残留 C
しいたけ 乾燥 中国 農・残留 ㈱マルトモ物産
しいたけ 乾燥 中国 農・残留 ㈱サンワトレーディング
しいたけ 生鮮 中国 農薬残留 C ドリフト
平成18年6月目平成20年6月まで食品衛生法違反事例
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資料1－5
（とうもろこし）
農薬成分名 ．． 猪{．：1罷。。d6k：アメリガ・．涜ス剛ア： ．カナダ EU
γ一BHG（リンデンをいう。） 0．3 0．5 0．01
2．4－DB 0．02 0．02
2，2－DPA Oj Oj
MGPB O．02 0．02
TCMTB 0．1 0．1
アザメチボス α1 0．1
アジムスルフロン 0．02 0．02
アセトクロール 0．05 0．05
アゾキシストロビン 0．1 0．05 0．05
アトラジン 0．2 0．25 0．1 0．1
アバメクチン 0．01 0．01
アミトラズ 0．05 0．05
4一アミノピリジン 0．1 o．1
アメトリン 0．3 0．25
アラマイト 0．01 0．α
アリドクロール 0．05 0．05
イオドスルフロンメチル 0．03 0．03 0，025
イソキサジフェンエチル 0．09 Oj 0．08
イソキサフルトール 0．1 0．2 0．05
イマザピル 0．05 0．05 0．05
イマゼタピルアンモニウム塩 0．08 0．1 0．05
イミダクロプリド 0．1   0．05 0．05 0．05 0．05
インドキサカルブ 0．02 0．02
エテホン 0．5 0．05
エトリジアゾール 0．1 0．05 0．2
エンドスルファン 0コ    0」 0．2 2 0．05
オキサジキシル 0．｛ 0．1
オキシデメトンメチル 0．3 0．5 0．02
オキシフルオルフエン 005 0．05 0．05
オメト天一ト 2 2
オリザリン 0．01 0．0て
カルバリル 0．1    0．1 5 5 1 0．5
カルフェントラゾンエチル 0．08 0．1 0．05
カルベンダジム、チオファネート、チオファネートメチ
給yびベノミル（総和として。）
0．7 0」 2 0．1
カルボキシン 0．2 0．2 0．1
カルボスルファン α05   0．05 0．05 α05
カルボフラン 0．05   0．05 1 0．05 0」
キナルボス 0．05 0．05
キントゼン 0．01   0．01 0．02
クレソキシムメチル 5 0．05
クロゾリネート 0．05 0．05
クロピドール α2 0．2
クロピラリド 2 董 2
クロルエトキシホス 0．01 0．0歪
クロルタールジメチル 3 0．05 5
クロルデン 0．02   0．02 0．02 0．02
クロルピリホスメチル 7 10 3
クロルフェナピル 0．05 0．05
クロルフェンソン 0．01 0．01
クロルブファム 0．05 0．05
クロルベンシド 0．01 0．01
クロルメコート 0．05 0．05
クロロクスロン α05 0．05
クロロベンジレート 0．02 0．02
酸化フェンブタスズ 0．05 0．05
シアン化水素 20 25 15
ジウロン 0．7 1 Oj 1
ジオキサチオン 0．05 0．05
ジクロホップメチル 0．1 Oj
ジクロルプロップ 0．05 0．05
ジクロルミド 0．05 0．05
1，1一ジクロロー2，2一ビス（4一エチルフェニル）エタン 0．01 0．01
ジクワット α05   0．05 0．02 0」
知
（とうもろこし）
農薬成分名 日本． デC。d6翼こ、．アメリカ オ」ストラリア．∫ カナダ． ．．．EU
ジコホール 3 5 0．02
ジスルポトン α02 0．02 03 0．5 0．02
ジチオカルバメート 0．1 0コ 3 3 4 0．03
シニドンエチル 0．1 0．1
ジノセブ 0．05 0．05
ジノテルブ α05 α05
シハロトリン 0．04 0．05 0．05 0．02
ジフェニルアミン 0．05 0．05
ジフルフェンゾピル 0．05 0．05
ジフルベンズロン 2 2
シマジン 0．3 α25
ジメトエート 1 0．1 2 0．02
シロマジン 0．3 0．5 0．05
臭素（臭化メチル） 80
スピロメシフェン 0．02 0．02
スルフェントラゾン 0．2 Oj5
ダイアジノン 0．02 0．02 0．7 0．7 0．02
ダイアレート 0．05 0．05
チアベンダゾール 0．05 0．05
チアメトキサム 0．02 0．02 0．02 0．02
チオジカルブ及びメソミル（総和として。） 0．02 0．02 2 0．1 0．05
チフェンスルフロンメチル 0．1 0．05
テクナゼン 0．05 0．05
テトラジホン 5 5
テルブトリン 0．1 0．1
トラルコキシジム 0．02 0．02
トリアジメノール 0．1 0．05 0．01
トリアジメホン 0．1 0．5 0．1
トリアスルフロン 0．02 0．02
トリアレート 0．05 0．05
トリチコナゾール 0．05 0．05
トリデモルフ 0．05 0．05
トリフルムロン 0．05 0．05
トリフロキシストロビン 0．05 0．05
トリベヌロンメチル 0．05 0．05
トリホリン 0．1 0．1 0．05
二塩化エチレン 0．06 0．1 0．01
ニコスルフロン 0」 0．1 0．1
ニコチン 2 2
二臭化エチレン 0．01 0．01
ニトラピリン Oj 0．1
バーバン 0．05 0．05
パラコート 0．1 0．t 0」 0．1 0．05
ピクロラム 0．2 0．2
ピコリナフェン 0．02 0．02
ピラクロストロビン 0．1 0．1
ピラゾホス 0．05 α05
ピラフルフェンエチル 0．で 0．01
ピリプロキシフェン 0．6 0．1 1
フェナミホス 0．02 0．02
フェンクロルポス 0．01 0．01
フェンチオン 5 5
フェンチン 0．05 0．05
フェンプロピモルフ 0．3 0．05
ブタフェナシル 0．02 0．02
フッ化スルフリル α05 0．05
フラチオカルブ 0．05 0．05 0．05
プリミスルフロンメチル 0．06 0．1 0．02
ブリラゾール 0．01 0．01
フルオメツロン 0．1 0．1
フルチアセットメチル 0．1 0．01
フルトリアホール 0．02 0．02
フルフェナセット 0．05 0．05
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農薬成分名 日本ヒ． Code欝．＼．アメリカ．、栄オ」ストラリア カナダ． EU ：
フルフェンピルエチル O．01 0．01
フルミオキサジン 0．05 0．05
フルミクロラックペンチル 0．01 0．01
フルメツラム 0．05 0．05 0．05
フルリドン 0．1 0．1
フルロキシピル Oj 0．05 0．2 0．05
プロクロラズ 2     2 α05
プロシミドン 0．02 0．02
プロスルフロン 0．01 0．01
プロデイファコウム 0．0005 0．00002
プロバタロール 0．08 0．1 0．05
プロパルギツト 0．1    0」 0．1 3
プロピザミド 0．02 0．02
プロフェノホス 0．05 0．05
            Fvロヘキサジオンカルシウム塩 0．2 0．05
プロポキスル（プロポクスル） 0．5 0．05
プロメトリン α2 α25 0．1
プロモキシニル 0．2 0」 0．2
プロモプロピレート 0．05 0．05
プロモホスエチル 0．05 0．05
ヘキサクロロベンゼン 0．03 0．05 0．01
ヘキサコナゾール 0．02 0．02
ヘキシチアゾックス 0．05 0．05
ベナラキシル 0．05 0．05
ベノキサコール 0．01 0．01
ヘプタクロル 0．02   0．02 0．05 0．01
ペブレート 0．1 α1
ペンコナゾール 0．05 0．05
ベンフラカルブ 0．05 0．05
ホスファミドン 0』    0，1 0．05
ホスメット 0．05 0．05
ホラムスルフロン 0．01 0．01
ホルモチオン 0．02 α02
ホレート 0．05   0．05 0．1 0．5 0．05
マレイン酸ヒドラジド 1 1
ミクロブタニル 0．03 0．03 0．02
メカルバム 0．05 0．05
メコプロツプ 0．05 α05
メソトリオン 0．01 0．01 0．0｛
メタアルデヒド 1 1
メタクリホス 0．05 0．05
メタミトロン
メタラキシル及びメフェノキサム（総和として。） 0．05   0．05 0．1 0．1 0．05
メチダチオン 0，1    0．1 0．1 0．02
メトキシクロール 7 14 0．01
メトキシフェノジド 0．02   0．02 0．05
メトスラム 0．02 0．02
メフェンピルジエチル 0．01 0．01
モノリニュロン 0．05 0．05
リニュロン 0．2 0．25 0．05
リムスルフロン 0．1 0」
硫化カルボニル 0．2 0．2
リン化水素 0．1    0。1 0．1 α1 0．1
コ口メトリン 0．1 α1
「食品の残留農薬基準」ホ陽駒プリスト制度対応（財団法人 日本食品衛生協会）より抜粋
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資料1－6
（小麦）
農薬成分名 ．日本．「「 ．Cbde爽 アメリカ．オ些ストラリア． 功ナダ． EU．
一BHC lソーン い一 001． 001 05 0．01
24－DB 002 002
22－DPA 01 01MCPB 002 002
TCM丁B 01 01
メ ，、ス 01 01
ξ“?Xレフロン 002 0．02
セ  ロール 002 002
一ジン 03 025
バメ  ン 001 0．0崖
ミーズ 002 0．02
ミノピー1“ 004 004
レ“ξカレブ 002 002
“スルフロンメ レ 001 001
’  フレール 005 005
マゼ“ ンモニ ム蠣 005 005
マゼレ 005 005
マ メベンズメ レエスーレ 01 01
マ’aEしス ンモニ ム塩 02 03 005
ミ“ロブ1“ 005 005 005 005
工一 C、ン 2 1 2 1 05 02
エ1ジ ”一レ 005 005
エポ シコ ’“一レ 05 05
エン“スレフ ン 02 02 01 02 005
ジ ごレ 01 01
シーメンメ ル 002 002
シフル  レフェン 005 005
メエー 01 005
1 ’1ン 001 001
カルバ1レ 2 2 3 5 2 05
       いJレフェン 一’ンエ  レ 01 01 005
カルベンダジム、チオファネート、チオファネートメチ
給yびベノミル（総和として。）
0．6 0．1 0．05 0」
カレボ シン 02 02 01
カレボスレフン 01 02 005
カルボフーン 02 02 02 01
ン ローい 05 05 05
ンゼン 001 001 002
レジム 01 01
ロ ンセい メ シレ 01 01 01
ロジ 、、いプ 01 01
口朝 ，、・・ププロパ’レ 008 01 005
口’“匿 、一 005 005
ロピ“一レ 02 02
ロピー1“ 2 3 2 2
ロフェンセ“ 250 250
ロフェンージン 002 002
ロレーン 002 002 002 002
ロルピ1’・スメ レ 10 10 6 10 3
ロルフェ ピレ 005 005
ヒフェンブスズ 005 005
シ ンヒフ 20 25 15
ξ“@ロン 07 雪 01 1
ジロ、、いプメ レ 01 01 01
ジ  “ 2 2 002 2
ジコ、、一レ 002 002
““Xル・・ン 02 02 03 01
ジ  カレバメー 1 1 3 05 06
シニ“ンエ ル 01 01
ジノセブ 001 001
ジノーレブ 005 0．05
シロマジン 005 005
スピ空玉奇フ：［ン 003 003
スレノ・スルフロン 002 002 001 002
セ  ξジム 01 01
“ ジノン 01 01 002
ダゾメット、メタム及びメチルイソチオシアネート（総和 0．1 0．1
ベン“’“一レ 05 1 005
メ   ム 002 002 002
ご“Jレブ  ’メ’ミル総 とて 2 2 1 01 005
フェンスレフロン 01 002
フェンスレフロンメ レ 01 005
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（小麦）
農薬成分名 ．∫日本．＼Code×∫．㌶アメリガ：図オーストラリア’．ひカナダペ dU
一  ゼン 005 005
一レブ1ン 01 01
一ルコ シジム 002 002   002
1 ぐ“メノーレ 05    02 005 001
1 ジメ，、ン 01 1 05 02
1 スレフロン 002 002 OO2
1 レー 005 005 005
    いP コ ’一レ 004 005 005   001
1一c激t 005 0051フレムロン 005 005
1プロ ぐスロビン 02    02 005
1，・1ン 01    0で 01
ニ  ヒエ レン 006 01 001
一一s1ン 01 01
パーコー 005 005 005
ピコ1 フェン 004 002    005
ピノ  ーン 07 13 002
ビフェン1ン 05    05 2 05
ピー ロスロビン 002 002
ピー’“、、ス 005 005
フ モ   “ン 01    ω
フプロニレ 0002   0002
フェ ミ’・ス 002 0．02
フェノ1ン 2 2
フェン ン 005 005
フェンプロピモレフ 05    05 05
ブフェ ξル 002 002
フいヒスルフ1レ 01 01
フー  カレブ 01 02 005
フームプロいプメ レ 005 005
フレ メいロン 01 01
フレカレバ’“ン 1 ム嬬 001 001
      “tレ ンコ ’一レ 002 002
フル1 小一ル 002 002
フルフェ セい 1 1
フレミ   ξ“ン 005 005
フレメ”一ム 005 005
フル1“ン 01 01
フルロ シピル 03 05 02 0．1
プロシミ“ン 002 002
ブ口口フコ ム 00005 000002
プロパロール 005 005
プロパニレ 02 02
プロピ ミ“ 002 002
プロフェノ’・ス 005 005
プロヘ  ジ ンカレシ ム土告 05 0．2
プロポ シカルバ’“ン 002 002
プロメ1ン 01 01
プロモ ぐニレ 02 01 02
プロモプロピレー 005 005
フロースーム 001 001
ヘ   ロロベンゼン 003 005 001
ベ 一 ご レ 005 0．05
ベノ  コール 001 001
ヘプ ロレ 002   002 002 001
ペンコ ’“一レ 005 005
ベンフーカルブ 005 0．05
’・スフ ミ“ン 01    01 005
，、スメ“ 005 005
・・ルモ  ン 002 0．02
，、レー 005   005005 0．05
メカルバム 005 0．05
メコプロ・・プ 005 005
メ’スレフロンメ レ 003 003 002
メ  【．、ス 005 005
メ ミ“，、ス 001 001
メ毫 “レ ’メフェノ  ム、． ハ と 005   005 02 001    02 005
メ “ ン 002 001 002
メ  シ ローレ 2 2
メスーム 002 002
メフエンピ虎“エ レ 003 005 001
モノ1ニュロン 005 005
1ニュロン 02 025 005
ヒカレボール 02 02
1ンヒフ 01    01 01 01 01
レスメ 1ン 005 005
「食品の残留農薬基準」ホ。ゾティブリスト制度対応（財団法人 日本食品衛生協会）より抜粋
ク6
資料1－7
（大豆）
農薬成分名 日本1 Cod6ズ．．．∴アメリ九．オ」ストラリア．．．カナダ  圧じ
γ一BHC（リンデンをいう。） 1 2 0．01
2，4－DB 0．2 0．2
2，2－DPA 0．1 Oj
MCPB 002 0．02
アシフルオルフェン 01 0．1 0．1
アジムスルフロン 0」 0．1
アゾキシストロビン 0．5 0．5 0．5
アトラジン Oj 0．1
アバメクチン 001 0，002 0．02
アミトラズ 0．05 0．05
アラマイト 0．01 0．01
アルドリン及びディルドリン（総和として。） 0．05 0．05 0．02
イマザキン 0．05 0．05
イマザリル 002 0．02
イマ女寺ピルアンモニウム塩 0．1 0コ 0．1
イミダクロプリド 1 量
インドキサカルブ 0．5 08 0．2
エタルフルラリン 005 0．05
エテホン 0．05 0．05
エトリジアゾール 0．2 0．2
エンドスルファン 1 1 1 0．5
エンドリン 0．01 0．01
オキサジキシル 5 0』
オキシデメトンメチル 0．05 0．05
オキシフルオルフェン 0．05 0．05
オメトエート 2 2
カルバリル 0．2 0．2 5 5
カルフェントラゾンエチル 0．1 01
カルベンダジム、チオファネート、チオファネートメチ
給yびベノミル（総和として。）
｛ 0．2 0．1 α5 0．2
カルボキシン 0．2 0．2
カルボスルファン 0．05 0．05
カルボフラン 0．6 1 Oj
キナルポス 0．05 0．05
キントゼン 0．01 0．01 α02
クレソキシムメチル 0．1 0コ
クロゾリネート 0．05 0．05
クロマゾン α05 0．05 0．05
クロランスラムメチル 0．06 0コ 0．01
クロルタールジメチル 3 2 5 2
クロルデン 0．02 0．02 0．02 0．02
クロルピリホスメチル 0．05 0．05
クロルフェンソン 001 0．01
クロルブファム α05 α05
クロルベンシド 0．01 0．01
クロルメコート 0．1 0．1
クロロクスロン 005 0．05
クロロベンジレート 0．02 0．02
酸化フェンブタスズ 0．05 0．05
ジオキサチオン 0．05 0．05
ジクロスラム 002 0．02
ジクロルプロップ 005 O．05
1」一ジクロロー2，2一ビス（4一エチルフェニル）エタン 0．01 0．01
ジクワット 0．2 α2 1
ジコホール 01 0．1 5 3 0．05
ジスルホトン 0．2 0．2 0」 0．5 0．02
ジチ背肉ルバメート 3 0．5 0．06
シニドンエチル 0．1 0．1
ジノセブ 0．05 0．05
ジノテルブ 0．05 0．05
ジフェニルアミン 005 α05
ジメトエート 1 0．05 2 0．05
臭素（臭化メチル） 200 200
シロマジン 005 0．05
スルフェントラゾン 005 0．05
ダイアレート 0．05 0．05
チアベンダゾール 008 0．1 0．05
チアメトキサム 002 002 0．02
7／7
（大豆）
農薬成分名 旧本「． ．・ b6dex∫・1・㌔アメリカ．1・オ÷ズ：トラリア．’：：カナダ・．EU～．
チオジカルブ及びメソミル（総和として。） 0．2   0．05 α2 1 0．1
チフェンスルフロンメチル 0．1 0」
テクナゼン α05 0．05
テトラコナゾール 0．05 0．05
テトラジホン 5 5
テブコナゾール 0．1 Oj
トリアジメホン 0．2 0．2
トリデモルフ 0．て α望
トリベヌロンメチル 0．0｛ 0．01
トリホリン 0．05 0．05
二塩化エチレン 0．02 0．02
二臭化エチレン 0．01 0．01
            一   幽oーバン 0．05 0．05
パラコート 0．1    0」 0．05 1 0．05
ハロキシホップ 0．1 0」
ビフェントリン Oj 0．02 0．1
ピペロニルブトキシド 0．2    0。2 8
ピラゾホス 0．05 0．05
ピラフルフェンエチル 0．01 0．01
ピリプロキシフェン 0．1 Oj
ピリミカーブ 1 1
ピリミホスメチル 0．1 0．05
フェナミホス 0．05 0．05
フェナリモル 0．02 α02
フェンクロルホス 0．01 0．01
フェンプロピモルフ 0．05 α05
ブトロキシジム 0．01 0．01
フラチオカルブ 0．05 0．05
フルフェナセット Oj α1
フルフェンピルエチル 0．01 0．01
フルミクロラックペンチル α01 0．01
フルメッラム 005 0．05 0．05
フルロキシピル 005 0．05
プロクロラズ 0」 0．1
プロデイファコウム 0．0005 0．00002
プロパキザホップ 0．05 0．05
プロパジン 0．1 0」
プロパルギット 02    0．2 3
プロピザミド 005 0．05
コ口．フェノホス 0．05   0．05 0．05
コ口ヘキサジオンカルシウム塩 0」 0．1
プロポキスル（プロポクスル） 005 0．05
プロメトリン 0．1 0．1
プロモプロピレート 0．1 0．1
プロモホスエチル 0．05 0ρ5
ヘキサクロロベンゼン 002 0．02
ヘキサコナゾール 005 0．05
ベナラキシル 005 0．05
ヘ タクロル 0．02 0．02 0．01
ペンコナゾール 0．05 0．05
ベンフラカルブ 0．3 0．05
ホメサフェン 005 0．05 α05
ホルモチオン 0．05 0．05
ホレート 0．05   0．05 0．1 0．5 0．05
マレイン酸ヒドラジド 1 1
ミクロブタニル 0．05 0．05 0．05
メカルバム 0．05 0．05
メタアルデヒド 1 1
メタクリホス 0．05 0．05
メタラキシル及びメフェノキサム（総和として。） 005   0．05 1 0」     1 0．05
メチダチオン 0．1    0．1 0」 0．02
メトキシクロール 1 2 α01
メトキシフェノジド 0．1 0．1
モノリニュロン 005 α05
ラクトフェン 005 0．05
リニュロン 05 1 0．05
硫化カルボニル 0．2 0．2
リン化水素 0．1 0．1 0．01
レスメトリン 0．2 α2
「食品の残留農薬基準」ボプティブリスト制度対応（財団法人 日本食品衛生協会）より抜粋
クe
資料1－8
（かぼちゃ）
農薬成分名 ．日本：… C◎dex「rアメリガ．オ」ズトラリア＼ カナダ．． 、EU．．
γ一BHG（リンデンをいう。） 2 3 2 3 0．01
2，4－D 0．08 0．1 0．05
2，2－DPA 0．1 0．1
アジムスルフロン 0．02 0．02
アジンホスメチル 0．5 0．5
アトラジン 0．02 0．1
アニラジン 10 5
アバメクチン 0．01 0．01 0，005 0．02 0．01
アミトラズ 0．05 0．05
アラマイト 0．01 0．01
アルジカルブ 0．05 0．05
イミダクロプリド 1 1 0．5 0．2
エタルフルラリン 0．05 0．05
エテホン 2 0．1 0．05
エトリジアゾール 0」 0．2
エンドスルファン 0．5 0．5 2 2 1 0．3
エンドリン 0．05 0．05 0．01
オキサジキシル 5 0．1 0．5
オキシデメトンメチル 0．5 1 0．02
オメトエート 2 2
カルバリル 3 3 10 3 3
カルフェントラゾンエチル 0．1 0．1
カルベンダジム、チオファネート、チオファネートメチ
@  “ベ ミ  公
3 0．7 2 0．5 0．5
カルボスルファン ｛ 0．05
カルボフラン 0．5 α8 0．2
キナルホス 0．05 0．05
キノキシフェン 0．3 0．3
キントゼン 0．02 0．02
クレトジム 0．5 0．5 0．1
クロゾリネート 0．05 0．05
クロピドール 0．2 0．2
クロマゾン 0．08 0．1 0．05
クロルタールジメチル 2 1 5 壌
クロルデン 0．02 0．02 0．05 α01
クロルピリホスメチル 0．03 α05
クロルフェナピル 1 0．05
クロルフェンソン 0．01 0．01
クロルブファム 0．05 0．05
クロルベンシド α01 0．01
クロルメコート 0．05 0．05
クロロクスロン          0．05 0．05
クロロベンジレート 0．02 0．02
酸化フェンブタスズ 0．5 0．5
ジオキサチオン 0．05 α05
ジクロルプロップ 0．05 0．05
L1一ジクロロー2，2一ビス（4一エチルフェニル）エタン 0．01 0．01
ジクワット 0．05 0．05 0．02 0．05
ジコホール 1 1 5 5 3 0．5
ジスルホトン 0．5 0．5 0．5 0．02
ジチオカルバメート 1 1 4 2 4 1
シニドンエチル 0．05 0．05
ジノカップ 005 0．05 0．1
ジノセブ 0．05 0．05
ジノテフラン 2 0．5
ジノテルブ 0．05 0．05
ジフェニルアミン． 0．05 0．05
シプロジニル 0．2 0．2
ジメチリモール 0．2 1
ジメトエート 1 ．5 0．02
ジメトモルフ 2 0．5 0．5
シモキサニル 0．5 0．05
臭素（臭化メチル）      一 200 200 30
スピロメシフェン 0．1 0．1
ゾキサミド’ 1 1
ダイアレート 0．05 0．05
チアベンダゾール 2 1 0．05
チアメトキサム 0．5 0．2 0．02
oq
（かぼちゃ）
農薬成分名 日本、． C。dex．アメリカ．：1オ』潜ヲ炉 ．カナダ   EU
チオジカルブ及びメソミル（総和として。） 0．5 0．2 0．2 0．05
テクナゼン 0．05 0．05
テトラジホン 1 1 5 1
トリアジメノール 2     2 0．5
トリアジメホン Oj    O」 0．3 0．2 0．1
トリアゾボス 0．02 0．02
トリデモルフ 0．08 0」 0．05
トリフロキシストロビン で 0．5
トリホリン 0．5    0．5 0．5
ナプタラム 0．1 0．1
二塩化エチレン 0．01 O．0霊
ニコチン 2 2
二臭化エチレン α01 0．01
“      “nーハン 0．05 0．05
パラコート α05   0。05 0．05 0．05 0．05
ビテルタノール 0．5 α5
ビフェントリン 0．5 0．4 0．1 0．1
ピペロニルブトキシド 1     1 8
ピメトロジン 1 Oj 0．1
ピラクロストロビン 0．5 0．5
ピラゾボス 0．1 0．2 0．05
ピリプロキシフェン 1 0．1 0．2
ファモキサドン 2    0，2 0．3
フェナミホス 0．05 0．05 0．05
フェンクロルホス 0．01 0．01
フエンチオン 3 3
フェンチン 0．05 0．05
フェンプロピモルフ 0．05 α05
ブピリ二一ト 1 1
ブプロフェジン 1 0．5 0．5
フラチオカルブ 0．3 0．05
フルジオキソニル 2 0．01
フルシトリネート 0．05 G．05
フルリドン 0．て 0．1
フルロキシピル G．05 0．G5
プロクロラズ 0．05 0．05
プロパジン 0．1 0．1
プロパルギツト 3 3
プロピザミド 0．1 0．02
プロフェノホス α05 0．05
プロヘキサジオンカルシウム塩 0．05 0．05
プロポキスル（プロポクスル） 2 0．05
プロメトリン Q．1 0．て
プロモプロピレート 0．5    05 0．05
プロモホスエチル 0．05 0．05
ヘキサクロロベンゼン 0」01 0．01
ベナラキシル 0．1 0．2 α05
ヘプタクロル 0．03 0．05 0．01
ベンスリド 0．1 Oj 0．1
ベンフラカルブ 1 0．05
ホルペット 2Q 15
ホルモチオン 0．02 0．02
ホレート 0．3 0．5 0．05
配下ルバム 0．05 0．05
メタアルデヒド 1 1
メタクリホス 0．05 0．05
メタミドホス 0．1 0．01
メタラキシル及びメフェノキサム（総和として。） 2    02 1 02 1 0．05
メチダチオン 01 0｛ 0．02
メトキシクロール 7 14 0．01
メトキシフエノジド 2 0．3
メビンホス 0．3 0．25
モノリニュロン          一一 0．05 α05
りこユロン 0．2 0．05
リン化水素 0．01 0．01 0．0嘘
レスメトリン 0．1 0．1
「食品の残留農薬基準」ポヅティプリスト制度対応（財団法人 日本食品衛生協会）より抜粋
go
資料1－9
（黄桃）
農薬成分名 日本． ．：「 bodex． ＝アメリカオーストラリア．㌔＝カナダ EU
γ一BHC（リンデンをいう。） 1 1 0．5 3 0．01
2，2－DPA 1 1
アジムスルフロン 0．02 0．02
アジンホスメチル 2 2 2 2 1 0．5
アトラジン 0．02 0．1
アバメクチン 0．02 0．02 0．01
アミノエトキシビニルグリシン 0．2 0．2
アラマイト 0．01 0．01
アルジカルブ 0．05 0．05
イマザリル 0．02 0．02
イミダクロプリド 3 3 0．5 3
インドキサカルブ 2 2
エチオン 0．3 1 0．5
エテホン 10 10 10 15 8 3
エンドスルファン 1 1 2 2 2 0．05
オキシデメトンメチル 0．02 0．02
オキシフルオルフェン 005 0．05 0．05 α05
オメト三一ト 1 2 0．4
オリザリン 0．08 0．05 0」
オルトフェニルフェノール 2 3 0．5
カルバリル 10 10 10 5 10 1
カルフェントラゾンエチル 0．1 0」 0．05
カルベンダジム、チオファネート、チオファネートメチ
給yびベノミル（総和として。）
3 10 5 0」
カルボスルファン 0．2 0．05
カルボフラン 0．3 0．1
キノキシフェン 0．3 0．3
キャブタン 5 15 5 2
キントゼン 002 0．02
クレソキシムメチル 20 0．05
クロゾリネート 0．05 0．05
クロピドール 0．2 0．2
クロピラリド 0．5 0．5
クロルデン 0．02 0．02 0．02 0．01
クロルピリホスメチル 0．05 0．05
クロルフェナピル 5 0．05
クロルフェンソン 0．01 0．01
クロルフェンビンホス 0．05 0．05
クロルブファム 0．05 0．05
クロルプロファム 0．05 0．05
クロルベンシド 0．01 0．0准
クロルメコート 0．05 0．05
クロロクスロン 0．05 0．05
クロロベンジレート 0．02 0．02
ジウロン 0．05 0．5
ジオキサチオン 0．05 0．05
ジクロベニル 0．2 0」5 0．1
ジクロラン 10 15 15
ジクロル ロップ 3 0．05
1，1一ジク二二ー2，2一ビス（4一エチルフェニル）エタン 0．01 0．α
ジクロン 3 3
ジクワット 0．03 0．02 0．05 0．05
ジスルポトン 0．05 0．02
ジチアノン 5 5 2
ジチオカルバメート 7 7 4 3 4 2
シニドンエチル 0．05 0．05
ジノカップ 0．1 0．1
ジノセブ 0．05 0．05
ジノテルブ 0．05 0．05
ジフェニルアミン 0．05 0．05
ジフルベンズロン 0．07 α07
塔}ンン 0．2 0．25 0．1
ジメト二一ト 2 2 5 2 1
シロマジン 0．05 0．05
スピロジクロフェン 5 1
ダイアレート 0．05 0．05
チアクロ リド 5 2
チアベンダゾール 3 0．05
gJ
（黄桃）
農薬成分名         日本 〆． bodex．：7メ1ノカ∫．1オーストラリア・カナダ．モU
チアメトキサム 5 0．5 0．02
チオジカルブ及びメソミル（総和として。） 1 2 0．1
テクナゼン 005 0．05
テトラジホン 1 5 5 5
デメトンーS一メチル 0．4 0．4
ドジン 3     3 5 5 2 1
トリアジメホン Oj 0．1
トリアゾボス 0．02 0．02
トリアレート 0．1 0．望
トリデモルフ 0．05 0．05
トリフロキシストロビン 2 2
トリホリン 2     2 10 2
1一ナフタレン酢酸 01 0．韮
ナプロパミド 0．1 Oj Oj
二塩化エチレン 0．01 α01
ニコチン 2 2
二臭化エチレン 0．01 O．01
ノルフルラゾン 0．2 0．1 0．2
“       “n一三ン 0．05 0．05
バミドチオン 0．05 0．05
パラコート 0．05 0．05 0．05 0．05
ハロキシホップ 0．05 0．05
ピペロニルブトキシド 8 8 8 8
ピメトロジン 1 0．05
ピラクロストロビン 0．9 0．9
ピラゾホス 0．05 0．05
ビンクロゾリン 3 3
ファモキサドン 2 0．02
フィ ロニ．ル 001 α01
フェナミホス 01 0．25 0．02
フェンクロルホス 0．01 0．01
フェンチオン 2     2 5
フェンチン 0．05 0．05
フェンブコナゾール 1     1 2 1 0．8
フェンプロピモルフ 0．05 0．05
ブタフェナシル 0．1 0．02
フラチオカルブ 0．1 0．05
フルリドン 0．1 0．1
フルロキシピル 0．05 0．05
プロパルギツト 4     4 3
プロピザミド 006 0．1 0．02
プロフェノホス 005 0．05
プロヘキサジオンカルシウム塩 2 0．05
プロポキスル（プロポクスル） 1 0．05
プロモプロピレート 2 5 0．05
プロモホスエチル 0．05 0．05
ヘキサク翌旦ベンゼン 0．01 0．01
ベナラキシル 0．05 0．05
ベノキサコール 0．0准 0．01
ヘ タクロル G．01 0．α
ベンフラカルブ 0．5 0．05
ホサロン 2     2 15 6 1
ホスファミドン 0，2    0．2 α15
ホスメット 0．1 10 1 7
ホルペット 30 25
ホルモチオン 002 0．02
ホレート 0．05 0．05
二二ルバム α05 0．05
メタアルデヒド 1． 1
メタクリボス 0．05 0．05
メタミドホス 0．01 0．01
二塁ラキシル及びメフェノキサム（総和として。） 1 1 0．2 1 0．05
メチダチオン 0．2    0．2 0．05 0．01 0．2 0．02
メトキシクロール 7 14 0．01
メトキシフェノジド 2     2 3
メビンホス 0．5 0．5
モノリニュロン 0．05 0．05
リン化水素 001 0．01
レスメトリン Oj Oj
「食品の残留農薬基準」ホ．ゾディブリスト制度対応（財団法人 日本食品衛生協会）より抜粋
彩
日経テレ：コン21（日経4紙検索）
キーワード：違反、輸入、食品で検索検索範囲：全範囲検索日＝2008年10月
賄be
1975／04／11日本経済新聞 放射線照射 放射線照射食品 粉末野菜 へ’rーフードなどの原料に使われている粉末野菜に放射線を違法に照射していた 和光堂、キユーピー、雪印乳業
1978／09／12日本経済新聞 放射線照射 放射線照射食品 粉末野菜 味の棄、放射線殺菌食品悶題で一時中止の「中華あじ」の製造を包装など変更し再開へ 味の索、和光堂
1978／11／12日本経済新聞 有害物質 カドミウム 玄米 環境庁の調査で、9県21地域でカドミウ濃度1．Oppmの基準を上回る玄米が検出 秋田、千葉、大分
1978／11／01目本経済新聞 シアン化合物 豆 ビルマから輸入された「あん」の原料豆に国の基準を上回るシアン化合物が入っていることがわかった。 ビルマ産
1982／02／25日本経済新聞       ㌔ 微生物 ボツリヌス菌          ～ サケ缶詰 高望麓難壁塗壁翻醗器縫蜜8熱型齢強く齢に危険なボツリヌ脚混入して嚇し煽るとし耐亟洋嫡品の 極洋米国産       1脚
1982／03／25日経産業新聞 口蹄疫 豚肉 デンマーク産の豚肉が口蹄疫の発生により輸入禁止 デンマーク産
1984／06／27日本経済新聞 微生物 ボツリヌス菌 からしレンコン 熊本県から、広範囲に拡大。真空パックという新しい製造工程で作られたからしレンコンからポッリヌス菌 熊本県
1985／08／07日本経済新聞 ジエチレングルコール ワイン 4銘柄の輸入ワインから有毒不凍液のジエチレン・グリコールを検出。都内で確誘された有毒ワインはこれで33銘柄となった。名古屋では2銘柄みつかった。 オーストラリア産、西ドイツ産、イタリア産
て985／09／14日本経済新聞 食品添加物 シ’エチレンゲリ］一ル・モノエチルエーテル アイスクリーム 高級アイスクリームに、日本では使用が禁じられている食品添加物シ’エチレングリコー，レモノエチ’に一テルが混入されていたことがわかった。この添加物はイタリアでアイスクリーム用香ｿの溶剤として使われている。 不二家イタリア産
1985／07／16日本経済新聞 有害物質 カドミウム 米 富山県は、カドミウム準汚染米が実際には流通しなかったことを伝える 富山県
1985〆10／08日本経済新聞 食品添加物 シ’エチレンゲリコール・モノエチルエーテル アイスクリーム アイスクリームに、日本では使用が禁じられている食品添加物ヅエチレンゲリコー，レモノエチ，に一テルが検出。 東急フーズベーカリー
1987／01／10日本経済新聞 放射能汚染 放射能汚染食品 ヘーゼルナッツ 昨年末トルコから輸入されたヘーゼルナッツからソ連のチェルノブイ1源発事故が原因とみられる放射能が検出された問題で、厚生省は欧州の食品輸出国やA入業者に対し食品の放射能検査を厳しくするよう要請 トルコ
1987／01／31日本経済新聞 食品添加物 ポリソルペート カップラーメン 韓国製カップラーメンの中に、日本国内で使用禁止になっている食品添加物「ポリソルベート」を粉末スープの原料にしているものがあった。 韓国製
1987／02／06日本経済新聞 放射能汚染i放射性セシウム） 放射能汚染食品
月桂樹の葉、
Zージ、牛の胃
トルコから輸入した香辛料である月桂樹の葉とセージ〔サルビア）、フィンランド産の牛の胃から基準値を超える放射性セシウムを検出。昨年4月にソ連で起きたチェルノブイリ原
ｭ事故による放射能汚染とみられる。 トルコ産、フィンランド産
1987／02〆13日本経済新聞 放射能汚染    ご 放射能汚染食品 トナカイの冷凍生肉 スウ土一デンから輸入したトナカイの冷凍生肉から基準値を超える放射性セシウムを検出。昨年4月にソ連で起きたチェルノブイリ原発事故による放射能汚染とみられる。 スウェーデン産
1987／09／12日本経済新聞 放射能汚染i放射性セシウム） 放射能汚染食品 月桂樹の葉
横浜港に輸入されたトルコ産月桂樹の葉3．02トンから放射能暫定基準値の370ベクトルを超える1042ベクトルのセシウム134、137を検出。ソ連で起きたチェルノブイリ原発事故に
謔髟厲ﾋ能汚染とみられる。 トルコ産
1987／11／05日本経済新聞 殺菌剤 過酸化水素 コーヒー飲料 名古屋製酪製のコーヒー飲料「フランス風・スジャータカフェオーレ」に過酸化水上が混入。県衛生部は、過酸化水素で容器包装の殺菌を行う生産ラインを使用している企業ﾉ、立ち入りを検査指示。 名古屋企業
1987／11／10日本経済新聞 殺菌剤 過酸化水素 ポタージュ 名古屋製酪製、ポタージュにも過酸化水素混入。県衛生部は、過酸化水素を容器の殺菌に使う名古屋製酪製の検査を進めており、フレッシュ・ポタージュ・篇一ンについても。在ﾉ品の中から抜き取り検査。 名古屋企業
1988／01／02日本経済新聞 殺菌剤 過酸化申出 事故原因 名古屋製酪製のカップ入り飲料など4種類の製品に発ガン性が指摘される過酸化水工が混入した問題で、原因は容器殺菌用の過酸化水素を噴霧するmズルの不良と事故を起こした同社大阪工場のずさんな安全管理体制が重なったため。 名古屋企業
1988／10／05日本経済新聞 カビ毒 アフラトキシン トウモロコシ 米国産のトウモロコシに発ガン性の有害物質が発生。 米国産
1988／04／28日本経済新聞 放射能汚染 放射能汚染食品 ドライハープ、ハーブ茶、Lノ］（ウロラッ’曲ケ）
輸入されたユーゴズラビア産ドライハーブ、ルーマニア産ハーブ茶、フランス産キノコ（クロラッパタケ）から基準値の370を超える放射能を検出。ソ連で起きたチェルノブイリ原発事
ﾌによる放射能汚染とみられる。 ユーゴスラビア産、ルーマニア産、フランス産
1988／02／16日本経済新聞 行政 検査体制 放射能測定 海外旅行のおみやげで持ち帰った食品の放射能を、その場で測定するサービスを厚生省が5月旧～15Elまで、成田空港のロビーで実施。
婁988／07／18日本経済新聞 行政 検査体制 放射能測定 厚生省は、今年10月末で打ち切られる輸入食品の検査体制を期限後も継続することを決めた
1988／12／29日本経済新聞 放射能汚染 放射能汚染食品 香辛料、月桂樹の葉 スペインから輸入された香辛料、月桂樹の葉から、国の暫定基準限度370ベクレルの3．6倍近い1、325ベクレルの放射能が検出 スペイン
1989／09／09日本経済新聞 行政 原産国表示 輸入品の表示 消費者が原産国を誤認する恐れがある輸入食品に実際の製造国名を示す「原産国表示」を義務づける対象､品を増やすなど、景品表示法の運用の強化する方針を固めた。
1989／10／24日本経済新聞 放射能汚染 放射能汚染食品 キノコ 成田空港に着いたフランス産キノコ（アンズタケ）から日本の暫定基準値370ベクレル／kgを超える532ベクレルの放射能を検出。チェルノブイリ原発事故によるものとみられる。 フランス産
1990／01／05日本経済新聞 行政 検査体制強化 合成抗菌剤、農薬
輸入食品の増加に伴い、食品衛生法で禁止されている合成抗菌剤や基準値を超える農薬など外国産の
Eナギや鶏肉などから検出されているため、厚生省は輸入食肉と養殖魚介類について十六日から三月末まで残留物質のモニタリング検査をすることを決め、四日までに全国の
汢u所に通知した
1993／08／19日本経済新聞 食品添加物 ポリソルベート 清涼菓子 菓子メーカーのネッスルマッキントッシュがオーストラリアから輸入、国内で販売している清涼菓子「ポロミントレモン」から指定外添加物を検出したと発表。 オーストラリア産
1995／09／28日経流通新聞 食品企業 検査体制強化 品質検査
西友は加工食品の品質検査の体制を見直す。検査基準を見直すとともに、輸入・製造から二か月経過した時点で公的機関に委託して検査する。入ジーランドから輸入したミネラルウォーターからカビが見つかった事故を受けて。
西友
1998／10／23日本経済新聞 行政 認証基準の導入（有機食品） 遺伝子組換え技術を使った大豆などは有機栽培しても、消費者の抵抗が強いなどとして有機とは認めない。輸入食品は「基準の厳しさが国内と同等以上」と農水省が認めた国ﾌ有機食品に限定する。
1999／05／27日本経済新聞 行政 原産国表示 原産国表示 輸入食品の増加と．味や健康、安全性に対する関心の高まりから、法改正により2000年にも、すべての生鮮食品に原産地表示が義務付けられる見通しだ。
2000／08／23日本経済新聞 微生物 黄色ブドウ球菌 脱脂粉乳 雪印乳業大樹工場製の脱脂粉乳から黄色ブドウ球菌毒素が検出されたことでメーカーに困惑が広がっている。 蟹印乳業
2000／08／22日本経済新聞 微生物 黄色ブドウ球菌 脱脂粉乳 雪印乳業大樹工場で製造された脱脂粉乳から黄色ブドウ球菌毒素のエンテロトキシンAが検出された問題で、北海道は23日．検査していた同工場の検体からも、同種の毒素をm認、この脱脂粉乳が大阪工場のずさんな衛生管理とともに大規模な雪印の食中毒事件の複合的な要因の一つであるとの見解。 雪印乳業
2000／08／29日経流通新聞 微生物H品企業
黄色ブドウ球菌
ﾇ理体制強化
脱脂粉乳
i質管理体制
14，000人以上もの被害者を出した雪印乳業による食中毒事件を皮切りに。7月以降食品メーカーの製品回収が相次いでいる。
Lリンビバレッジは8月21日付で社長直属の品質保証部を新設。山崎製パンは異物混入対策のための専門部署を配備。宝酒造は、製晶の出荷前の品質検査の項目を三割程
x増す。小岩井乳業は五千万円を投じ高温消毒時の機械の温度が配録される自動温度計等を配備。
雷印乳業関連
彊
ユ
ノ2002／05／13
日本経済新聞 食品添加物 酸化防止剤（BHQ） 肉まん め、十日吹田保健所に提出した。
ダスキンの食品衛生法違反事件で、同社は「ミスタードーナツ」が中国で製造した「大肉まん」に無認可の酸化防止剤（BHQ）を含む油脂が使用された経緯の調査報告書をまと 中国製造、ダスキン
2002／06バ3日経産業新閏 食品企業 管理体制強化 品質管理体制 日清製粉グループが品質管理体制の強化に取り組んでいる♂998年間整えたグルーの品質管理体制に加え、最近では二二現場で「食の安全二四の徹底を進める運動を展 日清製粉グループ
2002／07／1訂日経産業新聞 行政 法律 アレルギー表示 4月から食品添加物や加工食品を対象に、卵などアレルギーの原因となりやすい物質の表示義務が課せられるようになった。
2002／07／12日本経済新聞 行政 添加物指定 回収多発で追認、食品添加物30種指定へ
2002／07／18日経産業新聞 食品企業 管理体制強化 品質管理体制 ロッテが原料分析などを手掛ける安全・品質管理専門研究員を配置した他、異物混入防止のための設備改良などを進めている。 ロッテ
2002／08／19日経産業新聞 食品企業 管理体制強化 品質管理体制 味の素が食の安全と商品開発力の両立を狙って、米国と中国の二か所に研究開発センターを設立する 味の素
2002／08／22日経産業新聞 食品企業 管理体制強化 品質管理体制 乳酸菌飲料を主力とするカルピスは、生産現場での衛生管理と品質管理の情報共有化に力を入れている カルピス
2002／08／22日経産業新聞
」食品企業             F1
ﾇ理休制強化 品質管理体制 森永乳築1ま「MACCP」と呼ぶ、独自の品質管理システムを整備している。同社にとって忘れられないヒ素ミルク事件と、2000年の雪印乳業の集団食中毒事件の二つを教訓に。ﾀ全と品質には最大限の経営資源を投じている。
        t
X永乳業
2002／08／28日本経済新聞 行政 管理体制強化 農薬 輸入食品で農薬残留などの基準違反が相次いだ場合、輸入を禁止できる規定を盛り込んだ改正食品衛生法が九月七日に施行されるのに向け、厚生労働省は輸入禁止措置発ｮの要件を「違反率五％以上」などとする方針を固めた
2002／09／23日本経済新聞 農薬 農薬 ホウレンソウ 残留農薬問題をきっかけに日本で中国野菓の輸入自粛措置が広がり、産地では秋植えの作物の植え付けを見送るなど影響が出始めている。七月から輸入の自粛借置を打ちoした冷凍ホウレンソウは、すでに品薄。 中国産
2002／10／03日経MJ（流通薪聞） 食品企業 管理体制強化 品質管理体制 食品業界で二次元コードを活用したトレーサビリティシステムを導入する動きが広がってきた。キユーピーは10月から鳥栖工場で製造するベビーフードを対象に沸入。石井食品燉?pを始めている。 キユーピー、石井食品
2003／11／09日本経済新聞 行政 検査体制_薬、遺伝子組換え、放射線照射
検査体制 食品衛生法が五十六年ぶりに抜本改正されてから半年。効果をあげるかどうかは監視態勢にかかっている。輸入食品の検査のうち、残留農薬や添加物、遺伝子組換え食品な
ﾇ高度な設備が必要な検査ができるのは、横浜と神戸だけだ。輸入食品の急増で、放射線の当たった輸入食品が流通しているとの不安が高まっている。
2004／04／24日本経済新聞 食品企業 管理体制強化 品質管理体制 はごろもフーズは食品製造の管理体制を強化する。自社のこ工場で危険度分析による衛生管理（HACCP）の承認を厚生労働省から受けた。 はごろもフーズ
2004／05／01日本経済新聞 農薬 有機リン系殺虫剤（メタミドホス） 冷凍ライチ 中国産の冷凍ライチから基準値を超える有機リン系殺虫剤（メタミドボス）が基準値の二倍にあたる0．2ppmが検出 中国産
2005／07／12日本経済新聞 有害物質 ホルムアルデヒド ビール 食品への添加が禁じられている有害成分「ホルムアルデヒド」が中国産の一部のビールに含まれているとの疑惑があり、全国の検疫所を通じ輸入業者に中国のメーカーへの事ﾀ確隠を求める通知を出した 中国
2007／03／03日本経済新聞 BSE BSE ソーセージ 使っているとの表示があった。
輸入を禁止している米国産牛肉加工品の疑いがあるソーセージが日本に届いたと発表。輸出書類には牛肉を原材料に使っていないと書いてあったが、商品のラベルに牛肉を
2007／06／14日本経済新関 行政 BSE 米側の体制は日本の輸入条件に見合っていると判断、日本の輸入業者がすべての荷物を開封してチェックする「全箱確認」は終了する。出荷実績のない施設や違反をした施設ｩらの荷物は検疫所での検査強化で対応する 米国産
皐 2007／0フ／11日本経済新聞 農薬 有機塩剛堅殺虫剤BHC 生路 青。置食品衛生法違反の中国産ショウガの輸入を認めるミスがあったと発表。残留基準の四倍の0．04ppmの有機塩素系殺虫剤BHC（ベンゼンヘキサクロライド）を検出した検査結果を中国産
2008／01／31日本経済新聞 農薬 有機リン系殺虫剤（粕ミドボス） ギョーザ ギョーザのような加工食品の検疫は技術的に困難なのが実情だ。メタミドホスは日本での使用は認められていないが、東アジアや欧米などでは野菓や果物の農薬として一般的ﾉ使われている。
2008／02／O，日本経済新聞 農薬 有機リン系楚虫剤（メタミドホス） ギョーザ 毒性の強い有機リン系殺虫剤（メタミドホス）が混入していた中国製ギョーザの中毒問題は消費者に衝撃と不安を与えた。日本の企業や行政の貨任と課題も重い。
2008／05／30日本経済新聞 食品企業 法律 ポジティブリスト制
がヅティブりスト制度が導入されて二年が経過した。輸出国の検査体制が整うのに伴って違反は徐々に減少。検査費用など食品業界の負担が増すといった昌昌も浮上していう。規制の厳しい日本向け輸出敬遠する動きも出始めた。輸出国の「日本離れ」が加速するという懸念もある。
2008／07／18日本経済新聞 行政． 検査体制 農薬 総務省はモニタリング検査が不十分だとして厚生労働省に改善措置を講ずるように勧告。ただ、現場では人手不足も顕著だ。
2008／09／06日本経済新聞 カビ毒 アフラトキシン 米 中国やベトナムなどから輸入し、カビ毒や基準値を超す残留農薬が検出された米を食用に不正に転売
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EU｛張食品中
ﾉヒ素の基踏
@値なし）
食品衛主法 コーデツクス規@ 格 ∈u 食品衛生裁
コーアツク規
bODEX STAN
@ 193r
P995、R∈V3臨
@200η
 アメリカ
iC。mpll日n・恩
eolioソGuid8s，
オーストラリア
@ （F。。d
rt暴ndロr5 Codo
@ t．4．1｝
食品衛生法 コーデツクス競@ 格 食晶衛生法 EU
オーλトラリア．
jユーゾーランF カナダ マレーシア アメリカ タイ ブイリビン
。 全ての食品
全ての良品＝
AフラトキシンB
P不検出
全ての食品＝ア
tラトキシン
Q0ppb〔ψtaD
基準値なし
酸加水分餌植
ｨ性たん白を
ﾜむ食品；
Oρ2m薩！k儲
?ﾁ水分解槌
ｨ性たん白：
P0m k
醸加水分解植
ｨ性たん自：
?E自主塾
?j
酸加水分解大
､たん白を原
ｿとする調味
ｿ：1m》k騒
米 うるち 米＝中国／カビの発生 玄米カドミ帖・
カト’ミウム化合物＝
P．qppm宋満とし鞘米二〇．4mg！㎏コメ：020m露／k駕
て（Cdとして1
うるち精米：タイ〆腐敗、変敗、カビの発生
置
穀類
うるち縞米：台溝！メタミドホス不適含
1
うるち精米長粗糧：ベトナム！カビの髭生
米加工品 もち牽の粉：中国ノ蜜全未審査遺伝子組換え米陽性
うるち米の粉＝中国／安全未審査遺伝子組換え米陽性
うるち米加工品：中国！安全来審査二二三組換え米陽性
大麦
小憂 小麦：アメリカン腐敗・爽敗 α20mg／kg
小豪粉＝ブラジル／残留農薬ピりミホスメチル不適合
小変粉＝ブラジルノ残留農薬メタミドホス不適合
小変粉rカナダ／変質．変敗
とうもろこし とうもろこし：アメリカノ残留農薬ジク0ルボス不適臼
穀顛
とうもろこし：アメリカ・ブラジル〆アフラトキシン陽性
そば そば：オーストラリア／クロル リボス．ジメトエート不適合
そば＝中国／メタミドホス不遮合
その他の穀類 穀類（そばを除
f＝a1而9／kg＊小麦、米を除
ｭ．（ふすま．胚
閧?怩ｭ）
穀類（ふすま、
?D小変．コメ
?怩ｭ1＝
潤D10mB／㎏
ごま ゴマの穐子；中国！a4－0不遍合
ゴマの糧子；ナイジ土リア〆アセトクロル不殖合
ゴマの勢子（標油用）ニベネズエラノクロルピリホス不適合
ゴマの一子；グァ子マラ！メタミドボス不適含
ゴマの山子；ナイジェリア／アフラトキシン陽性
落花生
且
落花生加工品
いったピーナワツ＝中国．アメリカ／アフラトキシン陽懐
落花生（加工原
ｿ用｝15Pゆb
itotol）
落花生及び加
H食品
Q0ppb（ゆtal，
落花生
P5ppb（tp㎞1｝
租 直機消費用木
実類 ビーナワツ製品：中国〆アフラトキシン陽性
の実｛アーモンド、ヘーサ’ルナツ凱ビ
ﾉ，チオ）
ピスタチオ
Q恥｝p瞭pt81〕
ツリーナッツ
P5ppb（tpta1）
1n一一L’昌＿‘一r、
1、粒薙花生＝アメリカ．南アフリカ、才一ストうりア、インド！
Aフラトキシン陽性
加工用木の実
oアーモンド、ヘーゼ
許uツ、ピス好占、  画P  ，
島守落花生＝パラグアイ／シペルメトリン不適含
大粒落花生；中国！アフラトキシン陽性
大粒落花生＝中国！残留屡藁ダンミノジット不適合
大粒落花生＝中国ノアセトクロール不適合
大粒落花生（殼なし｝＝中国ノアフラトキシン陽性
ナッツ類 アーモンド：中国、アメリカ、スペイン〆アフラトキシン隠性
さつまいも｛甘藷）
しゃがいも｛罵鈴薯） 冷凍馬鈴薯＝アメリカ／大腸菌群陽性 oJm窪／kg〔皮を高｢たもの〕
冷凍馬銘着：中国！指定外添加物日HQ検出
い キャッサバ（タピオカ， 精凍キャッサバ汐イ、ガーナ！シアン化曰物不適合
も キャッサバ’加工品：フィリピン、ブラジル〆シアン化含物不適
頚 へ
タピ才力：髭男ノ細菌数不適合
タビ才力澱粉＝ベトナム！濃下剤二酸化硫藍残存
根菜． 粟：
その他のいも類 α，m琶！kg〔セロリAッウ．ばれい
し  く
砂稲
コーンスターチ（とうもろこしでん粉，
サゴでん粉 嫌
 ヤ
ib
瓜
ヒ素 カドミウム アフラトキシン パツリン MCP！DCP
違反亭例（検疫）（平成1e年6月鯉平成20年6月データ，
食品衛生陵 コーデックス規@ 格
EU（張食品中
ﾉヒ素の誌準
@値なし｝
食品衛生法 コーデツクス規@ 格 EU 食晶衛生法
コーデック規椿
bODEX STAN
@ 193－
P995，RE鴨劉
@2007，
 アメリカ
iC。mplianじ。
o。li。y Guide5，
オーストラリア
@ ｛F。。d
rt日“d日r6 Codε
@ 1．4．1）
食品衛生法 コーデックス規@ 格 良品断生法 EU
オーストラ1」ア，
jュージーランド カナダ マレーシア アメIJカ タイ フィリピン
皿 タビオ功でん粉（キャッサバ’芋｝
ばれいしょでん粉
ジャム ジャム〔ストロベリー｝：ブラジル／カビの発生
バター
マーガリン
油脂類
植物油脂
動物性油脂 1w
マ躰一ス’・ドレ7シング類
大豆 大豆＝アメリカ／麿敗、変敗、カビの発生 0．20mヅ㎏
大豆＝中国！残留農藁ジクロルボス不憲合
V 姐豆 味噌顕 とっがらし味堪； 国、台湾／保存料 ソルζン酸カリウム
その他の豆類 えんどう豆（キヌサヤ1＝中国！残留農藥シペル外，ル．フェンn’激戟[ト
豆類伽mg！kほ虚大豆（乾燥し
ｽもの）を除く
柑橘類
りんご りんごの朋甕品＝中国／酸化防止剤二酸化硫壷の過量
バナナ
パイナップル パイナップル汐イ！細菌数不適合
w
累実類
マンゴー 冷凍マンゴー＝タイ、ベトナムノ大腸菌群陽性
ｶ解マンゴー；台湾／残留農藥 シフトリンシペルメトリン
I不論会
ｶ鮮マンゴー；フィリピン／残国農薬シペルメトリン不遮
その他の果実 乾燥あんず：アメリカ！酸化防止剤二酸化硫費過貴残存
笂?｢ちご＝フランス／残留農薬工トプロホス不適合
Rコナッツシュガー汐イ！漂白荊二酸化破黄の過量残彊ココナッツミルク：マレーシア／乳化剤 ポリソルペートの含
もも、なっみか
?Aいちご、ぶ
ﾇう＝LOppm
oAgzo3換算）
果実＝
O．050m図刀㎏
りんご渠汁3
R〕50P♪m
りんご皐汁及
ﾑ他の飲科の
閧?ｲ果汁原
ｿ＝50μヅ㎏
人参 生鮮人参：中国、台湾！残留農藥メタミドボス．エオチアジメ
mール不穎合
ｶ鮮・冷蔵人参；台湾ノ残卿膿藁メタミドホλ、フルアゾホワプ、ア
Zフェート不頑心
w ホウレン草 冷凍ホウレン草；中国！残留農蘂クロルビljホス 1．0ρpmy八3203換算，
ピーマン
トマト 生鮮ミニトマト：韓国／残留農薬EPN不適含 1．σppm
その他のほ黄色野簗
大根
たまねぎ
キヤペツ 生鮮キャベッ＝中国！腐敗
きゆうり 堀蔵きゅうリ：中国／保存料＝安息香酸の対象外使用 1．Oppm`s203 ）
はくさい
ごぼう 水煮ゴボウ：中国ノ瀕白剤二酸化硫員の過量残存
ネギ 乾燥ネギ：中国／残留農藁デブフェノジ不適合
帽
その他の野棊
セロ1ハ中国！残留農藥クロルピリホス不
粟菜lo．2mB！㎏
ｻの他の野菓
i緕艶類．アブ
宴i科野菜※．
Eリ科果菓．そ
ﾌ他果菜）：
曹盾Tmヴk区
野菓（葉葉、ハー
v、きのこ、塾
ﾙ．松の実．根
ﾘ」まれいしよ
?怩ｭ）：
O．050mg沼kg
t藥、八一ブ、セ
高P，アツウ、栽焙砦
ﾌこr
潤C20mg／㎏
s菓、根簗（セロ
潟A7クを除くL
ﾎれいしよ（皮
@ いたもの）・
たけのこ  蔵・水，タケノコ：中凶／諏白襯二酸化、壷の過量残脅生鮮タケノコ＝中国！腐敗・変敗・カビの発生
｡付けメンマ：中国／保春料ソルビン酸カリウムの対象
マッシュルーム
ｶ鮮マッシュルーム＝競国〆残留農薬シペルメトリン不適
まつたけ
キクラゲ 乾燥白キクラゲ＝中国！凛白剤二酸化破更の過量残存
｣燥自キクラゲ；中国／残昭農梨 メgミト’緑、クロルヒ1帥ス．
しいたけ 乾燥しいたけ；中国ノ潔白剤二酸化硫黄の過量残存
ｶ鮮しいたけ＝中国ノ残留農薬フェンブロンパノール不
舶織
ヒ素 カドミウム アフラトキシン パツリン MCP／DCP
違反事例‘横疫）（平成18年6月～平成2〔レ年6月データ）
食品衛生法 コーデックス規@ 格
Eり‘※婁品中にヒ素の基準
@値なし）
食品衛生法 コーデックス規@  格 EU 食品衛能識
  回Rーア’聖ク覗格
ﾂooεκsτAN
@ ‘93－
P995．REV，3－
@ 2007）
 アメワカ
kC。mpli8鵬。e
odl。yGuld巳9｝
オーストラリア
@ 〔Food
rtandar5 Cod日
@ 1．4－1）
食品衛生法 コーデックス規@  格 食品衛生宏 εu
オーストヲ伊，
jュージーランド カナダ マレーシア アメりカ タイ フィリピン
しょうゆ 醤油：フィリピン／礫存料ソルビン酸の対象外使用 最大誌準埴＝ （暫定｝最大基 最大基準値：
0、2mg／k6 準値；12mz徽 1mσ駄騒
魚冒 魚囲rフィリピン！強化剤ヨウ素化塩の含有
ソース類 オイスターソース＝中国／保存料ソルビン醸の対象外使pソース＝アメリカ／強化剤ケイ駿カルシウム、ポリソル
オイスターソー勘
蜉譓?l
n．2mπノkπ
〔暫定｝最大基
?l＝1、2m》kg
’   ■ 吊Aヴ
ソースrアメリカ／乳化剤ポリソルベ鴫トの倉有
ソース＝メキシコ／傑喜料安息香酸の対象外使用
チリソース；アメリカン乳化削ポリソルペートの含有
チリソース＝インドネシアノ保存料安息香醸の対象外使
閑チリソース＝シンガポール／保存料ソルビン酸の対象外
調
ケチャップ ケチャヅブヴラジル．ベルギー／保露舞ソルどン酸の過ﾊ使用
凪 味料 黒雲 塩蔵生要：中国／片白剤二酸化硫黄の過量残存
塩蔵生噛＝中国！保存料安息香酸の対象外使用
乾燥生萎；中国！凛白剤二醸化硫亜の過量残存
生酵・冷凍生姿＝や国／残留虚薬8HC不適合
ニンニク
とうがちし
生鮮膏とうがらし1韓国ノ残留農蘂エトプロ叔、クロルビリボ
λ、〒’ブコナゾ鴫、フルシラゾール不適合
乾燥とうがらしごインド／残留農薬トリアソホス不適含
シナモン シナモン1アメリカノ殺苗粥醸化エチレンの使用
モの他香辛料 スターアニス：ベトナム！潔白剤二醸化骨渡の過量残存
チリパウダー：パキスタンノアフラトキシン（カビ鷺）の検出
ナツメグ＝シンガポール、マレーシア／アフラトキシン〔カビ
鼠、吊枠山
ミックススパイス；チュニジア／指定外添加物スーダン
えび 冷霞えび：ブイ1」ン！抗生物質オキシテトラサイクリン不
山南
冷凍えび；中国！悪化防止剤二醸化硫黄の過量殿存
冷凍えび（ブ5ック舛ガーlrインドネシア〆抗生物質才キシ
テトーサイクりン不適合
いか イカスミ＝イタリアノ保存料ソルビン酸の対象外使用 頭足類1 頭足類＝2m巳／㎏く内臓
たこ 水煮タコ：番港！図化防止鋼こ酸化硫亜の過量残存 を除去したも tOm区！㎏魚
介 たらこ たらこ＝アメリカノ発色剤亜硝酸根の過量残存
x
頚，海
貝類 海産二枚貝； 淘産二枚貝：
ﾓ．Omヴk呂
藻 海藻類
その他の水 魚肉＝
OO50mg／㎏」
0．田mガ㎏又は
0βOmヴ㎏〔穏
類によって興な
驕j
甲殻類（かにみ
そ、即’λターを
牛肉 0，050mg！kg
豚肉 0．050mg刀㎏
鶏肉 0．050mg〆kg
その他の肉類 隼肉：
肉 0．050m図！kgX 顕 馬肉＝
翼
O．20m8／k巳、肝
臓く牛、竿、豚
鶏、馬）；
o．50m望㎏、腎
繊（牛、羊．豚．
卵類
乳 0．5P由（M1〕
牛乳 0、5ppb（M1｝
チーズ ナチュラルチー ：イタリアン保存料ソルビン酸カルシウ?ﾌ倉宿X置 乳類
ナチュラルチーズ：フランス／保存料ナタマイシンの含有
ナチュラルチーXlオランダ！皮順剤＝酢酸ビニル樹脂の
その他の乳製品
水 水；ヒ素及
X皿
水 水 びその化合物B．01mゴし以下
`8
皿 （と一もろこし）
a：アメリカ産
b：その他
b／
a アフラトキシンBl不検出の確認を行っている NO
YES
                YES農薬散布履歴が書類で確認できる
原料使用不適
NO
喚
残留農薬分析結果にて成分適合の確認可否
（ジクロルボス、ピリミホスメチル成分項目必須）
NO
YES
原料使用不適
アメリカ規格基準
アフラトキシン20ppb（tptal）以下である
NO
YES
最優良原料
平成20年検査命令
ピリミホスメチル（ア刈力産）
原料管理手法チャート ，
N
二皿 （小 ）
a：アメリカ・カナダ
b：ブラジル
。：その他
a
受入れ検査が十分に行われている
（腐敗・変敗の確認）
YES；
NO
b
c
原料使用不適
流通経路が把握できている 且一一一一レ
［優良原料］A
原料使用不適
A：直営農場
B：契約／委託農場
。＝中間商人にから購入
yEsk一一一一一一一一［優良原料］
」L一一一→・GAP取得
C
YES
NO
・一一一一一一一一一一一一
NO
農薬散布履歴が書類で確認できる
YES
農業用水の水質検査を行っている YES
原料使用不適
NO
残留農薬分析結果にて成分適合の確認ができている
（メタミドホス、ピリミホスメチル成分項目必須）
NO
yES
原料使用不適
コーデックス規格
カドミウムO，20mg／kg以下である
NO
YES
辱優良原料         平成20年検査命令
        小麦及びその加工品（ブラヅル産）1メタミドホス
原料管理手法チャート g．Gi
ド
皿群（冷；ジャガイモ）
a：中国
b：その他
書
a
b
A
A：直営農場
B：契約／委託農場
C：中間商人から購入
B
c
GAP取得
i
YES
NO
適正な添加物の使用を行っている NO
YES
放射線殺菌未照射の証明書がある NO
YES
適正な農薬の管理を行っている NO
原料使用不適
原料使用不適
原料使用不適
YES
原料管理手法チャート
壷
ご
包N （生n生 ）
a：中国
b：その他
。！
a
A
A：直営農場
B：契約／委託農場
C：中間商人にから購入
B
c
GAP取得 YES
NO
NO
YES
農薬散布履歴が書類で確認できる
YES
日本で禁止されている農薬の使用がないことが
保証されている
NO
YES
農薬の管理責任者が決まっている 。
原料使用不適
原料使用不適
YES
                 YES_業用水の水質検査を行っている
NO
NO 残留農薬分析結果にて成分適合の確認可否
iBHC成分項目必須）
YES
NO 収穫後の保管状況の確認がなされている
（または輸入者が確認している）
YES
原料管理手法チャート
原料使用不適
原料使用不適
原料使用不適
平成20年検査命令
BHC（中国産） 騰重
マ
＄
V （大豆）
a：アメリカ産
b：中国産
。：その他
a
受入れ検査が十分に行われている
（腐敗・変敗の確認） NO
b
c
YES；
流通経路が把握できている
原料使用不適
［優良原料］A
NO 原料使用不適
A：直営農場
B＝契約／委託農場
。：中間商人にから購入
YEs
C
GAP取得
マ
NO
旦一m優良原料］
農薬散布履歴が書類で確認できる L→原料使用不適
YES
農業用水の水質検査を行っている
yESr
NO
日本で禁止されている農薬の使用がないことが
保証されている
NO
！
残留農薬分析結果にて成分適合の確認ができている
（ジクロルボス成分項目必須）
YES
］一デックス規格
カドミウム0．20mg／kg以下である
YES
NO
NOI
原料使用不適
YES
最優良原料
原料管理手法チャート w
瓠
含va群（生鮮・冷凍ニンゾン）
a：中国・台湾
b：その他
  b！
a
   A
A二直営農場
B二契約／委託農場
。：中間商人にから購入
。！
B GAP取得 NO
YES
NO
  ！
農薬散布履歴が書類で確認できる
YES
農業用水の水質検査を行っている NO
YE斗
農薬の管理責任者が決まっている o
YES
日本で禁止されている農薬の使用が
ﾈいことが保証されている
NO
YES
ドリフト防止対策がある
YES
優良原料
残留農薬分析結果にて成分適合の確認可否
（メタミドホス、フルアヅホップ、アセフェート、オリアヅメノール成分項目必須）
原料使用不適
原料使用不適
原料使用不適
獣原料使用不適
YES
原料管理手法チャート
平成20年検査命令
アセフェート、トリアヅメノール、メタミドボス（中国産）
メタミドボス、アセフェート（台湾産） 蜜
さ
皿 （ eマッシュルーム）
c
a：ヨーロッパ（放射能汚染地域）
b：中国・ブラジル
。：その他
YES
a 放射能濃度測定 NO 原料使用不適
b
                 NO添加物等の使用状況を確認している 原料使用不適
YES
ゐ舟
食品添加物の適正な使用を確認している
（二酸化硫黄0．03g／kg以下）
NO
YES
現地調査にて工程確認実施、または添加物の使用に問題がない
旨の保証書がある（輸入者が生産地調査を行っている）
NO 原料使用不適
YES
原料管理手法チャート
商
マ
ー一一一一 1
ぶ皿 （生魚マッシュルーム）
c
a：ヨーロッパ（放射能汚染地域）
b：韓国
。：その他
a
b
YES
放射能濃度測定 NO 原料使用不適
農薬散布履歴が書類で確認できる
YES
農業用水の水質検査を行っている
NO
NO
原料使用不適
YES
日本で禁止されている農薬の使用がないことが
保証されている
YES
残留農薬分析結果にて成分適合の確認ができている
（シへ．ルメトリン成分項目必須）
NO
．ES
原料使用不適
原料管理手法チャート
両
マ
ペ
a（s一’・
IX ge （ とうがらし）
a：アメリカ、東南アヅア産
。：その他
a
c
アフラトキシンB1不検出の確認を行っている NO
YES
NO
原料使用不適
GAP取得
農薬の管理責任者が決められ、
農薬管理が適正に行われている
YES
農薬散布履歴が書類で確認できる
YE NO
YES
NO
残留農薬分析結果にて成分適合の確認可否
（トリァゾボス成分項目必須）
NO
YES
原料使用不適
一一放射線殺菌未照射の証明書がある NO
判
原料使用不適
原料管理手法チャート
西
Y
ゆ
．“s・
IwaE－g－QtUQiEIE｝EW
 a：東南アヅァ
 b：ヨーロッパ．（放射能汚染地域）
 c：その他
b
a
c
アフラトキシンB1不検出の確認を行っている
YES
NO
NO
原料使用不適
放射能濃度の測定を行っている
NO YES
適正な添加物の使用を行っている
YESEUREP GAP取得
圃
NOh
YES
原料使用不適
GAP取得 NO
YES
残留農薬について成分適合の確認を行っている
YES ！ No
原料使用不適
原料使用不適
                 NO
  放射線殺菌未照射の証明書がある     原料使用不適
YES
         平成20年検査命令
         ター刈ック及びその加工品＝アフラトキシン（インドネシア産）
         パヅルシード：アフラトキシン（カンホ“ヅア、タイ産）
原料管理手法チャート
淺
w
需
1X （N油）
a：フィリピン産
b：その他
a
b
適正な添加物の使用を行っている NO
YES
腐
本醸造方式である  」軍一一一一一一一レ
アルカリ処理工程がある 』
NO
NO@！
原料使用不適
原料使用不適
原料管理手法チャート 重
エ
